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はじめに 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロ

ジェクトごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価

分科会を研究評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェク

トの研究評価を行い、評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定

している。 
 
本書は、「革新的ガラス溶融プロセス技術開発」の中間評価報告書であり、第

２５回研究評価委員会において設置された「革新的ガラス溶融プロセス技術開

発」（中間評価）研究評価分科会において評価報告書案を策定し、第２７回研究

評価委員会（平成２２年１１月２６日）に諮り、確定されたものである。 
 
 
 

平成２２年１１月 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価） 

分科会委員名簿 

（平成２２年８月現在） 

     氏名 所属、役職 

分科 

会長 西澤
にしざわ

 紘一
こういち

 

諏訪東京理科大学 システム工学部機械システム工学科  

客員教授       

株式会社国際技術士事務所 代表取締役社長 

分科 

会長 

代理 
辰巳
た つ み

砂
さご

 昌
まさ

弘
ひろ

 
大阪府立大学 大学院工学研究科 物質・化学系専攻  

教授 

委員 

内野
う ち の

 隆司
た か し

 神戸大学 大学院理学研究科 化学専攻 教授 

中島
なかじま

 邦彦
くにひこ

 九州大学 大学院工学研究院 材料工学部門 教授 

中村
なかむら

 一男
か ず お

 

九州大学 

応用力学研究所核融合力学部門プラズマ表面相互作用分野 

高温プラズマ力学研究センター高温プラズマ壁相互作用分野

九州大学大学院総合理工学府 先端エネルギー理工学専攻 

教授 

難波
な ん ば

 徳郎
とくろう

 岡山大学 大学院環境学研究科 資源循環学専攻 教授 

松岡
まつおか

 純
じゅん

 滋賀県立大学 工学部 材料科学科 教授 

敬称略、五十音順 
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審議経過 
 
● 第１回 分科会（平成２２年８月２６日） 

公開セッション 
１．開会、分科会の設置、資料の確認 
２．分科会の公開について 
３．評価の実施方法について 
４．評価報告書の構成について 
５．プロジェクトの概要説明 
６．現地調査（詳細は以下の●参照） 
７．プロジェクトの詳細説明 

非公開セッション 
       ８．全体を通しての質疑 
公開セッション 

９．まとめ・講評 
１０．今後の予定、その他、閉会 

 
 
● 現地調査（平成２２年８月２６日） 

東洋ガラス㈱川崎工場（川崎市川崎区） 
 
 
● 第２７回研究評価委員会（平成２２年１１月２６日） 
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評価概要 

 
１．総論 
１）総合評価 
省エネルギー・環境問題に対応できる新しいガラス溶融プロセスの実現・実

用化に向けて、産官学が一体となって全力でプロジェクトを遂行している。多

相アークプラズマ溶解・RF（高周波）プラズマ溶解・酸素燃焼炎加熱・溶融シ

ミュレーションなど個々の要素技術の挑戦的な課題に対し、いずれにおいても

期待通りの成果を挙げたことは高く評価できる。 
一方、実用化の観点から、各要素技術の連携による新しいガラス製造プロセ

スの全体像が現時点ではまだ明確でない。原料の粉砕からガラス融液の泡抜き

までを含めたプロセス全体の視点から研究開発を進めることが望まれる。また、

スケールアップやメンテナンスの容易さなどに配慮した実用炉の概念設計を行

い、それを基に現状では不足している要素技術を抽出することが必要である。

特許出願が現時点では少ないが、今後は模倣リスクを回避するような特許戦略

を積極的に立てていく必要があろう。 
 

２）今後に対する提言 
本事業には脱泡技術の開発が含まれていないが、脱泡技術の開発の遅れによ

って事業化まで遅れる可能性もある。“革新的”な溶融技術が脱泡工程を必要と

しない“革新的”ガラス製造技術となることを期待したい。 
また、インフライト酸素燃焼炎溶解とプラズマ溶解の組み合わせによる特徴

をもっと出すべきである。特にプラズマ溶解はまだまだ未知の可能性を有して

おり、均質溶解、省エネ溶解、耐火物の選択性拡大など開発の筋道を更に検討

して欲しい。 
材料技術ではよくあることだが、この研究開発も基本技術については試行錯

誤で成功する時点では中身はまだブラックボックスの部分がかなり残っている

であろう。反応プロセスの解明、実用レベルのシミュレーション技術開発、装

置材料の最適化や耐久性改善などの基盤技術に力を入れないと、研究開発成果

の公開後に、基盤技術に強い欧米に周辺特許やノウハウを押さえられる恐れが

ある。 
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２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
ガラス産業がエネルギー多消費型であり、今後一層のエネルギー消費量の増

大が見込まれることから、本プロジェクトの研究開発目標は、エネルギーイノ

ベーションプログラムに沿った極めて妥当なものである。また、研究開発の難

易度が高く開発リスクが大きい。特に、本事業の中心となる気中溶融技術は文

字通り“革新的”であり、この開発には最先端の知識と独創的なアイデア、そ

れを具現化する技術的ノウハウの融合が必要不可欠であり、産官学の連携とそ

れを支援する NEDO の関与は欠くことができないと考える。 
一方、現行の技術にすぐに応用できそうな内容、十年以内の実用化が見込め

る内容、開発にかなりの時間を要しそうな内容が混在している。プロジェクト

開始当初は見えなかったこれらの区分が見えるようになったので、それぞれの

研究開発内容に応じた出口イメージの再構築が必要な段階に来ている。 
 

２）研究開発マネジメントについて 
先導研究からの成果を踏まえ、具体的かつ定量的に目標が設定されている。

個々の目標の設定基準に関しても現在の技術動向から鑑みて概ね妥当である。

プロジェクトリーダーが事業の推進に対してその指導力を十分に発揮し、情勢

変化への対応についても技術委員会を開いて外部有識者の意見を取り入れるな

ど運営管理も問題なく、目標達成のための測定法の開発を同時に進めている点

も評価できる。 
一方、プラズマを用いた溶融技術は、コストの点で問題があったことが指摘

されているが、海外でのこれまでの研究開発結果を総括し、それらとの具体的

な比較によって、本研究開発の優位性を提示すべきである。インフライト酸素

燃焼炎法とインフライトプラズマ法との情報交換をもっと密にして、相乗効果

を上げるべきである。 
成果の実用化、事業化につなげる技術、知財戦略の方針がもう少し具体的に

提示されていると良い。 
 
３）研究開発成果について 
気中溶解、カレット溶融、高速混合の各要素のほぼすべての項目に関して目

標が達成されており、事業として概ね満足な成果が得られているといえる。本

事業は気中溶解という、世界でもまだ実現されていない革新的技術に関する事

業である。 
ただ、中間評価段階の目標は、最終的な技術の完成に直接つながる目標では

ないので、今後のさらなる技術的進展が望まれる。 



6 

一方、知財化の取り組みは遅れていると言わざるを得ない。プロセスそのも

のは、画期的であり特許性が高く、キーパーツ（たとえばトーチなど）の特許

化は大事である。模倣による権利侵害リスクが危惧されるとのことであったが、

国際競争力を高めるためには知的財産権の確保は不可欠と言える。知財に関す

る専門家をメンバーに加えることも検討すべきである。 
また、インフライト法とプラズマ法の相乗効果の理論的アプローチは、ぜひ

とも進めて欲しい。 
 

４）実用化、事業化の見通しについて 
びんガラスと板ガラスについては、実用化の道筋は見えてきており、省エネ、

職場環境の改善、建設期間、材料の省力化などの市場ニーズにも適合している。

実用化への課題は明確に示されており、事業化後の経済効果は大いに期待でき、

個々の要素技術における学術的・工業的波及効果ならびに人材育成効果も極め

て大きい。 
しかし、より実用化を明確にするには、実用化炉の概念設計は先導研究にお

いて実施されたがさらに掘り下げた検討が必要。本プロジェクトで何を詰め、

何が課題として残るかを具体的に示すには、実用化された炉のイメージが必要

である。耐久性やメンテナンス性も含めた検討を行ってほしい。更に、目指す

製品に応じて、泡や成分ムラなど品質に関する評価を進めながら、泡に関する

知見を十分集めておく必要がある。 
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研究評価委員会におけるコメント 

 
 
 
第２７回研究評価委員会（平成２２年１１月２６日開催）に諮り、了承され

た。研究評価委員会からのコメントは特になし。 
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研究評価委員会 

委員名簿（敬称略、五十音順） 
 

職 位 氏 名 所属、役職 

委員長 西村 吉雄 
学校法人早稲田大学大学院 政治学研究科 
（科学技術ジャーナリスト養成プログラム） 
客員教授 

委員長

代理 
吉原 一紘 

オミクロンナノテクノロジージャパン株式会社 

最高顧問 

委員 

安宅 龍明 
オリンパスビジネスクリエイツ株式会社 
事業企画本部 戦略探索部 探索２グループ 
シニアマネージャー 

伊東 弘一 
学校法人早稲田大学 理工学術院総合研究所 
客員教授（専任） 

稲葉 陽二 日本大学 法学部 教授 

大西  優 株式会社カネカ 顧問 

尾形 仁士 三菱電機エンジニアリング株式会社 相談役 

小林 直人 学校法人早稲田大学 研究戦略センター 教授 

小柳 光正 東北大学未来科学技術共同研究センター 教授 

佐久間一郎 
国立大学法人東京大学大学院 工学系研究科 
精密機械工学専攻 教授 

菅野 純夫 
国立大学法人東京大学大学院 新領域創成科学研究科

メディカルゲノム専攻 教授 

架谷 昌信 
愛知工業大学 工学部機械学科 
教授・総合技術研究所所長 

宮島  篤 国立大学法人東京大学 分子細胞生物学研究所 教授



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠

の下の「○」「●」「・」が付された箇条書きは、評価委員のコメントを原文の

まま、参考として掲載したものである。 
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１．プロジェクト全体に関する評価結果 
１．１ 総論 
１）総合評価 
 
省エネルギー・環境問題に対応できる新しいガラス溶融プロセスの実現・実

用化に向けて、産官学が一体となって全力でプロジェクトを遂行している。多

相アークプラズマ溶解・RF（高周波）プラズマ溶解・酸素燃焼炎加熱・溶融シ

ミュレーションなど個々の要素技術の挑戦的な課題に対し、いずれにおいても

期待通りの成果を挙げたことは高く評価できる。 
一方、実用化の観点から、各要素技術の連携による新しいガラス製造プロセ

スの全体像が現時点ではまだ明確でない。原料の粉砕からガラス融液の泡抜き

までを含めたプロセス全体の視点から研究開発を進めることが望まれる。また、

スケールアップやメンテナンスの容易さなどに配慮した実用炉の概念設計を行

い、それを基に現状では不足している要素技術を抽出することが必要である。

特許出願が現時点では少ないが、今後は模倣リスクを回避するような特許戦略

を積極的に立てていく必要があろう。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 新プロセス開発のような業界横断的な技術開発は、公的な支援によるプロ

グラムが望ましい。先導的研究で、可能性を見いだせたのちフィージビリ

ティ研究がなされたことは評価に値する。 
○ 気中溶解という、全く新しいガラス溶融プロセスの実現、実用化に向けて、

産、官、学が一体となって全力でプロジェクトを遂行しているという印象

を受けた。多相アークプラズマ溶解、RF プラズマ溶解、酸素燃焼炎加熱、

溶融シミュレーションなど、個々の要素技術は非常に挑戦的な課題である

にもかかわらず、概ね当初の目標は達成されており、各開発項目における

研究員の方々の技術、学術水準の高さに感銘を受けた。以上の点から、本

プロジェクトは、中間評価段階では、ほぼ順調に進んでいるものと評価で

きる。 
○ 省エネルギー•環境問題に対応できるガラスの新しい溶融技術の研究•開

発に関する研究であり、国内外に与えるインパクトは大きいものと思われ

ます。実用化•事業化の実現をおおいに期待致します。 
○ 本プロジェクトは、インフライトメルティング法によるガラス溶融技術の

実用可能性を検討することによって、エネルギー多消費産業であるガラス

産業における消費エネルギーの大幅低減を目的としている。個別テーマは

9 項目に分類されるが、いずれの項目においても期待通りの成果を挙げ、

3年終了時においてほとんどすべての項目で当初設定した数値目標を達成

する見込みである。このことは高く評価できる。このように本プロジェク
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トが順調に推移しているのは、プロジェクトリーダーの卓越した指導力と

参加事業者、技術者、研究者の情熱と努力の賜である。 
○ 省エネルギーに資する研究開発で、おおむね順調に進んでいる。産業規模

という点ではガラス産業はあまり大きくないが、電子情報機器のキーデバ

イスの主要部品であり、我が国の産業力を左右する波及効果は大きい。 
○ 開発分担がはっきりしていて、個々の分担が順調に進んでいる。開発マネ

ジメントがうまく行っている。目標が予定どおり達成されるなど、PJ 担

当者会議のスケジュール管理が功を奏している。多相交流アークなど新し

い技術は効率第 2 で開発を推進するべきである。 
○ 気中溶融技術は「革新的ガラス溶融プロセス技術開発」の中で、文字通り

“革新的”な技術であると言える。気中を通過する 1 秒にも満たない時間

で原料の溶融工程を完了させることが可能である。海外における同種の試

みが失敗しているのに対して、周辺技術も含めて気中溶解技術の開発は順

調であると感じた。実用化に向けて克服すべき課題は何点か残されている

ようにも思われるが、“革新的”アイデアによりクリアされていくことを

期待する。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 今回、びんガラスと液晶用薄板ガラスが開発対象として挙げられているが、

このプロセスの可能性を最大限に探索するためには、全体像から今回対象

となったテーマへの筋道を明確にして欲しかった。特に、日本のお家芸で

ある光学ガラスに対する可能性の追求が欲しかった。 
● 実用化のためには、本プロジェクトで研究開発対象としている内容だけで

なく、原料の粉砕からガラス融液の泡抜きまでを含めたプロセス全体の視

点から研究開発を進めることが必要。実用化のためには、スケールアップ

やメンテナンスの容易さなどに配慮した実用炉の概念設計を行い、それを

基に現状では不足している要素技術を抽出することが必要。特許にできる

ものを抽出し出願するシステムの確立が必要。 
● 各要素技術の連携による新しいガラス製造プロセスの全体像、およびプロ

セス全体の省エネルギー効果（エネルギー単価）を明確にして下さい。 
● 個別テーマはいずれも期待通りの成果を挙げているが、残り 2 年ではもう

少し連携を取っていくことも必要であろう。また特許出願が現時点では少

ないが、今後は模倣リスクを回避するような特許戦略を積極的に立ててい

く必要があろう。 
● 「脱泡工程」が開発対象から外されているので問題とするべきではないか

もしれないが、泡や脈理の問題は製品としての生命線であると言える。質

疑応答の中で溶融段階の泡や脈理についても評価されており、「脱泡工程」

を意識した評価が既になされているとのことであった。しかし、可能であ
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れば「脱泡工程」も大幅に短縮、あるいは不必要となる“革新的”溶融技

術が開発されることを期待したい。そのためには、やはり気中溶解技術、

特にプラズマが重要になると思われる。 
● ただ、現時点では、実用化、事業化に向けて、どのように個々の要素技術

を集約し、総合的なシステムとして完成しようとするのかが明白でないと

いう印象を受けた。特に、燃焼技術におけるプラズマ加熱の位置づけが不

明確であるのが気になった。酸素燃焼炎加熱技術は、要素技術としては開

発が先行しているものの、カレット予備加熱、バーナーの最適化、泡の除

去など、実用化に向けて克服すべき問題も多い。これら、諸問題の具体的

な解決策が十分に提示されていない点も、不安材料であった。 
 

 
〈その他の意見〉 
・ 関連分野との協力が必要と思われる。 
・ ５年間のプロジェクト研究で、当初の計画が予定通り進行することはそれ

ほど期待できることではなく、当初の予定とは異なる展開のテーマから、

予期せぬ大きな発見のある場合も多い。そのような発見を活かし、当初目

標の大幅見直しができるようなシステムの導入も NEDO としては今後考

える必要がある。 
・ 本プロジェクトは、気中溶解プロセス技術の開発という、ガラス産業界の

みならず、電気、電子産業界にとっても、その確立が待望される非常に魅

力あるプロジェクトである。今後、順調に開発が進展し、実用化への足掛

かりがえられることを大いに期待する。 
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２）今後に対する提言 
本事業には脱泡技術の開発が含まれていないが、脱泡技術の開発の遅れによ

って事業化まで遅れる可能性もある。“革新的”な溶融技術が脱泡工程を必要と

しない“革新的”ガラス製造技術となることを期待したい。 
また、インフライト酸素燃焼炎溶解とプラズマ溶解の組み合わせによる特徴

をもっと出すべきである。特にプラズマ溶解はまだまだ未知の可能性を有して

おり、均質溶解、省エネ溶解、耐火物の選択性拡大など開発の筋道を更に検討

して欲しい。 
材料技術ではよくあることだが、この研究開発も基本技術については試行錯

誤で成功する時点では中身はまだブラックボックスの部分がかなり残っている

であろう。反応プロセスの解明、実用レベルのシミュレーション技術開発、装

置材料の最適化や耐久性改善などの基盤技術に力を入れないと、研究開発成果

の公開後に、基盤技術に強い欧米に周辺特許やノウハウを押さえられる恐れが

ある。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ インフライト溶解とプラズマ溶解の組み合わせによる特徴をもっと出す

べきである。特にプラズマ溶解は、まだまだ未知の可能性を有しており開

発の筋道を更に検討して欲しい。均質溶解、省エネ溶解、耐火物の選択性

拡大（耐熱性がなくても使用可能）など。 
・ 基本的には従来の溶融技術を用いた場合と同等の品質のガラスを作製し

ようとしているため、清澄剤も含めた出発原料の組成を変更することは考

えていないように感じた。B2O3の残存率の検討に関する報告があったが、

成分の揮発に伴う組成ずれを考慮した上で出発原料の組成（配合比）を変

更することも検討した方がよいのではないか。本事業には品質評価技術の

開発も含まれているが、気中溶融法で作製されたガラスに対して本事業で

開発された評価技術を適用した結果の報告は多くないと感じた。従来法で

作製されたガラスとの品質の差異を明確にしておくことは、事業化を進め

るためにも不可欠であると考える。開発段階であっても評価技術を気中溶

融ガラスに適用していくことが必要と言える。本事業には脱泡技術の開発

が含まれていないが、脱泡技術の開発の遅れによって事業化まで遅れる可

能性もある。“革新的”な溶融技術が脱泡工程を必要としない“革新的”

ガラス製造技術となることを期待したい。 
・ Ⅰ-1.でも述べたが、今後は、これまで確立された個々の要素技術を如何に

集約して、実用化可能なプロセスとして完成させるかがポイントとなろう。

この点で、プロジェクトリーダーは、さらに指導力を発揮し、今後の技術

開発の具体的な方向性やプロジェクトの最終的な着地点を明確に示す必

要があると思われる。また、知財戦略も十分でないという印象を受けたの
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で、技術的観点のみならず、政策的観点からもプロジェクトリーダーの今

後の手腕に期待する。 
・ 大学で実施しているテーマと企業で実施しているテーマの中で、研究成果

を共有できる部分を中心に連携を深めるとともに、積極的な特許戦略を推

進していくことが望まれる。 
・ ガラス業界全体として、また関連分野も含めた適用性の見通しを明確化し

て下さい。また、事業化への取り組みと推進を期待致します。 
・ 材料技術ではよくあることだが、この研究開発も基本技術については試行

錯誤で成功すると思われるが、その時点では中身はまだブラックボックス

の部分がかなり残っていると思われる。反応プロセスの解明、実用レベル

のシミュレーション技術開発、装置材料の最適化や耐久性改善などの基盤

技術に力を入れないと、研究開発成果の公開後に、基盤技術に強い欧米に

周辺特許やノウハウを押さえられる恐れがある。 
・ 大学は研究者数が少ないので、多相交流アークプラズマの開発研究が開発

工程のネックとならないよう予算面、共同研究面などで配慮が必要である。 
 
〈その他の意見〉 
・ インフライト溶解とプラズマ溶解それぞれの特徴が良く研究されている

が、組み合わせの理論的な解析がぜひとも必要だと思う。リニアな関係で

はなく、非線形的な効果があるはずだと思う。 
・ 知的財産権等の取得及び標準化の取り組みと成果の普及を推進して下さ

い。 
・ このプロジェクトの成功の可否は、これまでに構築された個々のサブテー

マの成果をどのように、統括し、まとめ上げるかにかかっていると思われ

る。実用化に際して解決すべき技術的問題も多いので、現在の研究体制の

枠組みにとらわれない、柔軟な技術協力体制の確立も必要ではないだろう

か。 
・ 品質評価技術は JISあるいは ISOなどの国際規格になりえるので、NEDO

のサポートを期待したい。 
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１．２ 各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
ガラス産業がエネルギー多消費型であり、今後一層のエネルギー消費量の増

大が見込まれることから、本プロジェクトの研究開発目標は、エネルギーイノ

ベーションプログラムに沿った極めて妥当なものである。また、研究開発の難

易度が高く開発リスクが大きい。特に、本事業の中心となる気中溶融技術は文

字通り“革新的”であり、この開発には最先端の知識と独創的なアイデア、そ

れを具現化する技術的ノウハウの融合が必要不可欠であり、産官学の連携とそ

れを支援する NEDO の関与は欠くことができないと考える。 
一方、現行の技術にすぐに応用できそうな内容、十年以内の実用化が見込め

る内容、開発にかなりの時間を要しそうな内容が混在している。プロジェクト

開始当初は見えなかったこれらの区分が見えるようになったので、それぞれの

研究開発内容に応じた出口イメージの再構築が必要な段階に来ている。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 今回のプロジェクトは、製造プロセスに関する革新技術でありオール日本

で開発すべきテーマである。したがって、NEDO のテーマとして最もふ

さわしいと考えられる。個別の製品については、企業のリスクで行うべき

もので、業界横断的なプロセス開発、省エネ、標準化などに関する技術開

発は公的な資金を投入すべきであると思う。 
○ 企業間の交流は困難であり、開発リスクも高いので、NEDO および大学

の関与が必要とされる事業である。気中溶解法によるガラス溶融時間の大

幅短縮は大いに評価できる。 
○ 本事業は、新しいガラス溶融技術の開発という、その成果が複数の産業界

に波及しうる事業である。また、その要素技術はプラズマ技術、溶融技術、

シミュレーションと多岐にわたっているので、一企業、一研究機関のみが

独立してなし得るものではない。以上の点から、本事業は NEDO の行う

事業として最適の事業であると思われる。 
○ 省エネルギー•環境問題という国家的•世界的問題の解決に関連するテー

マであり、NEDO の事業として妥当であり、事業目的も明確で妥当であ

る。 
○ 本事業はガラスの溶融工程におけるエネルギーの大幅な削減を目的とし

たものであり、エネルギーイノベーションプログラムの目標達成に寄与し

ていることは間違いない。ガラスは建築、電気など多くの基幹産業を支え

る材料であり、公共性についても疑問の余地はない。加えて、本事業の中

心となる気中溶融技術は文字通り“革新的”であり、この開発には最先端

の知識と独創的なアイデア、それを具現化する技術的ノウハウの融合が必

要不可欠であり、産官学の連携とそれを支援する NEDO の関与は欠くこ
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とができないと考える。本事業により開発される技術は従来法にとって代

わるものであり、投じた予算以上の効果をもたらすと考える。海外におい

ても同種の技術開発が試みられてきたが、いずれも実用化の目途が立って

いないとのことであった。日本発の革新的技術として完成させることは、

単なる技術面のみならず、我が国の国際競争力の多面的な強化に資すると

考える。 
○ ガラス産業がエネルギー多消費型であり、今後一層のエネルギー消費量の

増大が見込まれることから、本プロジェクトの研究開発目標は、エネルギ

ーイノベーションプログラムに沿った極めて妥当なものである。また、研

究開発の難易度が高く、開発リスクが大きいため、NEDO の事業として

の実施も妥当である。 
○ ガラス産業はエネルギー多消費産業のため必要性は高い。ガラス産業の産

業規模はあまり大きくないが、電子情報産業においてディスプレイデバイ

ス技術を左右する材料の一つであるため、波及効果は大きい。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 業界横断的なテーマであるが、瓶と板ガラスの 2 社の開発では少々さびし

い。光学ガラスや産業用ガラスについても実験室的で良いのでフィージビ

リティ開発をスタートさせて欲しかった。 
● 事業の位置付けや必要性について問題点はないと考える。 
● スケールアップを如何に図っていくかをある程度明確にしておくことも

必要であろう。 
● 現行の技術にすぐに応用できそうな内容、十年以内の実用化が見込める内

容、開発にかなりの時間を要しそうな内容が混在している。プロジェクト

開始当初は見えなかったこれらの区分が見えるようになったので、それぞ

れの研究開発内容に応じた出口イメージの再構築をした方が、プロジェク

ト全体のマネジメント方針が明確化すると思われる。 
● 中間評価では、予算配分等、研究費の使用内訳に関する説明が十分でなか

ったように思われる。事業の評価という点では、予算の使用状況も含めて、

説明いただけるとよかったように思う。 
 

 
〈その他の意見〉 
・ インフライト溶解とプラズマ溶解の相乗効果を明確にする理論的アプロ

ーチも注力して欲しい。課題となる点、電波障害、不純物混入、トータル

のコスト節減効果などにも目配りが必要だと思う。 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向

などに関しては、プロジェクトリーダーから詳細な説明があったので、よ
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く理解することができた。 
・ 多相アークプラズマを高付加価値ガラスに適用した場合の相対的エネル

ギー効率は高いが、絶対的エネルギー効率は低い。しかし、高融点原料の

溶解が可能であるので、絶対的エネルギー効率の向上に投資が必要である。

ガラス溶解炉のコンパクト化は評価できるが、表面積／体積比の増大に起

因する熱遮蔽の効率劣化に留意する必要がある。 
・ ここに書くべきことではないかもしれないが、NEDO の関与の仕方につ

いて触れておきたい。現状では特許の申請が少なく、この理由の説明もな

されていた。しかし、国際競争力を高めるためには、国内外において知的

財産権を確保しておく必要がある。NEDO の果たす役割として、知的財

産権の確保について積極的に関与することが望まれる。 
・ 国外でのプラズマを用いたガラス溶解に関する検討プロジェクトの検証

を行っていると思われるが、その結果を示した方が良い。 
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２）研究開発マネジメントについて 
先導研究からの成果を踏まえ、具体的かつ定量的に目標が設定されている。

個々の目標の設定基準に関しても現在の技術動向から鑑みて概ね妥当である。

プロジェクトリーダーが事業の推進に対してその指導力を十分に発揮し、情勢

変化への対応についても技術委員会を開いて外部有識者の意見を取り入れるな

ど運営管理も問題なく、目標達成のための測定法の開発を同時に進めている点

も評価できる。 
一方、プラズマを用いた溶融技術は、コストの点で問題があったことが指摘

されているが、海外でのこれまでの研究開発結果を総括し、それらとの具体的

な比較によって、本研究開発の優位性を提示すべきである。インフライト酸素

燃焼炎法とインフライトプラズマ法との情報交換をもっと密にして、相乗効果

を上げるべきである。 
成果の実用化、事業化につなげる技術、知財戦略の方針がもう少し具体的に

提示されていると良い。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 井上リーダーが、テーマ全体を良く掌握してリードしている。研究開発と

は、計画通りに線形に進むものではなく、不連続が起こるものである。そ

のような状況にもかかわらず良く中間目標を達成できたと思う。目標達成

のための測定法の開発を同時に進めていることは評価できる。井上リーダ

ーと渡辺先生のコンビネーションが良い。 
○ 本事業の研究開発目標は極めて妥当なものである。それぞれ具体的かつ明

確な数値目標が設定されており、容易に目標達成度を判断することができ

る。研究開発計画、事業体制とも妥当なものであり、プロジェクトリーダ

ーが事業の推進に対してその指導力を十分に発揮している。また、情勢変

化への対応についても技術委員会を開いて外部有識者の意見を取り入れ

ており、運営管理も問題ない。 
○ 目標達成度が数値で示されている点は評価できる。開発分担がはっきりし

ていて、責任体制がしっかりしている。頻繁に開催される「PJ 担当者会

議」がスケジュール管理の役を果たしていると評価できる。 
○ 欧米の研究事例も含めて定量的な検討がなされており、設定されている目

標は妥当であると言える。技術開発の中心は気中溶融技術であるが、カレ

ット溶融技術と高速混合技術はいずれも気中溶融技術の実用化において

不可欠であると言える。必要な要素技術は取り上げられており、開発スケ

ジュールの設定も含めて妥当な計画が立てられていると考える。研究開発

チームは、単にガラスの溶融工程に関してノウハウを有する研究者だけで

はなく、科学的な観点から現象を観察し、作製された材料を評価すること

のできる研究者が産官学から選ばれており、なおかつ各研究者間の連携も
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密になされていると感じた。成果の実用化や事業化についても、汎用ガラ

スから始めて、段階的に高付加価値ガラスに広めていく方針が示されてお

り、戦略は明確であると言える。実施者による進捗確認会議が定期的に開

催されており、進捗状況の把握や計画変更の検討が適切になされていると

言える。 
○ 研究開発の目標、計画、実施事業体制は明確であり、妥当である。 
○ 研究開発の目標は妥当と思われ、実施体制もおおむね妥当と思われる。 
○ 目標設定は、先導研究からの成果を踏まえて、具体的、定量的に示されて

いた。個々の目標の設定基準に関しても、現在の技術動向から鑑みて概ね

妥当なものであるという印象を受けた。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 集中的に研究開発をすることが重要である。またインフライト法とプラズ

マ法との情報交換をもっと密にして、相乗効果を上げるべきである。 
● ガラス業界および関連分野も含めて、成果の実用化、事業化につなげる戦

略を明確にして下さい。 
● ただ、個々のサブプロジェクトの目標は達成されているが、それらの目標

の達成により、プロジェクト全体としてどのような方向で最終的に事業を

完成させようとするのかが、明確に伝わってこないという印象も受けた。

成果の実用化、事業化につなげる技術、知財戦略の方針がもう少し具体的

に提示されていると、さらに良かったと思う。 
● 知財化による公開は模倣による権利侵害リスクが高いため、最小限の特許

申請に留めているとの説明があったが、やはり日本発の独自技術として事

業化を目指すためには知財化は積極的に進めるべきであると考える。知財

化には NEDO の積極的な関与が求められるが、場合によっては知財に関

する専門家をメンバーに加えることも検討すべきかもしれない。 
● これまでのプラズマを用いた溶融技術は、コストの点で問題があったこと

が指摘されているが、国外でのこれまでの研究開発結果を総括し、それら

との具体的な比較によって、本研究開発の優位性を提示すべきである。特

許出願については具体的な方針が明確でない。 
● 事業体制が要素技術別に完全に分かれている。研究開発の実施における連

携は PL 中心に適切に行われているが、PL の補佐役として知財戦略の専門

家を置くことも検討すべきである。研究開発計画では、このプロジェクト

での開発範囲だけでなく、その前後のプロセスも含めた中で技術的な要求

仕様を確定する必要がある。 
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〈その他の意見〉 
・ 効率の低い多相交流アークをやめるのは本末転倒である。目標達成は場合

分けすればすむ。汎用ガラスと高付加価値ガラスに分ければよい。多相交

流アークの効率を上げる努力をすべきである。高周波プラズマの効率は低

いが、電極を有しない利点がある。他にも利点があるならば開発を続行す

べきである。プラズマ温度が低いなどの理由で取止めるならばこれまでの

成果を他分野に活かすべくまとめておく必要がある。特許性が高く、公開

による権利侵害リスクも高いならば、開発速度を上げる方策が必要である。

分担間の協力、関連する分野からの協力を有効にする方策が必要である。 
・ 今回の開発では、脱泡工程が対象外となっているため、個々の目標をすべ

てクリアしたとしても、実用化・事業化に直結することが保証されていな

い。 
・ 技術的な点については詳細な報告があったが、（Ⅱ-１.事業の位置付け・必

要性でも述べたが）予算に関する説明が十分でなかったのが惜しまれる。 
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３）研究開発成果について 
気中溶解、カレット溶融、高速混合の各要素のほぼすべての項目に関して目

標が達成されており、事業として概ね満足な成果が得られているといえる。本

事業は気中溶解という、世界でもまだ実現されていない革新的技術に関する事

業である。 
ただ、中間評価段階の目標は、最終的な技術の完成に直接つながる目標では

ないので、今後のさらなる技術的進展が望まれる。 
一方、知財化の取り組みは遅れていると言わざるを得ない。プロセスそのも

のは、画期的であり特許性が高く、キーパーツ（たとえばトーチなど）の特許

化は大事である。模倣による権利侵害リスクが危惧されるとのことであったが、

国際競争力を高めるためには知的財産権の確保は不可欠と言える。知財に関す

る専門家をメンバーに加えることも検討すべきである。 
また、インフライト法とプラズマ法の相乗効果の理論的アプローチは、ぜひ

とも進めて欲しい。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 目標値はクリアーしている。技術のユニーク性、現在世界のトップレベル

にあることも間違いない。少なくとも大産業であるびんガラスと板ガラス

への適用性はある。 
○ 中間目標の達成度は良好であり、有意義な成果が得られている。 

最終目標に向けた課題と解決の道筋も妥当です。 
○ 時間の短縮が大いに評価できる。全規模において時間が短縮できるのも評

価できる。省エネルギー効果が評価できる。従来の平均だけでなく、あら

ゆる規模におけるトップデータよりも良いのは評価できる。特に高品質に

おいて相対的省エネルギー効果が評価できる。 
○ 個別テーマはいずれも目標を達成済み、あるいは達成予定となっている。

研究全体についても期待通りの成果が得られていると言える。本事業の中

心である気中溶融技術の開発は順調であり、原料の造粒技術や予熱技術、

品質の評価技術など、気中溶融を支える周辺技術の開発も予定通りと言え

る。原料の予備加熱や品質の評価法、シミュレーションなど、従来のガラ

ス製造法にも適用可能と思われる技術も多く開発されている。気中溶融法

は欧米で開発が試みられているが、実用化に至ったものはなく、本事業で

開発された技術は世界を大きくリードしていると言える。現時点での課題

も明白にされており、最終目標を達成できる可能性は非常に高いと考える。 
○ ほとんどの項目に対して数値目標を達成しており、到達度は極めて高い。

また、その成果の内容はレベルが高く、そこから新しい技術領域の開拓が

期待できる成果も見られる。 
○ 中間目標を基本的に達成し、学術的および産業的に有意義な成果を得てい
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る。最終目標の達成も可能性が高いと思われる。 
○ 中間評価段階では、ほぼすべての項目に関して、目標が達成されており、

事業として概ね満足な成果が得られているといえる。本事業は気中溶解と

いう、世界でもまだ実現されていない革新的技術に関する事業であり、そ

の完成に向けて着実に進展しているという印象を受けた。成果のプレス発

表も精力的に行われており、情報発信という点でも申し分ないといえる。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 目標の設定は、競合状況や社会的背景（コスト、省エネ）を考慮してたえ

ず見直して欲しい。そのための情報収集を怠らないようにして欲しい。プ

ロセスそのものは、画期的であり特許性が高い。キーパーツ（たとえばト

ーチなど）の特許化は大事だと思う。インフライト法とプラズマ法の相乗

効果の理論的アプローチは、ぜひとも進めて欲しい。 
● 特許や論文が少ない 
● 知的財産権等の取得及び標準化の取組および成果の普及については、今後

の推進を希望致します。 
● 研究課題によっては、数値目標を平成 22 年度達成見込みとしている根拠

が明確でないものもある。また、知的財産権の取得については、現時点で

は十分とは言えない。 
● ただ、中間評価段階の目標は、最終的な技術の完成に直接つながる目標で

はないので、今後のさらなる技術的進展が望まれる。また、論文発表、知

財戦略は十分であるとは言えず、技術面とともに、政策面で改善が必要で

あるという印象を受けた。 
● 知財化の取り組みは遅れている、あるいは消極的と言わざるを得ない。模

倣による権利侵害リスクが危惧されるとのことであったが、国際競争力を

高めるためには知的財産権の確保は不可欠と言える。 
 
〈その他の意見〉 
・ 現段階の印象としては、最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に

示されているとは言い難い。今後、プロジェクトリーダーがさらなる指導

力を発揮して、実用化、事業化につなげていただきたい。 
・ オールマイティにするべく無理があるように思われる。高品質ガラスに適

用可能ならば、全体の省エネではなく、多相アークの省エネに人力、財力

を投入すべきである。 
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４）実用化、事業化の見通しについて 
 
びんガラスと板ガラスについては、実用化の道筋は見えてきており、省エネ、

職場環境の改善、建設期間、材料の省力化などの市場ニーズにも適合している。

実用化への課題は明確に示されており、事業化後の経済効果は大いに期待でき、

個々の要素技術における学術的・工業的波及効果ならびに人材育成効果も極め

て大きい。 
しかし、より実用化を明確にするには、実用化炉の概念設計は先導研究にお

いて実施されたがさらに掘り下げた検討が必要。本プロジェクトで何を詰め、

何が課題として残るかを具体的に示すには、実用化された炉のイメージが必要

である。耐久性やメンテナンス性も含めた検討を行ってほしい。更に、目指す

製品に応じて、泡や成分ムラなど品質に関する評価を進めながら、泡に関する

知見を十分集めておく必要がある。 
 
〈肯定的意見〉 
○ びんガラスと板ガラスについては、実用化の道筋は見えてきており、省エ

ネ、職場環境の改善、建設期間、材料の省力化などの市場ニーズにも適合

している。光学ガラスや電気系のガラス溶解への応用も開けており、或る

種のセラミックにも適用が可能であろう。プラズマの優秀な専門家が、ガ

ラス溶解という異分野に参入してくれたことは産業･学問の進歩に有効で

ある。 
○ 実用化・事業化へのシナリオは明確に示されており、個々の目標をほぼ達

成見込みであるため、実用化にむけての見通しは明るい。 
○ 個別テーマに関しては、従来のガラス製造技術および関連分野への適用が

可能であり、波及効果がおおいに期待できる。 
○ 事業化はまず燃焼炎加熱法が先行し、引き続きハイブリッド加熱法の普及

を目指すとのことであった。ハイブリッド加熱法については、プラズマが

関与するプロセスの科学的な解明が必要となるので、やはり事業化には時

間を要すると考えられる。事業化に向けた課題と課題解決の方針は明白に

されており、事業化までのシナリオは妥当であると考える。 
○ 世界規模での市場把握ができている。 
○ プラズマ・核融合学会でプラズマ支援燃焼が立ち上がったのは評価できる。

多相交流アークについては、大学ですので、開発意欲を継続するためにも

論文を出し続けてほしい。世界的にも優位であることが評価できる。 
○ 実用化への課題は明確に示されており、事業化後の経済効果は大いに期待

できる。また、本事業の完成は、複数の挑戦的要素技術の集大成によって

なされるものであり、個々の要素技術における学術的、工業的波及効果な

らびに人材育成効果も極めて大きいといえる。 
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〈問題点・改善すべき点〉 
● 経済効果を検討する際に、電波障害対策、電力料金など顧慮に入れて欲し

い。日本のみで実用化する必要はない。海外のプラントオペレーションも

視野に入れるべきである。 
● ただ、中間評価の段階で、実用化に向けて克服すべき様々な課題も明らか

になっていることも事実である。また、コスト、エネルギー面では本気中

溶解技術は従来技術より優れていることは明らかなものの、品質面で本技

術が従来技術に匹敵するものになりえるかどうかは不明な点も多い。 
● 実用化炉の概念設計が必要。本プロジェクトで何を詰め、何が課題として

残るかを具体的に示すには、実用化された炉のイメージが必要である。耐

久性やメンテナンス性も含めた検討を行っておかないと実用化は無理で

ある。 
● 全体的に実用化の見通しは明るいが、個々の項目について競合技術との比

較をさらに明確にしていく必要がある。 
● ガラス業界全体としての、適用性と事業化および経済効果の見通しを明確

にして下さい。 
● 本事業には脱泡技術の開発は含まれていないため、脱泡技術の問題で事業

化が遅れる可能性がある。泡や成分ムラなど品質に関する評価を進めなが

ら、泡に関する知見を十分集めておく必要性を感じる。気中溶融技術が従

来の溶融技術にほぼ完全に置き換わることを最終的には目指しているの

で、コストダウンにはもちろん努めなければならないが、その他にも技術

的なノウハウを業界全体に対して迅速に広める必要があると考える。その

ためには、研究成果を様々な機会を通して発表しておく必要がある。論文

発表や学会発表は多相アーク法に関するものがほとんどで、その他の技術

については発表が積極的に行われているように思えない。成果発表も積極

的に行うべきと考える。 
 
〈その他の意見〉 
・ 本プロジェクトの目的は気中溶解プロセス技術の確立であるが、ガラスは

溶解プロセスだけでなく、清澄、成形プロセスを経て初めて商品として完

成する。従って、溶解プロセス技術の完成だけでは、実用化への足掛かり

はえられても、事業化は難しいと思われる。できれば、本プロジェクトの

実施期間中に、（本プロジェクトの範囲外ではあるが）清澄、成形プロセ

スに関しても何らかの知見を得ることができれば、より明確に事業化への

シナリオが描けるであろう。 
・ 当該分野の研究開発や人材育成等については判断できません。明確化して
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下さい。 
・ 大学におけるプロジェクト研究は研究者数が少ない、研究に当てられる時

間が少ない、など障害も多いが頑張ってほしい。日本が優位に立てる方策

を検討する必要がある。 
・ プラズマプロセスは科学的に未解明な部分が多い。先行きが不透明とも言

えるが、逆に従来法では得られない結果をもたらす可能性もあると考える。

問題点として脱泡技術を指摘したが、プラズマを通過することでガラス原

料あるいは融体は超高温状態を経ることになるので、脱泡プロセスを必要

としない溶融法となる可能性も秘めていると言える。プラズマを用いる溶

融技術には特に期待したい。 
・ 今回の開発では脱泡行程が対象外となっているが、実用化へのシナリオは

この行程抜きには描ききれない。 
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２．個別テーマに関する評価結果 
２．１ 気中溶解（インフライトメルティング）技術開発 
１）成果に関する評価 
 
プラズマと酸素炎によるハイブリッド加熱技術は、いくつかのアプローチに

おいて着実に進歩を遂げ、高付加価値ガラスへの適用性を評価できるレベルま

で至っている。汎用ガラスに適用する気中溶解技術においても、溶融エネルギ

ーや均質性の点で、ほぼ目標を達成している。揮発性成分のガラス中残存率を

上げたことも高付加価値ガラス製造への道を開いたという点で評価できる。 
また、プラズマを通過することでガラス原料あるいは融体は超高温状態を経

るので、脱泡プロセスを必要としない溶融法となる可能性も秘めており、プラ

ズマ溶融技術には特に期待したい。 
ただし、汎用ガラスに適用する気中溶解技術は、バーナー改良によって溶融

エネルギーの目標を達成出来るであろうという「見込み」は、根拠に乏しい。 
また、気中溶解プロセスにおける気泡の生成機構についてもまだ不明な点は

多く、ガラス中の気泡の問題は液晶用ガラスなどの高付加価値ガラスを作製す

る上で特に問題で、シナリオにあるような 2015 年の実用化の達成のためには早

期の解決が必要である。酸素燃焼炎溶解、プラズマ溶解、ハイブリッド溶解の

それぞれの方法と適用すべきガラスの特徴と最適組み合わせ手段を検討する必

要がある。 
 
 
〈肯定的意見〉 
○ インフライト溶解と多相プラズマ法での安定加熱を実現したことは画期

的である。また、蒸気圧の高い原料のガラス中残存率を上げたことも評価

できる。高付加価値ガラス製造への道を開いたことになる。（今後、希土

類のドーピングなどに適用できる）  
○ すべての項目につき、H22 年度の目標（値）が達成されている。特に、

A-1 のプラズマ・酸素燃焼炎加熱のハイブリッド化技術において、３０分

以上安定したハイブリッド加熱が実現したことは、今後の実用化に向けて

大きな進展であるといえる。 
○ プラズマと酸素炎によるハイブリッド加熱技術は、いくつかのアプローチ

において着実に進歩を遂げ、高付加価値ガラスへの適用性を評価できるレ

ベルまで至っている。汎用ガラスに適用する気中溶解技術においても、溶

融エネルギーや均質性の点で、ほぼ目標を達成している。さらに、気中溶

融体中気泡のガス分析体制を整え、ガス成分の同定・定量に成功した。 
○ 成果は目標値を達成できる見込みである。無アルカリガラス処理時に期待

できるハイブリッド加熱の相乗効果を評価したい。バーナーの改良で効率
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が上がったことは評価できる。既存のオープンソフトを利用して安くシミ

ュレーションソフトが開発できたのは評価できる。エネルギー低減技術が

高付加価値ガラスにおいても世界最高水準であることが評価できる。多相

交流アーク電源装置において力率の改善がなされたことは評価できる。

「多相交流アークによる気中溶解」に関する論文の発表が適切になされて

いる。最終目標を達成できる見込みである。「プラズマ支援燃焼研究」が

日本のプラズマ・核融合学会で立ち上がったことは大いに評価できる。 
○ 中間目標の達成度は良好であり、有意義な成果が得られている。 

最終目標に向けた課題と解決の道筋は妥当です。 
○ 中間目標をおおむね達成の見込みである。 
○ A1：目標は既に達成されており、長時間のハイブリッド加熱も可能との

ことであった。ガラス化率についても高い値が得られており、世界をリー

ドする技術がほぼ確立されたと感じた。多相アーク法に関する論文発表は

特に精力的に行われている。今後取り組むべき課題も明確にされており、

最終目標の達成が期待される。                  

A2：ガラス化率や B2O3残存率、気孔率については数値目標が達成されて

おり、周辺技術も確立されたと言える。目標とされていた液晶用ガラスへ

の適用の目途も立ったとのことであった。             

A3：現時点では目標は達成されていないが、溶融エネルギーの低減に寄

与する因子は既に明確にされており、バーナーの改良と表面泡層の軽減に

より目標は達成可能との説明がなされた。            

A4：A3 で目標とするエネルギー原単位以上の条件で作製されたガラスに

ついて、既に目標値をクリアする泡量となっていることが確認されている。

エネルギー原単位が低下すると泡数は増すが 0.1mm 以下の泡が主体で

1mm 径以上の泡は認められないので、A3 の目標が達成されれば A4 につ

いても同時に目標が達成可能とのことであった。                  

A5：気中溶融法により作製されたガラスに内包されたガスの成分分析と

清澄過程の観察が可能になり、H22 年度の目標は達成可能であるとの説

明がなされた。燃料ガスがガラス中に確認されるなど、従来法とは異なる

ガス成分が内包されていることが明らかにされた。本事業の計画には含ま

れていないが、脱泡工程の開発において重要な情報が得られたと言える。

A5 において開発された観察手法は、従来法の清澄過程の観察などにも適

用可能と考える。                        

A6：シミュレーションの計算手法はほぼ確立されており、実験による実

測データの収集が進めば予測精度の確認作業に取り掛かることができる。

試験炉の設計には必要不可欠であると共に、従来法による溶融炉などの設

計にもフィードバックが期待される。 
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〈問題点・改善すべき点〉 
● インフライト溶解、プラズマ溶解、ハイブリッド溶解のそれぞれの方法と

適用すべきガラスの特徴と最適組み合わせ手段を明らかにする必要があ

る。造粒、カレット粉砕など周辺技術開発（特に許容度の拡大）について

の詳細な実験が肝要。さらに大規模化した時の課題を予測すべきである。 
● 汎用ガラスに対する気中溶解技術は、溶融エネルギーの 22 年度目標に現

時点では到達していないが、バーナー改良によって目標達成出来るであろ

うという「見込み」は、根拠に乏しい。 
● A1：作製されたガラスと従来法で作製されたガラスの特性がどの程度異

なるのか、などといった評価が進んでいないように感じた。電極からのコ

ンタミについては検討されているようだが、コンタミをなくすことができ

れば、光学ガラスなどさらに高付加価値ガラスへの適用が可能になるので

はないかと考える。                      A2：
H22 年度の目標として気中溶融の特徴の明確化が挙げられているが、具体

的な説明がなされていないように感じた。A1 についても指摘したが、従来

法との比較が特徴付けには必要であると考える。A1 も同様であるが、ハイ

ブリッド加熱が本事業の最も重要な技術であるので、より積極的な知財化

の取り組みを期待したい。                  

A1,A2 ：燃焼炎加熱により作製されたガラスの評価はなされているが、ハ

イブリッド加熱についての評価がなされていない。プラズマ中ではガラス

融液とガスは超高温状態にあると考えられる。2000℃程度の燃焼炎の場合

とは泡の状態が全く異なることもあり得る。場合によっては泡が全く含ま

れていない可能性も否定できない。是非ともハイブリッド加熱あるいはプ

ラズマ加熱に伴う泡の挙動を解明していただきたい。       A3、
A4：論文発表や知財化などに関する取り組みがほとんどなされていないよ

うである。特に A3 については多くのノウハウが蓄積されていると思われる

ので、知財化を積極的に進める必要があると感じた。    A6：プログ

ラムコードは公開予定であるとの説明がなされた。成果の普及にはのぞま

しいが、知財化についても検討が必要ではないだろうか。 
● ハイブリッド加熱技術は本研究の目玉であると認識しており、波及効果も

大きいものと認識しております。ハイブリッド加熱技術について、基礎研

究および応用研究の充実を期待致します。 
● A-4 のガラス品質の評価で、確かに目標は達成されているが、0.1mm 以

下の微小な気泡は依然溶融ガラス中に数多く残存しており、気泡数のさら

なる低減が実用化の上で必須となろう。また、気中溶解プロセスにおける、

気泡の生成機構についてもまだ不明な点は多いようである。ガラス中の気

泡の問題は液晶用ガラスなどの高付加価値ガラスを作製する上で特に問

題となるので、シナリオにあるような 2015 年の実用化の達成のためには
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早期の解決が必須であろう。ガラス中の気泡やムラなどの品質評価は主に

酸素燃焼炎加熱によって溶融されたガラスに対してなされたものである。

プラズマ加熱（またはハイブリッド加熱）によって溶融されたガラスの品

質（気泡、ムラ、レドックス等）に関しても、是非、早期の解析を行い、

プラズマ加熱溶融がガラス溶融法として実用化可能であるかどうかの基

礎的データを蓄積して頂きたい。 
● プラズマ溶融は、実用レベルの長時間運転が可能になるまでに、開発期間

が何年もかかりそうである。この部分のプロジェクト中での位置づけやプ

ロジェクト全体のタイムスケジュールについて再検討すべきと思われる。

シリカ原料の微粉化など造粒までの工程も含めたトータルプロセスとし

て、実用化時のランニングコストを考える必要がある。 
 

 
〈その他の意見〉 
・ ハイブリッド加熱が高付加価値ガラスへの適用に有効ならば、プラズマ加

熱の効率を上げる努力をもっと進めるべきである。電極にハフニウムを使

用してはどうか？酸化したときの融点はタングステンよりも高いので検

討を提案したい。関連分野の調査・共同研究を進めてはどうか？シミュレ

ーションは実験結果を取り込んで予測精度の向上をはかるのみでなく、シ

ミュレーション結果に基づいて実験をリードすることはできないか？多

相アークプラズマからの紫外線遮光は必要である。実験者以外の人に対し

ても遮光が必要である。労働安全衛生法上からもアーク溶接の現場と同様

の配慮が必要である。多相交流アーク電源装置においてはアークの点弧・

消弧に伴うフリッカなど受電設備への影響緩和も実施する必要がある。 
・ 現在開発中のシミュレーション技術が、試験炉の設計、改良にどのように

フィードバックされているのかがよく理解できなかった。シミュレーショ

ンは単なる熱収支内訳だけでなく、炉の設計や改良（特にハイブリッド加

熱炉）にも、もっと積極的に利用する方針をとった方が良いと思われる。 
・ 知的財産権等の取得及び標準化の取組および成果の普及については、今後

の推進を希望致します。 
・ 基礎的な検討内容と実用的な検討内容はいずれも大きな成果を挙げてい

る。基礎的な検討の成果を実用的な検討内容にフィードバックしていく具

体的対策が望まれる。 
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２）実用化、事業化の見通しに関する評価 
東洋ガラスでの試験炉を用いた酸素燃焼炎気中加熱技術は、実際に溶融ガラ

スサンプルを提供評価できる程度にまで技術開発が進行し事業化に向けて順調

に開発が進んでおり、プロジェクト終了時に事業化に向けての経営判断ができ

る状況にあると判断できる。プラズマの高温度と酸素炎の安定・均一性の組み

合わせの道筋が見出せたことも評価できる。 
一方、実用化には耐久性やメンテナンス性も考慮した実用炉の概念設計と、

それに伴う細部にわたる研究開発課題の抽出とその解決が必要である。 
今後、多相アークプラズマを用いたガラスの気中溶解技術そのものが全く新

しいものなので、事業化を意識した目標設定、技術開発がなされることを望む。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 各要素技術（多相プラズマ、インフライト溶解、ガラスの特性評価）につ

いては、確実に進捗している。省エネ、省スペースなど市場ニーズにも合

致している。特に液晶用ガラス試作において、低気孔率、蒸発性原料の高

残存率が達成されたことは意義がある。プラズマの高温度と酸素炎の安

定・均一性の組み合わせの道筋が見出せたことも評価できる。また、プラ

ズマの専門家がガラス溶融という異分野に参入し活性化してくれたこと

は、プラズマの新しい実用分野の開拓が進むことを歓迎したい。 
○ 多相アークプラズマにおける電極の消耗の定常性は確認できた。スケール

アップは本数を増すことによって可能である。多相アークプラズマによる

時間の短縮は大いに評価できる。多相アークプラズマによる高融点原料の

溶解が可能であることは大いに評価できる。NGF のガラス溶融シミュレ

ーション研修会による教育啓蒙活動は評価できる。計算機シミュレーショ

ンの成果が無料で公開されるのは評価できる。 
○ 東洋ガラスでの試験炉を用いた酸素燃焼炎気中加熱技術は、実際に溶融ガ

ラスサンプルを提供、評価できる程度にまで技術開発が進行しており、事

業化に向けて順調に開発が進んでいるという印象を受けた。開発目標も事

業化を強く意識したものであり、産業技術の見極めに関しては申し分ない

であろう。 
○ 研究は順調に進展しており、プロジェクト終了時に事業化に向けての経営

判断ができる状況にあると判断できる。プロジェクト後の実用化に向けて

の課題は明確になっている。 
○ 説明では、実用化はまず技術的にほぼ確立された燃焼炎加熱法で先行し、

技術的課題を残す多相アークとのハイブリッド加熱法については本事業

の終了後実用化の検討に入るとのことであった。脱泡技術の開発が本事業

には含まれていないため、予定通りの実用化、事業化が可能であるかは判

断が難しいが、これまでの達成度を見る限り、燃焼炎加熱法の見通しは明
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るいと考える。ハイブリッド加熱によって作製されたガラスの品質評価が

進んでいないため実用化の可能性を評価するのは難しいが、プラズマの可

能性は無限であるとも言え、プラズマによって泡の除去まで可能になれば

ガラスの製造法として一気に普及する可能性も秘めていると考える。シミ

ュレーションについては、従来法の改良にも有効であるため、大きな波及

効果が期待される。 
○ 燃焼炎加熱技術の汎用ガラス製造への適用性•実用化への見通しについて

は、中間目標の達成度は良好であり、有意義な成果が得られている。 
○ ガラスの製造エネルギーの大幅削減という目的が社会のニーズに合って

いる。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● ハイブリッド溶解法の大規模生産への課題の抽出が必要。 
● ハイブリッド加熱技術については、基礎研究および応用研究の充実を図る

とともに、高付加価値ガラス製造への適用性•実用化への見通しを明確に

して下さい。 
● 東工大を中心に開発が進んでいるプラズマ・酸素燃焼炎加熱のハイブリッ

ド加熱炉に関しては、評価用のガラスサンプルの製造がようやく可能にな

ったばかりであり、技術的な進展はあるものの、実用化、事業化という観

点からはまだ問題点も多いという印象を受けた。東洋ガラスの試験炉と同

様に、ハイブリッド加熱炉に関しても実用化を強く意識した開発目標を設

定し、課題の克服に向けて開発を進められることを望む。 
● 脱泡工程が開発対象となっていないため、本事業の終了後直ちに事業化が

可能になるかどうか、不透明な部分が残されていると言える。ガラスの品

質として泡と成分ムラが重要であるが、ハイブリッド加熱によって作製さ

れたガラスの評価が遅れており、実用化・事業化の可能性を検討するため

の評価材料が揃っていない。シミュレーションによって泡や組成ムラの予

測が可能になれば、事業化までのシナリオがもう少し明確に見えてくるの

ではないかと考える。 
● 実用化には、耐久性やメンテナンス性も考慮した実用炉の概念設計と、そ

れに伴う細部にわたる研究開発課題の抽出とその解決が必要である。 
● 実用化に向けての課題は挙げられているが、課題解決の方針が明確に示さ

れているわけではない。コストダウンについての改善方針が示されるべき

である。 
 
〈その他の意見〉 
・ 今後の大学と企業の研究連携によって、プラズマ使用におけるコスト低減

策を講じていくことが期待される。 
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・ 多相交流アークプラズマのエネルギー効率を上げる努力が必要である。電

極交換ではなく、電気アーク溶接における溶加棒のように電極押出構造を

検討してはどうか？大学における研究は少人数のため、それをカバーする

支援が必要である。企業が参加できるレベルに早く到達することが必要で

ある。電気アーク溶接など関連分野の調査・共同研究を進めてはどうか？

多相アークプラズマからの紫外線遮光についても検討項目に入れる必要

がある。 
・ 多相アークプラズマを用いたガラスの気中溶解技術そのものが全く新し

いものなので、酸素炎による気中溶解技術よりも開発が遅れていることは

理解できる。ただ、プラズマまたはハイブリッド溶融技術の確立は本事業

の大きな柱の一つであるので、事業化を意識した目標設定、技術開発がな

されることを望む。 
・ 関連分野への波及効果および当該分野の研究開発や人材育成を促進して

下さい。 
 



 

1-24 

３）今後に対する提言 
開発終了とともに特殊ホウケイ酸塩ガラス、無アルカリガラスなどの平面デ

ィスプレイ、電子分野のガラスの製造が掲げられているが、これら特殊ガラス

は粘性も高く、揮発性成分も多く含んでいるため、一般に通常の溶融法でも均

一なガラスを得ることが困難なので、事業化シナリオの達成のためには、溶融

実験等により早期に溶融技術を確立して欲しい。 
また、個別テーマではいずれも大きな進展が見られるが、現時点では基礎的

なテーマと実用的なテーマの乖離が感じられるので、今後はもう少し連携を取

っていくことを期待する。全体のシステムとして、何をもって気中溶解技術の

完成とするのか、何を最終到達地点として目指すのか、具体的な目標を提示す

ることが望まれる。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ インフライト溶融、多相プラズマ溶融、ハイブリッド溶融と対象となる

ガラス組成、その時の泡や揮発性原料の残存率などの相関関係を求めて

欲しい。インフライト法と多相プラズマ法をそれぞれモジュール化して、

任意の組み合わせが選択できるようにならないか。インフライト溶融法

で、酸素ガスの純度を上げることで光学ガラス製造へ適用できないか。 
・ ハイブリッド加熱技術は本研究の目玉であると認識しており、波及効果も

大きいものと認識しております。ハイブリッド加熱技術について、基礎研

究および応用研究の充実を期待致します。 
・ 事業化のシナリオでは開発終了とともに、特殊ホウケイ酸塩ガラス、無ア

ルカリガラスなどの平面ディスプレイ、電子分野のガラスの製造が掲げら

れている。ただ、これら特殊ガラスの溶融実験は本格的にまだ行われてお

らず、シナリオ通りに計画が進むかどうかが懸念される。これら特殊ガラ

スは、溶融温度が高く、粘性も高いので一般に通常の溶融法でも均一なガ

ラスを得ることが難しい。したがって、事業化シナリオの達成のためには、

この組成のガラスに関しても、早期の溶融実験の開始、溶融技術の確立が

必要となろう。 
・ 基本的な方向性は変更する必要はないと考える。ただし、従来法で作製さ

れたガラスの品質を下回ることのないように、気中溶融法で作製したガラ

スの組成分析も含めた品質評価については十分行う必要がある。気中溶融

に用いる造粒原料については、スプレードライ法によって作製しているた

め、得られたガラス中に水分が残存するとの説明があった。また、Fe な

どの遷移金属元素の酸化還元挙動も従来法とは異なるとのことであった。

作製されたガラスの品質評価を引き続き行いながら、水分量や元素の価数

制御など、ガラスの品質を制御する手法を新たに開発する必要性があるか

もしれない。ただ、このあたりについても未知の可能性を有するプラズマ
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技術に期待したい。 
・ 多相アークプラズマの効率が上がったことは評価できる。ハイブリッド加

熱が高付加価値ガラスへの適用に有効ならば、多相アークプラズマの効率

をさらに上げる努力をするべきである。多相アークの安定性に関してはガ

ス遮断器など関連分野の調査・共同研究を進めてはどうか？ 
・ 現在はまだ個々の技術アイデアの検証という感が強い。トータルシステム

として技術開発を考えていく必要がある。短期的に実用化の可能性が高い

バーナー溶融と長期的取り組みを必要とするプラズマ溶融を分け、両者の

関係を明確化する必要がある。 
・ 個別テーマではいずれも大きな進展が見られる。しかし現時点では基礎的

なテーマと実用的なテーマの乖離が感じられるので、今後はもう少し連携

を取っていくことを期待する。さらに今後の積極的な特許戦略が望まれる。

特に大学で取り組んでいるテーマについては、大きな成果はもれなく出願

する体制を取るべきである。また、企業でのバーナーの改良等についても

当然押さえておくことが望ましい。 
 

 
〈その他の意見〉 
・ 個々の要素技術は着実に進展しておりその点に関しては評価できる。ただ、

本事業の最も大きな問題点は、どのようなガラス（びんガラス、ディスプ

レイ用ガラス、自動車用ガラスなど）を、どのような規模で、どこが主体

となって、どの技術を用いて（酸素炎、ハイブリッドなど）完成させよう

とするのかが現時点でも明確になっていない点であろう。全体のシステム

として、何をもって気中溶解技術の完成とするのか、何を最終到達地点と

して目指すのか、具体的な目標を提示することが望まれる。 
・ アーク溶断に利用されているハフニウムとかジルコニウムを電極に使用

するのは如何でしょうか？酸化したときの融点はタングステンよりも高

いので消耗量が低減される可能性がある。また、酸化防止のアルゴンガス

量も低減できる可能性がある。このように関連分野の調査、関連分野との

共同研究を進めてはどうか？ 
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２．２ ガラスカレット（再生材）高効率加熱技術開発 
１）成果に関する評価 
カレットの予備加熱をロータリーキルンで実施したことは極めてユニークな

アイデアで、省エネの観点から評価できる。従来法によるガラス製造にも有効

であると考えられ、汎用的な予備加熱法として普及が期待される。 
一方、粗粒ではなく細粒カレットを用いることで、目標達成見込みであるが、

汎用ガラス技術としては実用上問題が残ったままであり、粗粒カレットにおけ

る高速加熱技術をもう少し模索すべきである。 
また、実用化には装置の運転について長期安定性の検討が必要であり、カレ

ットの粉砕も含めたトータルプロセスとして、実用化時のランニングコストを

考える必要がある。 
 
〈肯定的意見〉 
○ カレットの予備加熱をロータリーキルンで実施したことは、極めてユニー

クなアイデアである。しかも熱源も本体炉から利用できる。 
○ 中間目標の達成度は良好であり、有意義な成果が得られている。 
○ カレットの高速加熱について、予熱なしでの目標値をほぼ達成した点は高

く評価できる。 
○ B1：カレットの予熱が必要か疑問に思っていたが、溶融のエネルギー原

単位の低減に寄与するとの説明がなされたため納得することができた。カ

レットの加熱速度に関しては目標を達成可能との説明があった。カレット

の予備加熱は従来法によるガラス製造にも有効であると考える。このため、

汎用的な予備加熱法として普及が期待される。 
○ 成果は目標値を達成できる見込みである。最終目標を達成できる見込みで

ある。カレット予熱装置における排熱利用は省エネの観点から評価できる。 
○ 中間目標をおおむね達成の見込みである。現行のガラス製造プロセスにも

応用可能である。 
○ 間接加熱式ロータリーキルンの開発により、開発目標を達成しているのは

評価できる。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● カレットの粒度分布の許容度の拡大と加熱温度の関係を基礎的に解明し

ておく必要がある。電気炉を別途導入することは効果があるかもしれない

が、コスト面では大きな負担となる。 
● B1：今後の予定として「10mm 以上の大粒径カレットを溶融するための

装置の導入を検討する」とされているが、実用段階でどの程度のサイズの

カレットの使用を想定しているのだろうか。カレットのサイズに制限があ

るのであれば、それも踏まえて計画や目標を設定したほうがよいのではな
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いかと感じた。 
● 実用化には装置の運転について長期安定性の検討が必要である。カレット

の粉砕も含めたトータルプロセスとして、実用化時のランニングコストを

考える必要がある。 
● 粗粒ではなく、細粒カレットを用いることで、目標達成見込みであるが、

汎用ガラス技術としては実用上問題が残ったままである。粗粒カレットに

おける高速加熱技術をもう少し模索すべきではないか。 
● ただ、現実的には今回予備加熱実験で用いたような粒径 1mm 以下のカレ

ットは、製造段階では使用することはないということであった。従って、

予備加熱技術を含め、粗粒カレットを用いた溶融技術をどのようにして確

立するかが今後の課題となるであろう。 
 
 
〈その他の意見〉 
・ 液晶用ガラスなどの高付加価値ガラスの溶融の際のカレット加熱の問題

は殆ど触れられていなかった。シナリオにあるような 2015 年のディスプ

レイ用ガラス、無アルカリガラスの溶融技術の実用化の達成に向け、高付

加価値ガラスのカレット加熱技術に関しても、その問題点を早期に掘り起

こす必要があると思われる。 
・ 粗粒と細粒のカレットについての結果をまとめる際は、トータル消費エネ

ルギーの観点で比較した方が良いのではないか。 
・ 知的財産権等の取得及び標準化の取組および成果の普及については、今後

の推進を希望致します。 
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２）実用化、事業化の見通しに関する評価 
びんガラスの製造ラインでは、リサイクルされるカレットを使用することが

多く、既存のロータリーキルンの改良で細粒化と団子化防止、しかも短時間で

430℃まで加熱でき、酸素炎で十分溶融できる極めて実用的な装置と方法であり

評価できる。 
一方、実用化の段階で、どの程度のサイズまでカレットを粉砕する必要があ

るのか不明確で、溶融工程全体に対して原料の予備加熱がどの程度のエネルギ

ーを使用するのか、カレットのサイズと合わせた検討が必要である。 
また、現状では粗粒カレットを用いた予熱・溶融技術は確立されておらず、

実用化・事業化に向けてこれらの問題を早急に解決する必要がある。 
 
〈肯定的意見〉 
○ びんガラスの製造ラインでは、リサイクルされるカレットを使用すること

が多い。既存のロータリーキルンの改良で細粒化と団子化防止、しかも短

時間で 430℃まで加熱でき、酸素炎で十分溶融できる方法を提案したこと

は評価できる。極めて実用的な装置と方法である。1mm 以下の細粒化が

一定条件で再現されるのであれば、適用範囲は広い。 
○ 気中溶融法の実用化は、原料の予備加熱技術の確立なしには成り立たない

と言える。特に、エネルギー原単位の目標値を達成するためには、原料の

予備加熱が有効であることが示されており、研究開発全体の中でも重要な

位置を占めると言える。現時点で克服すべき課題はほぼクリアされており、

気中溶融法の実用化の可能性を高めることにも寄与していると言える。 
○ 現行のガラス製造プロセスにも適用可能である。 
○ 実用化に向けての課題と解決するための方策は示されている。 
○ 東洋ガラスでの試験炉においては、間接加熱式ロータリーキルンを導入す

るなど、カレットを用いた高効率加熱技術は着実に進展しているという印

象を受けた。 
○ 中間目標の達成度は良好であり、有意義な成果が得られている。現状のプ

ロセスへの適用も可能な技術であると思われる。 
 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 事業化を考えるなら、カレットのインフライト溶融の実用化に注力すべき

である。またカレット溶融の時に多相プラズマのアシストが有効かどうか

も検討すべきである。電気溶融などを付加するとコスト的に心配である。 
● カレットの微細化について経済性の十分な検討が必要である。 
● 先にも指摘したように、現状では粗粒カレットを用いた予熱、溶融技術は

確立されておらず、実用化、事業化に向けて、これらの問題を早急に解決

する必要がある。 
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● エネルギー原単位の見積りにおいて、カレットの粉砕に要するエネルギー

は含めていないとの説明がなされていた。実用化の段階で、どの程度のサ

イズまでカレットを粉砕する必要があるのか、明確に示されていない。溶

融工程全体に対して、原料の予備加熱がどの程度のエネルギーを使用する

のか、カレットのサイズと合わせて検討を加える必要があると感じた。 
● コストや特許等との関連で、事業化に向けては困難なテーマと考えられる

が、現時点ではもう少し幅広く具体的解決策を検討できないか。 
 

 
〈その他の意見〉 
・ カレット予熱技術（特に電気加熱法を用いた場合）は、システム全体とし

ての製造コスト、エネルギー消費量にも影響があると思われるので、その

点にも留意して今後開発を進めて頂きたい。 
・ 関連分野への波及効果および当該分野の研究開発や人材育成を促進して

下さい。 
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３）今後に対する提言 
今後は 10mm 以上の大粒径カレットの溶融装置の導入を検討するとの説明で

あったが、トータルのエネルギー原単位が増加する可能性もあるので、10mm
以上の大粒径カレットの効率的な溶融法の開発やロータリーキルン内でカレッ

トを粉砕する方法などの検討が必要ではないか。原料との混合比による溶融法

の最適化の実証試験も是非行って欲しい。 
また、本技術の開発は気中溶解技術の完成には必須と思われるが、現実的に

電子デバイス用ガラスのカレットは市中に出回っておらず調達が困難なので、

電子分野のガラス溶融炉の事業化に際しては、カレットを使わない溶融技術開

発も必要であろう。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ カレットの 10mm 以上の大粒径カレットの効率的な溶融法の開発が必要

か。（1 ㎜以下の細粒とするエネルギーの見積り）これにともないコスト

の見通しを出すこと。実際の生産プロセスでは、カレットが主力だという。

なおさらカレット溶融にインフライト法が効率的かどうかの確認が必要。

さらに原料との混合比による溶融法の最適化の実証試験も欲しい。 
・ 可能性のあるすべての具体的方策について、コスト、トータル消費エネル

ギーをパラメータとして実現可能性を再検討してはどうか。 
・ 実用化向けて、ハイブリッド加熱に関しても、カレットを用いた溶融試験

が必要となるであろう。 
・ 長期安定性の検証が必要である。現行のガラス製造プロセスも含め、市場

調査を進めるべきである。 
・ 現状ではカレットの粒径が一定サイズ以下でなければ予熱なしで溶融で

きないため、今後は 10mm 以上の大粒径カレットの溶融装置の導入を検

討するとの説明であった。トータルのエネルギー原単位を減少させること

ができればよいが、かえって増加してしまう可能性もある。カレットの予

備加熱にロータリーキルンを使用しているので、ロータリーキルン内でカ

レットを粉砕するなど、カレットの粉砕方法を検討してみてはどうか。 
・ 気中溶融プロセスのみではなく、現行のガラス溶融プロセスおよび関連分

野への適用性も検討されてはいかがでしょうか。 
 
〈その他の意見〉 
・ 本技術の開発は、気中溶解技術の完成には必須と思われる。ただ、電子デ

バイス用ガラスに関して、現実的にカレットの調達は可能であろうか（市

中には出回っていない。大量生産を可能にするほどのカレット（不良品）

が在庫としてあるのかが疑問）。従って、電子分野のガラス溶融炉の事業

化に際しては、カレットを使わない溶融技術開発も必要であると思われる。 
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２．3 ガラス原料融液とカレット融液との高速混合技術開発 
１）成果に関する評価 
高速混合技術については、均質度評価方法の確立から撹拌技術の改善による

実際の混合融液の均質度向上に至るまで、目標値をほぼ達成しており、シミュ

レーションとの連携で攪拌効果を明確にしたことは評価でき、泡や脈理の評価

法を新たに開発したことも特筆に価する。 
一方、気中溶融ガラスの撹拌後の均質性の評価がなされていないため、本手

法を用いた評価とすべきである。さらに現場での標準測定法として普及させる

ことも検討すべきで、コスト、手軽さ、再現性、正確な評価ができるなど新た

な目標も掲げるべきである。 
 
〈肯定的意見〉 
○ シミュレーションとの連携で攪拌効果を明確にしたことは、評価できる。

また泡や脈理の評価法を新たに開発したことも特筆できる。開発テーマに

即した評価法を同時に開発するスキームは今後とも続けてゆくべきであ

ろう。 
○ C1：スクリュー式攪拌子についてはびんガラス生産で利用されている既

存技術を転用したものと理解した。均質化に要する時間は目標を達成して

いるとのことであり、従来法による汎用ガラスなどへの展開が期待される。

C2：泡については可視画像から、成分ムラについてはシュリーレン像か

ら定量的に解析と評価が可能であるとの説明であった。この分野の工業規

格があるのか知らないが、ないのであれば工業規格として広く利用される

べきであると感じた。 
○ 成果は目標値を達成できる見込みである。最終目標を達成できる見込みで

ある。 
○ 撹拌スクリューによる品質改善の効果が顕著に表れていた。また、溶融ガ

ラスの均質性評価技術が確立できたことは評価できる。 
○ 中間目標の達成度は良好であり、有意義な成果が得られている。 
○ 高速混合技術については、均質度評価方法の確立から撹拌技術の改善によ

る実際の混合融液の均質度向上に至るまで、目標値をほぼ達成している。 
○ 中間目標をおおむね達成の見込みである。 

 
〈問題点・改善すべき点〉 
● 従来の現場評価法との相関を取っておくべきである。さらに現場での標準

測定法として普及させることも検討すべきである。そのためには、コスト、

手軽さ、再現性、正確な評価ができるなど新たな目標も掲げるべきである。 
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● 撹拌により品質が改良されたことは評価できるが、まだまだ技術が向上す

る余地はありうるという印象を受けた。ガラス原料融液とカレット融液と

の割合、溶融温度、回転子の形状、回転数、位置などに関し、これら個々

のパラメータを最適化することで、どのように品質が改善されていったか

が定量的にわかるような形で結果をまとめていただきたい。 
● 特に問題を感じないが、欲を言えば、C-2 で開発した新しい評価方法につ

いては、この時点で C-1 への適用を試みていただきたかった。 
● シミュレーション技術の開発と、より緊密な連携が望まれる。 
● C1：ガラスの均質度の評価については、別途 C2 で評価方法の開発を行う

ので、そちらの成果を待たなければならないが、数値による定量的な評価

を行った上で均質化に要する時間を評価するべきではないかと感じた。

C2：気中溶融ガラスの均質性の評価がなされていないため、本手法を用

いた評価と従来法によって作製されたガラスとの比較が待たれるところ

である。 
 
〈その他の意見〉 
・ 知的財産権等の取得及び標準化の取組および成果の普及については、今後

の推進を希望致します。 
・ 撹拌による均質度の向上に関しては、理論的な裏付けやシミュレーション

の併用といった取り組みも加えてはどうか。 
・ この技術開発においては、シミュレーションの活用は特に有効だと思われ

る。実験データをシミュレーションにフィードバックさせながら、効率的

に本項目の技術開発目標が達成されることを望む。 
・ スクリュー式攪拌子にこだわらず、たとえば振動による混合攪拌など新し

い技術の導入も検討してはどうか？ 
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２）実用化、事業化の見通しに関する評価 
スクリュー式攪拌子を用いた融液の混合については、既にびんガラスの生産

で利用されている技術の応用であり、簡単な攪拌装置で脈理の顕著な減少を確

認したことは評価でき、シミュレーションとの対応が取れていることで今後の

設計指針として活用できる。泡や成分ムラの定量的な評価方法については、従

来法にも適用可能な技術であり、関連分野への波及効果も期待できる。 
一方、溶融時間が短くガラス原料融液とカレット融液の混合による微視的ま

たは巨視的な組成揺らぎや光学的不均一性が懸念される。特に炉の大型化に伴

い問題が顕著になるので大規模化に対応できるかどうかが最大の課題であり、

実用化には比較的大きなガラスの溶融試験による泡や組成の不均一性評価が必

要になろう。 
また、製品の完成度に最も直結する技術であるので今後は個別ガラスごと（び

んガラス、液晶用ガラス、窓ガラス等）のきめ細かい目標設定が望まれる。 
 
〈肯定的意見〉 
○ 簡単な攪拌装置で、脈理の顕著な減少を確認したことは評価できる。また

シミュレーションとの対応が取れていることで今後の設計指針となる。泡

と脈理の客観的評価法を提案したことは評価できる。泡の画像処理は、他

の分野にも応用できる技術でありそのアルゴリズムの応用拡大が期待さ

れる。 
○ 撹拌技術の改良により、小規模実用化のための最低レベルの技術開発が終

了したことは評価できる。 
○ スクリュー式攪拌子を用いた融液の混合については、既にびんガラスの生

産で利用されている技術を応用したものであり、今後検討すべき課題はほ

とんど残されていないように感じた。泡や成分ムラの定量的な評価方法に

ついても、今後取り組むべき課題は明確にされている。混合技術と均質性

の評価手法については、従来法にも適用可能な技術であり、波及効果は非

常に高いと言える。 
○ 中間目標の達成度は良好であり、有意義な成果が得られている。現状のプ

ロセスへの適用も可能な技術であると思われる。 
○ 今後に向けての課題と解決するための方策は示されている。高速混合技術

は評価も含めて関連分野への波及効果が期待できる。 
○ すぐに実用化可能な技術である。 
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〈問題点・改善すべき点〉 
● 大規模化に対応できるかどうかが最大の課題。ガラスの流れパターンと攪

拌モデルが適用できるのであれば、有効である。どれだけ汎用性があるか

も課題。かつ攪拌と脱泡に相関があるのかどうかが不明。（泡の巻き込み

や脱泡加速などの効果があるかどうか不明）  
● 溶融時間が短時間であるため、ガラス原料融液とカレット融液の混合によ

る、微視的または巨視的な組成揺らぎ、光学的不均一性が懸念される。特

に、炉の大型化に伴ってこの問題は顕著になるであろう。実用化に際して

は、実用レベルの比較的大きなガラスを溶融して、泡や組成の不均一性の

評価をすることが必須となるであろう。 
● 成分ムラについては、ムラのサイズを求めることはできるが、組成変動の

大小を評価することはできない。気中溶融法自体の実用化の目途を明確に

するためにも、均質度の定量的な評価法の確立が急がれる。 
● 最終製品の評価（泡と成分ムラ）を現状品との比較から行い、実用化への

見通しを明確にして下さい。 
● 競合技術との比較の点で明確でないところがある。 
● 気中溶融に特徴的な開発要素（NEDO プロジェクトとして実施する理由）

を、より明確化すべきである。 
 
〈その他の意見〉 
・ 関連分野への波及効果および当該分野の研究開発や人材育成を促進して

下さい。 
・ 混合融液の均質性評価については、その成果について、特許性の有無が明

確でない。特許性がないのであれば積極的に公表すべきである。 
・ この技術は、製品としての完成度に最も直結する技術であると思われるの

で、今後は個別のガラスごと（びんガラス、液晶用ガラス、窓ガラス等）

に、きめ細かい目標設定がなされることが望まれる。 
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３）今後に対する提言 
高速混合技術については、大規模ガラスの均質化の検討が必要で、特にガラ

スの流れのボリュームによる（幅と深さ）攪拌機の数と配置について、シミュ

レーションによる予測など含め検討して欲しい。均質性評価技術については、

気中溶融プロセスのみでなく、現行のガラス溶融プロセスを含め様々な溶融プ

ロセスに適用可能と考えられるのでその可能性も検討して頂きたい。 
加えて、均一ガラス形成の観点から、気中溶解によるガラス原料融液とカレ

ット融液の微視的混合挙動は技術上の重要性のみならず学術的にも興味深い問

題であり、ガラスの品質に影響を及ぼす組成ムラ・泡・リボイルの問題とも直

結するので、今後は学術面からの解明が進むことを期待する。 
 
〈今後に対する提言〉 
・ 大規模ガラスの均質化の検討が必要。特にガラスの流れのボリュームによ

る（幅と深さ）攪拌機の数と配置についての知見が欲しい。シミュレーシ

ョンによる予測も望む。混合融液の均質性評価に関しては画像処理で泡と

脈理が同時に判定できないか。そのためにガラスの泡の個数を一定レベル

以下にすることを狙う。泡が多いことを前提に泡と脈理の評価を別々にす

ることは効率が悪い。画像処理は、詳細自動化も可能でありこの方式に統

一することが望ましい。 
・ 高速混合技術についてはほぼ完成の域に達しており、今後の方向性を変更

する必要はないと考える。均質性の評価技術については成分ムラの分布サ

イズだけではなく、組成ムラの大きさを定量的に評価できるようになるこ

とが望ましいと考える。方向性に問題はないと考えるが、均質度の評価は

気中溶融法によって作製されたガラスに適用しなければならないので、な

るべく早い時期に完成させる必要があると考える。 
・ 新しい均質度評価法は、新規溶融法のみならず、様々な溶融プロセスに適

用可能と考えられるので、その可能性も検討してはどうか。 
・ 気中溶融プロセスのみではなく、現行のガラス溶融プロセスおよび関連分

野への適用性も検討されてはいかがでしょうか。 
・ 本件に関するこれまでの技術開発は着実に進展していると思われる。ただ、

実際の製造に耐えうるガラスの品質は得られていないのが実情であろう。

また、この技術の完成に際しては、単なる撹拌技術の改良だけでなく、気

中溶解によって作製されたガラス原料融液の特性も考慮する必要がある。

ガラス原料融液がカレット融液と化学的（組成、レドックスなど）、物理

的（粘度、自由体積など）に同一であるか否かについても詳細に検討し、

ガラスの基礎科学の観点からも本問題に取り組む必要があると思われる。 
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・ 気中溶融技術やカレット高効率加熱技術の開発との連携をより緊密にす

るべきである。 
・ 振動による攪拌混合を検討してはどうか？ 

 
〈その他の意見〉 
・ 気中溶解によって得たガラス原料融液とカレット融液が微視的にどのよ

うに混ざり合って均一なガラスを形成するのかは、技術上重要な問題であ

るばかりではなく、学術的にも興味ある問題である。また、この問題は、

ガラスの品質に影響を及ぼす組成ムラ、泡、リボイルの問題とも直結する。

今後は、学術的にもこの問題の解明が進むことを期待する。 
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３．評点結果 
３．１ プロジェクト全体 

2.1

2.7

2.1

2.3

0.0 1.0 2.0 3.0

４．実用化、事業化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 

評価項目 
平 均

値 
素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性につい

て 
2.7 A B A B A A A

２．研究開発マネジメントについて 2.3 B A B C B A A
３．研究開発成果について 2.1 B A B C B A B
４．実用化、事業化の見通しについ

て 
2.1 A B B C B B A

（注）A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

平均値 
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３．２ 個別テーマ 
 
３．２．１ 気中溶解（インフライトメルティング）技術開発 

2.3 

2.4 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 
３．２．２ ガラスカレット（再生材）高効率加熱技術開発 

2.6

1.9

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 
３．２．３ ガラス原料融液とカレット融液との高速混合技術開発 

2.4 

2.1 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

 
 

平均値 

平均値 

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 
３．２．１ 気中溶解（インフライトメルティング）技術開発 
 １．研究開発成果について 2.4 A A B B B A B 
 ２．実用化、事業化の見通しについて 2.3 A A B C B B A 
３．２．２ ガラスカレット（再生材）高効率加熱技術開発 
 １．研究開発成果について 1.9 B B B C B B B 
 ２．実用化、事業化の見通しについて 2.6 A A A C A B A 
３．２．３ ガラス原料融液とカレット融液との高速混合技術開発 
 １．研究開発成果について 2.1 B B C B A A B 
 ２．実用化、事業化の見通しについて 2.4 A A A C B B A 

（注）A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 

 
 
 

〈判定基準〉  
１．研究開発成果について ２．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D



 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象プロジェクト 
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１．事業原簿 
 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 

 
 



事業原簿 【公開版】 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」 

 

 

 

事業原簿【公開版】 

 

 
２０１０．８．２６ 

 

担当部 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

エネルギー対策推進部 

 

 

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」 
（中間評価）第１回分科会資料５－１ 



事業原簿 【公開版】 
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概 要 

最終更新日 平成２２年８月２１日 

プログラム 

（又は施策）名 
エネルギーイノベーションプログラム 

プロジェクト名 革新的ガラス溶融プロセス技術開発 プロジェクト番号 Ｐ０８０１９ 

担当推進部/ 

担当者 

省エネルギー技術開発部 担当者氏名 吉田正明（H20 年 4 月～H22 年 6 月） 

エネルギー対策推進部  担当者氏名 池田浩和（H22 年 7 月～） 

０．事業の概要 

 

将来のガラス製造プロセスにおける革新的な省エネルギー技術として         

①気中溶解（インフライトメルティング）法によるガラス原料溶解技術、      

②カレットの高効率加熱技術、                         

③インフライトメルティング法によるガラス原料融液とカレット融液を高速で  

混合する技術、 

を開発する。 

 

Ⅰ．事業の位置付

け・必要性に

ついて 

 

我が国のガラス産業は全産業の約１％に相当するエネルギーを消費するエネルギ

ー多消費型産業である。その量は原油換算で毎年約 200 万 kL にも及び、その大部分

がガラス製造における溶融工程で消費されている。また、最近では液晶やプラズマデ

ィスプレイなどに用いられる高品質・高付加価値化ガラスの需要が増大の一途にあ

り、製造にかかるエネルギー消費はますます拡大する傾向にある。約１５０年前の技

術がベースとなり踏襲し改良が続けられたガラス溶融技術は、省エネルギー化への多

くの改善がなされたもののすでに限界に達したことから、ガラス製造に係る省エネル

ギーのための抜本的技術開発が緊急不可欠の課題となっている。 

 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、NEDO という。）委託

による「エネルギー使用合理化技術戦略的開発／エネルギー有効利用基盤技術先導研

究開発／直接ガラス化による革新的省エネルギーガラス溶解技術の研究開発」（平成

１７年度～平成１９年度）において、酸素燃焼炎とプラズマを用いたインフライトメ

ルティング（気中溶解）法による省エネルギー型ガラス溶解技術の有効性が確認され

た。この成果を踏まえて、ガラス産業における革新的省エネルギー技術を確立するた

め、エネルギーイノベーションプログラムの一環として本プロジェクトを実施する。 

本プロジェクトでは、インフライトメルティング法を用いて、短時間でのガラス原

料溶解を実現する技術、高速で高効率にカレットを加熱する技術、及び、インフライ

トメルティングにより生成したガラス融液とカレット融液とを高速で撹拌し均質な

ガラス融液とする技術の開発を行い、ガラス製造プロセスで最もエネルギーを消費す

るガラス原料溶解工程全般に亘る革新的技術の開発を行うことを目的とする。これら

の技術は、省エネルギー分野の技術戦略における技術マップの「超燃焼システム分野」

において「高効率加熱技術」「プラズマ加熱」に、また同ロードマップの「プラズマ

加熱」「高温下の短時間プロセス」に位置付けられている。さらに本技術は、ディス

プレイパネル用板ガラスなどを製造する小型の溶解炉から、びんガラス製造に用いら

れている中規模炉及び建築用や自動車用として大量に製造する大規模炉まで、ガラス

製造に関わる溶解プロセスの大半に適用可能な基盤技術の形成が見込まれ、我が国製

造業の基盤的競争力の維持強化の環境整備に寄与することから、エネルギーイノベー

ションプログラムに位置付けられている。 インフライトメルティング法は短時間で

のガラス溶解法であると同時に溶解炉自体を小型化することも可能であることから、

ガラス溶解過程のみならず製造品種切り替えに要する時間の短縮と切り替え時に生

ずる膨大な不良ガラスの排出削減、即ち固定エネルギーの削減にも貢献し得る省エネ

ルギー技術として期待されている。既に特許等の申請により当該技術が海外において

も認知されているところであり、我が国の省エネ対策及び国際競争力を更に高めるた

めには早急に技術を確立していくことが必要である。 

 本開発プロセスが普及した場合、我が国のガラス業界全体で現行の溶融プロセス

での消費エネルギーを約１／３程度に低減することが期待される。 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

 

事業の目標 

＜平成２４年度最終目標＞ 

・プラズマ･酸素燃焼炎加熱のハイブリッド化技術 

平成２４年度最終目標：ハイブリッド加熱を 30 分以上の連続運転でプラズマ変動±

10%以内を達成する。 

・プラズマ･酸素燃焼炎加熱の高付加価値ガラスへの適用性評価 

１種類以上の特殊硝子溶融におけるプラズマおよび／またはハイブリッド加熱の実

用性を判断する。 

・超高効率気中加熱用試験炉開発及びエネルギー低減技術 

カレットなしでソーダ石灰ガラスを製造する場合における溶融エネルギーとして

900kcal／kg-glass 以下でかつ必要なガラス化率を試験炉で達成する。 

・超高効率気中加熱用原料及び溶融ガラス品質の評価 

ガラス原料造粒体１種類以上を東洋ガラスに支給し、連続インフライトメルティング

試験溶融したガラスの組成均質性が標準的なガラスびん生産品の組成均質性と同等の

ガラスを得る。 

・気中溶融特有の現象と融液挙動の解明 

インフライトメルティング条件、ガラス融液の性質および清澄とカレットガラス融液

との混合に関する科学的知見を収集する。 

・シミュレーション予測と高精度迅速化技術 

試験炉の熱収支内訳をシミュレーションで±5％の精度で予測する 

・ガラスカレット高効率加熱技術 

カレットのみを原料としてガラスを製造する場合における溶融エネルギーとして

1800kcal／kg-glass 以下を試験炉で達成するとともに、カレットの 1200℃までの昇温

時間１分以内を達成する。 

・高速混合技術 

確立した評価方法で均一に混合するまでの時間として２時間以内を達成する。 

・混合融液の均質性評価技術 

泡や成分のムラの代表的大きさの分布を評価する。 
 

事業の計画内容 

主な実施事項 H20fy H21fy H22fy H23fy H24fy 総額 

気中溶解（ｲﾝﾌﾗｲﾄﾒ

ﾙﾃｨﾝｸﾞ）技術開発 

 
    

１４９３

（予定） 

ガラスカレット高

効率加熱技術 
 

    
 １２１

（予定） 

ガラス原料融液と

カレット融液との

高速混合技術 

 

    
  ６２

（予定） 

成果とりまとめ     
 

 

 

開発予算 

（会計・勘定別

に事業費の実

績額を記載）

(単位：百万円) 

 

 
契約種類： 
○をつける 

委託（○） 

助成（ ） 

 共同研究（ ） 

会計・勘定 H20fy H21fy H22fy H23fy H24fy 総額 

一般会計       

特別会計（一般・電源・

需給の別） 

需給 需給 需給 需給 需給  

加速予算（成果普及費

を含む） 

 

 
     

総予算額 ２５９．８

（実績） 

３５９．９

（実績）

３５６ 

（実績）
― ― 

１６７６ 

（予定） 

 
（委託） 

 
２５９．８ 

（実績） 

３５９．９

（実績）

３５６ 

（実績）

 
― ― １６７６

（予定） 
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開発体制 

経産省担当原課 製造産業局住宅産業窯業建材課 

プロジェクト 

リーダー 

井上 悟 独立行政法人物質・材料研究機構ナノスケール物質萌芽ラボナ

ノテクノロジー基盤萌芽ラボ大学院室 大学院室長 

委託先（＊委託先が管

理法人の場合は参加

企業数および参加企

業名も記載） 

東洋ガラス(株) 

旭硝子（株） 

（独）物質・材料研究機構 

（国）東京工業大学 

（社）ニューガラスフォーラム 

情勢変化への対

応 

定期的（約３ヶ月に１回）に開催している進捗会議を通じてプロジェクトの進捗状況を

把握しつつ、事業の実績と成果状況に応じて予算の前倒し等を実施した。 

中間評価結果へ

の対応 
（中間評価を実施した事業のみ） 

  
評価に関する事

項 

事前評価 Ｈ１９年度実施  担当部 省エネルギー技術開発部 

中間評価 Ｈ２２年度 中間評価実施予定 

事後評価 Ｈ２５年度 事後評価実施予定 

Ⅲ．研究開発成果

について 

 

①インフライトメルティング技術開発 

ソーダ石灰ガラスの溶融エネルギー1200kcal/kg-glass 以下の見通しを得た。 

今後、バーナー改良、運転条件の最適化、炉体保温強化が課題。 

②ガラスカレット（再生材）高効率加熱技術開発 

カレットを粉砕し気中にて加熱する方法により、1200℃までの昇温時間１分以内を

2000kcal/kg-glass 以下の溶融エネルギーで実現する見通しを得た。 

今後、カレット粉砕サイズの明確化と気泡発生量の低減が課題。 

③ガラス原料融液とカレット融液との高速混合技術開発 

均一混合のための撹拌設備を完成により試験体制を整えた。 

投稿論文 「査読付き」９件、「その他」１２件 

特  許 「出願済」１件、「登録」０件、「実施」０件（うち国際出願 ０件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 
１６件 

Ⅳ．実用化、事業

化の見通しに

ついて 

 

ガラス溶融炉の寿命は、３～１０年と長寿命であることからガラス産業全体への普

及は徐々にしか進まず、2015 年よりエレクトロニクス用等の特殊ガラスから実用化が

開始される。2015 年頃から導入が開始し、2020 年には、小型炉の約 5 割、フラット

パネルディスプレイ用の炉の約 3 割、中型炉の約 3 割に導入と想定している。2030

年には、小型炉の約７割、フラットパネルディスプレイ用の炉の約 5割、中型炉の約

5割に導入と想定している。 
 

 

Ⅴ．基本計画に関

する事項 

 

作成時期 Ｈ２０年４月 作成 

変更履歴 なし 
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プロジェクト用語集 

1 
ソーダ石灰（ソーダライム） 

ガラス 

ケイ砂（SiO2）、炭酸ナトリウム（Na2O3）、炭酸カルシ

ウム（CaCO3）を混合して溶融することで製造するガラスの

一種。最も汎用的であり、安価である。用途は窓ガラス、ガ

ラスびん、蛍光灯、電球など。 

2 無アルカリ硼珪酸ガラス 

硼珪酸ガラスの中でも特にアルカリ成分をほとんど含

ないガラス。一般のソーダ石灰ガラスに比べ熱膨張率が小

さい。溶融温度が高いため大量生産が難しいガラスの一

つ。主な用途は液晶などのディスプレイ用ガラス基板。 

3 硼珪酸ガラス 

化学的、熱的に安定性が高く理化学器具などに広く用い

られる。主成分である硼酸が揮発しやすいため炉材が侵食

を受けやすい。耐熱性、化学的安定性に優れている。 

4 無アルカリガラス 
アルカリ成分をほとんど含まないガラス。低膨張率、高

耐熱性を持つ。 

5 シーメンス炉 

ガラスを大量生産する炉として世界的に広く用いられ

ている炉形式。 製鉄用平炉形式を基にしており、ガラス

製造用としては１８５０年代に工業化され、約１６００℃

の高温で原料を数日間かけて溶かすことを特徴とする。

原料への加熱は燃料（液体またはガス）の燃焼熱を間接

的に加える輻射方式。 シーメンスの名前は燃料と空気の

予熱混合で高温燃焼を得て効率的に原料を加熱溶解する

方法を発明工業化したシーメンス兄弟に由来する。 

6 溶解 

ガラス原料を加熱して溶かすこと。ガラス原料は溶けて

いく過程で固液反応によりガラス化するため、この言葉が

使われる。 

7 溶融 
カレットガラスを溶かす場合は「溶融」を使う。溶解を

含めて広い意味でも使われる。 

8 
気中溶解 

（インフライトメルティング） 

ガラス原料の微細な造粒体を空中に設けた高温熱源の

中を通過させる過程で高速でガラスを得る溶解方法。 

9 

プラズマ（プラズマ加熱） 正電気を帯びた粒子と負電気を帯びた電子とがほぼ同

じ密度で分布している粒子集団のことで、気体にエネルギ

ーを加えて気体中の分子を原子に解離し、原子をさらにイ

オンと電子に電離することによって作ることができ、熱プ

ラズマと低温プラズマに大別することができる。熱プラズ

マは粒子密度が高く、イオンや原子などの重い粒子も高温

度であるため高融点物質の融解などの熱源として利用で

きる特徴がある。 
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10 多相アークプラズマ 

複数の電極に位相の異なる多相交流を用いることで放

電することにより生成するプラズマ。３相アークは産業的

に広く用いられているが、３相より多い多相アークは現在

研究段階にある。多相アークは高温領域が広くかつ流速が

遅いプラズマ領域を発生させることができ、直流アーク放

電よりもプラズマ体積が大きいことや電極の条件に関す

る制約が少ないなどの特徴がある。 

11 ＲＦ（高周波）プラズマ 

無電極放電により生成するプラズマ。 電極を必ず必要

とする直流放電に比べ放電管の構造が簡単であり、電極物

質のプラズマへの混入汚染が無いのが特徴で不純物の少

ないプラズマ生成が可能である。 周波数は主に数１００

ＭＨｚ以上が用いられる。  

12 酸素炎（酸素燃焼炎、燃焼炎） 
液体燃料や気体燃料等を用いる燃焼バーナーに酸素を

混合することにより燃焼炎の温度をより高温にしたもの。

13 ハイブリッド熱源 

２種類またはそれ以上の異なる熱源を組み合わせて、

各々の熱源の特徴を生かすとともに、極めて温度の高い高

温場を生成すること。 

14 ガラス融液 

ガラス原料を溶解させてガラス化した液体またはカレ

ット等ガラス質の材料を溶融させて液体状態となったも

の。ソーダ石灰ガラスの場合は少なくとも 1100℃以上に

加熱される。 

15 ガラス原料 

実用ガラスのほとんどは、主な成分である SiO2 の原料

として珪砂を用いる。製造上の目的に応じて CaO、Na2O、

MgO、Al2O3、B2O3、P2O5 などが添加されるが、その原料

としては、炭酸カルシウム、炭酸ソーダ、炭酸マグネシウ

ム、アルミナ、無水ホウ酸、リン酸ソーダなどが使われる。

16 造粒原料（造粒体） 

珪砂などの溶けにくい原料と炭酸ソーダなどの溶けや

すい原料等を微粉化し混合一体化した状態にして、最適な

大きさの粒状に凝集（造粒体）させたもの。 

17 ホウ酸（B2O3) 無アルカリ硼珪酸ガラスを構成する成分のひとつ。 

18 

ホウ酸（または Na2O）残存率 原料として投入したホウ酸量（または Na2O 量）に対し

てガラス中に存するホウ酸量（または Na2O 量）の割合の

こと。ホウ酸（または Na2O）は揮発し易く高価のため無

アルカリ硼珪酸ガラス（またはソーダ石灰ガラス）では揮

発せずにガラス中の残存する割合がコスト上重要となる。
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19 ガラス 
非晶質固体で、ガラス転移温度を持つもの。通常は溶融

体を結晶化させずに冷却し固化させた無機質固体のこと。

20 カレット（ガラスカレット） 
ガラス製造工場で発生するガラス屑や市中から回収さ

れるガラス製品を破砕し屑にしたもの。 

21 ロータリーキルン 
材料等を高温に均一かつ連続的に加熱するため筒状の

炉を回転させ、材料を撹拌しながら加熱する装置。 

22 コンベヤキルン 
材料を搬送コンベアの上で移動させながら連続的に加

熱する装置。 

23 脈理 
ガラス製品の欠陥の一種。縞状や帯状になってガラス中

に存在する不均質な部分を言う。 

24 気泡 

溶融状態のガラス中に含まれる気泡。気泡の生成原因は

様々であり、原料由来のガスや炉内雰囲気ガスなどの巻き

込み、炉材や燃料由来のガス、流動時の炉内雰囲気ガスの

拡散などによる。 

25 清澄（脱泡）工程 

原料を溶解した直後のガラス融液中には気泡が多数存

在するため、そのまま冷却しても実用製品にはならない。

そのため泡を消滅させる効果を持つ成分（清澄剤）の添加

や溶融状態で高温に一定期間保持することにより気泡を

減少させる必要がある。この工程を清澄（脱泡）工程と言

う。 

26 シュリーレン装置 

気体や液体などの透明な物体の密度差や流れを目に見

えるよう可視化する光学装置。シュリーレンとは独語の空

気やガラスの中のムラを意味する（ｓｈliele）が語源。

27 ガラス化率 

気中溶解過程におけるガラス化反応の程度を定量化す

るために設定した尺度で、造粒原料を構成する珪砂（結晶

体）がガラス化することにより非晶質化することを利用し

て、SiO2成分の X線回折法で測定して求めた。 

28 ガラス転移温度 

ある特定の温度を境にガラスが弾性体から粘弾性体に

変化し、それはガラスの機械的又は熱的な性質の急激な変

化の開始によって特徴づけられる。通常 Tg と表示される。

Tg の測定法としては、熱膨張曲線から求める熱膨張法及

び示差熱量計で求める DTA が代表的な測定法である。 

29 

スプレードライ法 粉体製造法のひとつ。溶液中に分散あるいは溶解させた

原料を熱風中に微細な霧状にして噴出し瞬間的に粉状の

乾燥物とする方法。加熱乾燥時間は短いため、製品への熱

影響は小さく、連続大量生産が可能。 
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30 お玉サンプル 
ガラス融液をお玉状の柄杓で掬ってサンプリングした

ガラス 

31 コアリングサンプル 
炉内に溜まったガラス融液を炉ごと冷却したのちにコ

アリングドリルで切り出してサンプリングしたもの 

32 均質性 

ガラスを構成する各成分が存在する均質さのことで、脈

理や色ムラなどの少なさのこと。シュリーレン装置などで

光学的に評価する。 

33 内包ガス ガラス中の気泡に含まれるガス 

34 リボイル 

ガラスが溶融状態にあるときに、気泡が新たに生成する

現象。温度変化によるガス溶解度の差、局所電池形成によ

る電気分解、異質ガラス融液の接触などが原因。 

35 スロート 

ガラス溶融炉の溶解槽と清澄槽・冷却槽とを分割する接

続路であり、融液表面下に設けられて融液表層の不均質な

ガラスを次の槽に流れ込まないようにするとともに、ガラ

スの温度を下げる役目を担っている。この箇所に使われる

炉材は、流速の速い融液に触れるため侵食を受けやすい。

36 ガラス炉のエネルギー原単位 

ガラスの原料を加熱して所定の品質のガラス融液を成

形工程に受け渡すまでに必要となる投入エネルギー量の

こと。単位ガラス重量当たりの熱量で表す。原料の種類、

カレットの比率、炉の大きさ、要求品質などによって異な

る。 

37 ミクロ均質性 

EPMA（電子線プローブ微細分析）などで現した成分存在

の均質さのこと。どの成分が均質性の低下をもたらしてい

るかがわかる。 
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 

1.NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

1.1 NEDO が関与することの意義 

我が国のガラス産業は全産業の約１％に相当するエネルギーを消費するエネルギー多消費

型産業である。その量は原油換算で毎年約２００万ｋＬ にも及び、その大部分がガラス製造

における溶融工程で消費されている。また、最近では液晶やプラズマディスプレイなどに用い

られる高品質・高付加価値化ガラスの需要が増大の一途にあり、製造にかかるエネルギー消費

はますます拡大する傾向にある。約１５０年前の技術がベースとなり踏襲し改良が続けられた

ガラス溶融技術は、省エネルギー化への多くの改善がなされたもののすでに限界に達している

ことから、ガラス製造に係る省エネルギーのための抜本的技術開発が緊急不可欠の課題となっ

ている。（図Ⅰ-1-1） 

 

       図Ⅰ-1-1   ガラス産業の社会的背景、事業の目的 

 

 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、ＮＥＤＯという。）では、平

成１７年度から平成１９年度にかけて「エネルギー使用合理化技術戦略的開発／エネルギー有効

利用基盤技術先導研究開発／直接ガラス化による革新的省エネルギーガラス溶解技術の研究開発」

（以下、先導研究という。）において酸素燃焼炎とプラズマを用いたインフライトメルティング

法による省エネルギー型ガラス溶解技術の先導的技術開発を行い、その有効性を確認している。 

ＮＥＤＯは、この先導研究成果を踏まえてガラス産業における革新的省エネルギー技術を確

立するため、エネルギーイノベーションプログラムの一環として革新的ガラス溶融プロセス技

術開発プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」という。）を実施する。（図Ⅰ-1-2） 

本プロジェクトは、インフライトメルティング法を用いて、短時間でのガラス原料溶解を実

現する技術、高速で高効率にカレットを加熱する技術、及び気中溶解により生成したガラス融

液とカレット融液とを高速で撹拌し均質なガラス融液とする技術の開発を行い、最もエネルギ
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ーを消費するガラス原料溶解工程全般に亘る革新的技術の開発を行うことを目的とする。 

 

   図Ⅰ-1-2  エネルギーイノベーションプログラム基本計画技術マップ抜粋 

 

省エネルギー分野の技術戦略における技術マップの「超燃焼システム分野」において「化学

反応をうまく利用する」「高効率加熱技術」「電力・電磁気利用技術」「プラズマ加熱」に、ま

た同ロードマップの「プラズマ加熱」「高温下の短時間プロセス」に位置付けられている。（図

Ⅰ-1-3、図Ⅰ-1-4、図Ⅰ-1-5、図Ⅰ-1-6） 

 

図Ⅰ-1-3 省エネルギー技術戦略の重点分野 
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図Ⅰ-1-4．省エネルギー技術戦略 2009（超燃焼システム技術ロードマップ）該当部抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

図Ⅰ-1-5．省エネルギー技術戦略 2009（超燃焼システム技術導入シナリオ）該当部抜粋 

 

図Ⅰ-1-6．技術戦略マップ（エネルギー分野）ロードマップ該当部抜粋 
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Cool-Earth 革新技術開発計画では⑪革新的材料・製造・加工技術に位置付けられ、温室効

果ガス排出抑制技術としても期待されている。（図Ⅰ-1-7、図Ⅰ-1-8） 

 

図Ⅰ-1-7． Cool Earth エネルギー革新技術開発計画重点分野   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図Ⅰ-1-8．Cool-Earth 革新技術開発計画（技術ロードマップ）該当部抜粋 

 

既に特許等の申請により当該技術が海外においても認知されているところであり、我が国の

省エネ対策及び国際競争力を更に高めるためには早急に技術を確立していくことが必要であ

るが、革新的手法による基盤技術であるため開発リスクは高く、より効率的かつ効果的な開発

を推進するためには、ＮＥＤＯの委託によりガラス事業者、大学、独立行政法人等による複数

の機関がそれぞれの持つノウハウを活かした相互補完的な研究体制を構築することが重要で

ある。 
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  1.2 実施の効果（費用対効果） 

    本プロジェクトによる技術開発が成功し、ガラス業界に普及することを前提に試算される省

エネルギー効果量は下記のとおりである。 

 

  1.2.1 エネルギー削減効果の算出 

(1) 開発技術の消費エネルギーと内訳 

①現行技術のエネルギー消費量 2,142kcal/kg-glass 

②本技術の目標エネルギー消費量 893.8 kcal/kg-glass 

③現行の溶融工程の歩留り 74％ 

④本技術の溶融工程の目標歩留り 90％ 

⑤２０２０年のガラス溶融工程のエネルギー消費量見通し（基準ケース）：226 万ｋＬ 

（日本） 

 

※１ 本プロジェクトの技術が導入されない場合のエネルギー消費量を、2005 年のガラ

ス溶融プロセスのエネルギー消費量（＊）をもとに推計。フラットパネルディスプレ

イ用の炉については、需要の著しい伸びが予測されたため、ガラス産業連合会の見通

しを考慮し、かつ、より厳しくなる品質への要求への対応のために必要となるエネル

ギー増加量も考慮して推計。その他の炉についても需要動向を踏まえ推計。  

（＊） 2005 年の全エネルギー消費数値（230 万 kL。ガラス産業連合会による）をもと

に、生産量の推移、全エネルギー消費量の約８割が溶融プロセスにおいて消費されて

いることを考慮し、230 万×0.8＝184 万 KL と想定。 

 

※２ ２０２０年のガラス溶融工程のエネルギー消費量見通し（基準ケース）  

  ○小型炉 73.6 万 kL 

  ○フラットパネル用ディスプレイ炉 54.1 万 kL 

  ○中型炉 43.2 万 kL 

（根拠） 

・フラットパネルディスプレイ用の炉（溶融プロセスで 2005 年 12 万 kL の消費量。ニュ

ーガラスフォーラム調べ）については、需要の著しい伸びが予測され、ガラス産業連合

会の見通し（2020 年は 2005 年の 2.45 倍）を考慮し、かつ、より厳しくなる品質要求へ

の対応のために必要となるエネルギー増加量（2020 年は 2005 年の 1.84 倍。ニューガラ

スフォーラムの推計による）も考慮して推計。その他の炉（小型炉、中型炉、大型炉）

は、2020 年においても需要に大きな変動は見込まれないことから 2005 年と消費エネル

ギー量が変わらないものとして推計。 

・2005 年時点の小型炉、中型炉、大型炉の割合はそれそれ 40％、30％、30％（各ガラス

業界団体への調査による）より各炉のエネルギー消費量を算出。2020 年時点においても

各炉横ばいで推移（ただし、ディスプレイ用炉は 2005 年時点では中型炉のエネルギー消

費量に合算されているため、その分は除く）すると想定。 
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  ・以上より、2020 年時点の各炉の消費エネルギーは、 

    小型炉 ： 184 万×0.4 =73.6 万 kL 

フラットパネル用ディスプレイ炉 ： 12 万×2.45×1.84 =54.1 万 kL 

中型炉 ： 184 万×0.3－12 万 =43.2 万 kL 

   （大型炉 ： 184 万×0.3 =55.2 万 kL） 

 

※３ ２０３０年の国内のガラス生産量は、２０２０年以降需要に大きな変動は見込ま

れないことから横ばいと想定し、エネルギー消費量も横ばいと想定。 

 

1.2.2 省エネルギー効果の算出 

   ・２０２０年の省エネルギー効果量 

１）指標 A 

 まず、開発技術のエネルギー削減率を計算する。①と②を用いれば、 

   ②／① = （2,142－893.8）／2,142 = 58.3％  

 一方、溶融工程の歩留りが、③、④から改善されるとして、開発技術によるガラス製品単

位量あたりのエネルギー削減率は、 

（2,142／0.74－893.8／0.9）／（2,142／0.74）= 65.6％   

 

２）省エネルギー効果量 

 2015 年頃から導入が開始し、2020 年には、小型炉の約 5割、フラットパネルディスプレイ

用の炉の約 3割、中型炉の約 3割に導入と想定。 

（73.6×65.6％×0.5 ＋ 54.1×65.6％×0.3 ＋ 43.2×65.6％×0.3） 

      ＝ ４３．２万 kl/年 

 

・２０３０年の省エネルギー効果量 

  2030 年には、小型炉の約７割、フラットパネルディスプレイ用の炉の約 5割、中型炉の

約 5割に導入と想定。 

（73.6×65.6％×0.7 ＋ 54.1×65.6％×0.5 ＋ 43.2×65.6％×0.5） 

＝ ６５．７万 kl/年   
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2.事業の背景・目的・位置付け 

   我が国のガラス産業は全産業の約１％に相当するエネルギーを消費するエネルギー多消

費型産業である（図Ⅰ-2-1、図Ⅰ-2-2）。その量は原油換算で毎年約２００万 KL 以上にも及

び、その大部分がガラス製造における溶融工程で消費されている（図Ⅰ-2-3、図Ⅰ-2-4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-2-1．国内製造業業種別消費エネルギー推移（経済産業省総合エネルギー統計より） 

 

図Ⅰ-2-2．ガラス製造業のエネルギー消費    図Ⅰ-2-3．ガラス製品別製造エネルギー 

   

図Ⅰ-2-4．ガラス製造工程と消費エネルギー   図Ⅰ-2-5．PDP・液晶テレビ国内出荷台数実績と 

将来予想（JEITA 統計データより推定） 

 

(ガラス産業を含む。) 
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また、最近では液晶やプラズマディスプレイなどに用いられる高品質・高付加価値化ガラ

スの需要が増大の一途にあり（図 1-2-5）、製造にかかるエネルギー消費はますます拡大する

傾向にあるため、ガラス製造に係る省エネルギーのための抜本的技術開発は重要かつ緊急の

課題であるが、ガラス製造者による省エネルギー化への改善努力も約１５０年前の技術（図

1-2-6）がベースとなり踏襲され続けているガラス溶解法の下では限界に達してきている。 

 

図 1-2-6．現行のガラス製造プロセス 

 

このため、ＮＥＤＯでは、平成１７年度から平成１９年度にかけての先導研究において酸

素燃焼炎とプラズマを用いた気中溶解（インフライトメルティング）法による省エネルギー

型ガラス溶解技術の先導的技術開発を手掛け、その有効性を確認した。この先導研究成果を

踏まえてガラス産業における革新的省エネルギー技術を確立するため、省エネルギー技術開

発プログラムの一環として本プロジェクトを実施する。（図Ⅰ-2-7） 

 

図Ⅰ-2-7． 本プロジェクトの概要 
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本プロジェクトでは、気中溶解（インフライトメルティング）法を用いて、短時間でのガ

ラス原料溶解を実現する技術、高速で高効率にカレットを加熱する技術及び気中溶解により

生成したガラス融液とカレット融液を高速で撹拌し均質なガラス融液とする技術の開発を

行い、最もエネルギーを消費するガラス原料溶解工程全般に亘る革新的技術の開発を行うこ

とを目的とする。これらの技術は、省エネルギー分野の技術戦略における技術マップの「超

燃焼システム分野」において「高効率加熱技術」「プラズマ加熱」に、また同ロードマップ

の「プラズマ加熱」「高温下の短時間プロセス」に位置付けられている。また、気中溶解（イ

ンフライトメルティング）法は短時間でのガラス溶解法であると同時に溶解炉自体を小型化

することも可能であることから、ガラス溶解過程のみならず製造品種切り替えに要する時間

の短縮と切り替え時に生ずる膨大な不良ガラスの排出削減、即ち固定エネルギーの削減にも

貢献し得る省エネルギー技術として期待されている。既に特許等の申請により当該技術が海

外においても認知されているところであり、我が国の省エネ対策及び国際競争力を更に高め

るためには早急に技術を確立していくことが必要である。本技術の確立により、びんガラス

などの製造に用いられている小型の溶解炉からディスプレイパネル用板硝子などを製造す

る中規模炉及び建築用や自動車用として大量に製造する大規模炉のガラス製造に関わるい

ずれの溶解プロセスにも適用可能な基盤技術の形成が見込まれ、我が国製造業の基盤的競争

力の維持強化の環境整備を行うことによりエネルギーイノベーションプログラムに位置付

けられる。（図Ⅰ-2-8、図Ⅰ-2-9） 

 

 

図Ⅰ-2-8 従来プロセスと開発プロセスの概略図     図Ⅰ-2-9  現行技術と開発技術 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 1. 事業の目標 

カラーテレビなどに用いられる平面ディスプレイの市場規模は２００５～２０１０年にか

けて４．８倍に成長(*1)し、２０１５年には２００５年の６．８倍に達すると予想されてい

るが、並行して平面ディスプレイ用ガラスに求められる品質レベルも年々厳しさを増すこと

を考慮すれば、１０年間で溶融時間は２倍に延長されると予想され、生産量の増大と品質向

上のための溶融時間延長に伴う消費エネルギーの増大を抑制することは非常に重要である。   

ガラス製造における全消費エネルギーの内、ガラス溶融プロセスでの消費は約７０％を占

めており、この過程での省エネルギー化を図ることが最も効果的である。ガラス溶融プロセ

スにおける省エネルギーを大幅に実現する技術として、①ガラス原料を高速でガラス化する

技術、②カレットを原料の一部として利用でき且つ高効率で加熱溶融できる技術、③ガラス

原料の融液とカレットの融液を高速で混合する技術を挙げ、本研究開発において①について

はプラズマ加熱等を利用したインフライトメルティング法で（使用エネルギー９００kcal／

kg-glass で）必要なガラス化率の達成、②については（使用エネルギー１８００kcal／

kg-glass 以下で）１２００℃への上昇時間を１分以内、③については２時間以内で均一に混

合することを目標として設定し、世界最高レベルの省エネルギー型ガラス溶融プロセス開発

を目指す。 

               ＊１：JEITA 2011 年カラーテレビの世界需要動向 

 

 

2. 事業の計画内容 

2.1 研究開発の内容 

   研究開発項目①気中溶解（インフライトメルティング）技術開発 

   Ａ．インフライトメルティング（気中溶融）法により原料を溶融する技術 

Ａ－１．プラズマ･酸素燃焼炎加熱のハイブリッド化技術（東京工大 渡辺研究室） 

先導研究において開発したプラズマ・酸素燃焼炎加熱のハイブリッド化技術は、エネル

ギー効率が高い燃焼炎と高温領域を容易に発生できる多相アークを組み合わせることに

よる新しいインフライトメルティングのための高温発生技術である。しかしインフライト

メルティング技術を実用化するには、多相アークの安定化、長寿命化、燃焼炎との組み合

わせの最適化等が必要である。そのために、多相アーク発生技術の高度化、電極の材料と

構造の改良、および、燃焼炎と多相アークのハイブリッド化による高温場の温度と流速の

計測を行い、エネルギー効率が最適なインフライトメルティング技術を実現する。 

         

本サブテーマの目標を次の通り設定する。 

・平成２０年度末目標：10 分以上の安定した多相アーク＋燃焼炎の組み合わせ

を完成する。 

・平成２１年度末目標：多相アーク電極消耗量を 200mg/min 以下にする。 
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・平成２２年度末目標：多相アーク電極消耗量を 50mg/min 以下にする。 

                  30 分以上の安定したハイブリッド加熱を実現する。 

・平成２４年度最終目標：ハイブリッド加熱を 30 分以上の連続運転でプラズマ

変動±10%以内を達成する。 

 

以下に３年間の研究開発内容を具体的に示す。 

        なお、得られたサンプルは東工大矢野研究室と旭硝子に提供し各サブテーマの研究

に活用し、サンプルの組成分析、TG 分析、ガス分析、SEM 観察は旭硝子が分担する。 

 

（１）平成２０年度 

       多相アークの安定化のために、多相アーク改良電極を製作・購入し多相アークの電

極構造の改良を行うとともに多相アーク炉を改修、また、アーク発生周波数可変型電

源を購入して電源部を改造により、燃焼炎と多相アークを組み合わせて最終的に 10

分以上の安定な運転が行えるようにする。造粒原料は旭硝子より提供を受ける。 

多相アークの物理現象を解明することによって安定なアーク発生を行う。具体的に

は多相アークの温度、流速、濃度分布を実測し、高速度カメラでアークの変動現象を

解明する。 

（２）平成２１年度 

        多相アークの電極消耗量を抑制するために、冷却システムの改良（流量の増大、冷

却効率の改善等）を行い、溶融ガラスへの不純物混入が 0.4％以下となる 200 mg/min

以下の電極消耗量をめざす。 

        燃焼炎と多相アークの組み合わせにおいて、パワー配分によって、溶融粒子のガラ

ス化率、成分の揮発量に与える影響を調べる。 

        燃焼炎および多相アークにおけるインフライトメルティング中の溶融粒子の挙動

を計測するために、溶融粒子計測装置および計測用光学システムを購入し完成させる。 

（３）平成２２年度 

        多相アークの電極消耗量を抑制するために、電極損耗のメカニズムの解明を行う。

また、得られた知見をもとに電極を改良し、溶融ガラスへの不純物混入が 0.1％以下

となる 50 mg/min 以下の電極消耗量をめざす。 

        燃焼炎、多相アーク、およびそれらの組み合わせにおける気中溶解中の溶融粒子の

温度、速度を計測し、溶融粒子の高ガラス化率と成分の低揮発量を満たすための指針

を得る。 

        多相アーク炉冷却水システムを製作・購入・設置し、燃焼炎と多相アークの組み合

わせにおいて、パワー配分を変える実験を行い、溶融粒子の高ガラス化率と成分の低

揮発量を満たすために必要な多相アークの最低パワーを決定する。なお、この冷却水

システムの製作において、電気式冷却システムを新たに導入するとともに電極用冷却

水パスを増設し、冷却水量の増大が可能なシステムに作り替えることにより、多相ア

ーク加熱の１時間の連続運転を可能にする。 
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        研究員の増員により多相アーク開発を強化し 30 分間以上の安定したハイブリッド

加熱を実現する。 

 

Ａ－２．プラズマ･酸素燃焼炎加熱の高付加価値ガラスへの適用性評価（旭硝子） 

      NEDO先導研究において溶融温度が高い液晶用ガラスをインフライトメルティングする

にはプラズマが必要であることがわかったが、プラズマおよびハイブリッド加熱溶融した

ガラスの諸物性は明らかでない。そこで、プラズマを使ってインフライトメルティングし

たガラスの特徴を調べ、インフライトメルティング方法の特徴を明らかにする。また、そ

の知見を生かし、本プロセスの特長を生かした特殊ガラス（たとえばガラス転移点＞700℃

の難溶融ガラス）の溶融を試み、従来の溶融方法では製造困難なガラスに対しての本プロ

セスの適用性を判断する。 

 

        本サブテーマの目標を次の通り設定する。 

・平成２０年度末目標：プラズマおよび／またはハイブリッド加熱で得られた液

晶用ガラス粉体のB2O3残存率90％、ガラス化率90％を実

現する。 

・平成２１年度末目標：プラズマおよび／またはハイブリッド加熱で得られた液

晶用ガラス溶融体の気孔率0.1vol％を達成する。   

・平成２２年度末目標：液晶用ガラスに対するプラズマおよび／またはハイブリ

ッド加熱の特徴を明確にする。泡挙動の観察・解析が

可能なブロック状メルトサンプルを作製する。 

・平成２４年度最終目標：１種類以上の特殊硝子溶融におけるプラズマおよび／

またはハイブリッド加熱の実用性を判断する。 

        

以下に３年間の研究開発内容を具体的に示す。 

       なお、ＲＦプラズマと多相プラズマとを比較するために、サブテーマＡ－１で得られ

たサンプルの組成分析、TG 分析、ガス分析、SEM 観察についても実施する。 

 

（１）平成２０年度 

        先導研究において、液晶用ガラスをインフライトメルティングすると、B2O3残存率

とガラス化率にはトレードオフの関係があることがわかり、目標とする高 B2O3残存率と

高ガラス化率を両立する条件が得られなかった。そこで旭硝子（株）京浜工場に設置し

たインフライトメルティング実験装置でプラズマおよび／またはハイブリッド加熱で

のインフライトメルティング実験を本プロジェクトにおいても継続して実施し、インフ

ライトメルティング条件と得られたガラス粉体の B2O3残存率、ガラス化率等との関係を

明らかにし、目標レベル（B2O3残存率 90％、ガラス化率 90％）に到達できる条件を得

た。なお、現在インフライトメルティング実験装置のプラズマリングは外注先より試用

のため、本年度に購入する。また、試験用の原料Ｂ造粒加工作業および、得られたガラ
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スの試料切断研磨加工、組成分析、気泡成分分析等は外注で行う。 

 

（２）平成２１年度 

        平成２０年度はプラズマおよび／またはハイブリッド加熱によりインフライトメ

ルティングした液晶用ガラス粉体での評価により、高 B2O3残存率と高ガラス化率を両

立する条件を探索するが、平成２１年度はインフライトメルティングした液晶用ガラ

ス粉体を高温の場に着地、融液化させ、溶融体としてのガラスの特性、品質を調査す

る。そのためのメルト採取装置を製作し現インフライトメルティング実験装置に組み

込む。また、酸素バーナーとプラズマトーチを新たに購入しメルト採取試験に供する。

酸素バーナーとプラズマトーチは新たに購入し、得られたガラス溶融体の気孔率、均

質性等を評価し、プラズマおよび／またはハイブリッド加熱での品質目標達成条件を

明らかにする。なお、試験用の原料Ｂ造粒加工作業および、得られたガラスの試料切

断研磨加工、組成分析、気泡成分分析等は外注で行う。 

 

（３）平成２２年度 

        平成２０年度、平成２１年度で得られた結果を踏まえて、プラズマおよび／または

ハイブリッド加熱の特徴を明確にし、目標の B2O3残存率、ガラス化率、気孔率を満足

できる液晶用ガラスの最適気中溶融加熱条件を提案する。また、プラズマリングを新

たに購入し、前記最適条件を得るための試験に供する。また、試験用の原料Ｂ造粒加

工作業（原料Ｂ：液晶用ガラス原料）および、得られたガラスの試料切断研磨加工、

組成分析、気泡成分分析等は外注で行う。 

        メルト採取装置の整備とバージョンアップにより、泡挙動の観察・解析が可能なブ

ロック状メルトサンプルを作製し、ガラス中の泡挙動の観察・解析を東工大矢野研究

室と共同（再溶融による泡数変化測定を分担）して実施する。これにより気中溶解特

有の諸現象把握を加速させ、プロジェクト全体の加速につなげる。 

 

Ａ－３．超高効率気中加熱用試験炉開発及びエネルギー低減技術（東洋ガラス） 

      NEDO先導研究では、造粒原料のみでインフライトメルティングが試行され、ソーダ石

灰ガラス溶融は可能であることが判った。しかし溶融実験炉基本構造改良ができず、炉内

部の溶融状況観察ができないなど炉設備の制約条件から運転条件等を十分に適正なもの

とできず、実用レベルの泡、脈理（均質度）の高品質ガラスを得られなかった。更に、１

回の溶融実験が数時間であり、長時間運転時の溶融エネルギー使用量、炉耐火物耐久性、

ガラス品質の安定性などについて十分な評価ができなかった。このため、先導研究での知

見等を元に、均質化槽を付加したカレット加熱にも使用可能な１トン／日のインフライト

メルティング炉を新設し、炉内溶融状況観察等も行いながら長時間運転を行い、実用レベ

ルの泡、脈理（均質度）の高品質ガラス溶融に必要な溶融炉構造（使用耐火物、貯留槽構

造含む）と炉条件（炉形状、バーナー改善含む）の適正化、搬送気体量低減（最適気体流

速の探索、振動付与など）等を図り、炉運転等の諸条件を得るとともに、旭硝子（株）と
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分担して使用原料及び溶融ガラスの評価等を行い、エネルギー効率、コスト、連続生産性

等の実用性判断を行う。なお、溶融ガラスの評価に関しては、東洋ガラス（株）は特にガ

ラスの組成、泡（数・サイズ、泡成分）、レドックスおよびシュリーレンの評価を分担す

る。 

     

本サブテーマの目標を次の通り設定する。 

・平成２０年度末目標：１トン／日のインフライトメルティング試験炉を新設し、

２４時間以上の長時間稼働を行い、溶解炉温度条件などが

定常となった状態でのガラス品質、エネルギー使用量など

のデータを得、高効率化のための溶解炉改造のための指針

を得る。溶解エネルギー目標値を 1500kcal／kg-glass 以

下、融液着地直前でのガラス化率を 95％以上、炉出口で

のガラス中の泡の目標値を 40 個/g（100 個/cm3。NEDO 先

導研究の成果では 200 個/cm3）とする。 

・平成２１年度末目標：試験炉構造を改善するとともに、１週間程度の長時間運転

を実施しガラス品質、エネルギー使用量など実用化に向け

たデータを得る。溶解エネルギー目標値を 1200kcal／

kg-glass 以下、泡目標値を 20 個/g（50 個/cm3）とする。     

・平成２２年度末目標：カレットなしでソーダ石灰ガラスを製造する場合におけ

る溶融エネルギーとして1000kcal／kg-glass以下でか

つ必要なガラス化率を試験炉で達成する。 

・平成２４年度最終目標：カレットなしでソーダ石灰ガラスを製造する場合におけ

る溶融エネルギーとして 900kcal／kg-glass 以下でか

つ必要なガラス化率を試験炉で達成する。 

  

以下に３年間の研究開発内容を具体的に示す。 

なお、得られたインフライトメルティングサンプルは東工大矢野研究室と旭硝子に

提供し各サブテーマの研究に活用する。 

 

（１）平成２０年度 

        サブテーマＡ－６におけるシミュレーション試算を参考に、１トン／日のインフラ

イトメルティング試験炉を設計／製作／購入し、設置する。設置した試験炉を使用し

て２４時間以上の連続運転を行う。試験炉には各６ヶ所程度の観察窓とサンプリング

孔を設け、カメラおよび溶融粒子計測システムの設置も可能にする。 

旭硝子（株）が作製を担当するソーダ石灰造粒原料を使用して、連続運転下でエネ

ルギー原単位と泡の目標値を達成するための運転条件を、炉条件の適正化、搬送気体

量低減等を図ることにより探究する。 

        試験炉の性能評価のため、融液槽に着地する寸前のガラスおよび炉出口でのガラス
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をサンプリングする。なお、溶融ガラスの試料切断研磨加工、ガラス組成分析、ガス

組成分析、光学的均質度測定、泡挙動実測作業等は外注で行う。 

        溶融ガラス中の異質ガラスや異物、炉材の損傷状況を観察・調査し、適切な炉材を

検討する。 

        モデル実験およびシミュレーションを行ない、適切な燃焼室形状･バーナー性能を

検討する。なお、シミュレーションはサブテーマＡ－６と連携し、バーナー燃焼解析

は外注で行う。 

 

（２）平成２１年度 

        溶融ガラスの品質評価とモデル実験およびシミュレーションの結果より、燃焼室形

状と炉材を適正化し、試験炉を更新する。また、試験炉の起動・条件変更をスムーズ

に行い運転状態の再現性を向上させるために試験炉自動制御設備を設置するととも

に、試験炉を迅速に立ち上げ温度状態を安定させるために燃焼炎による試験炉予熱設

備を組み込む。なお、シミュレーションはサブテーマＡ－６と連携し、バーナー燃焼

解析は外注で行う。 

        インフライトメルティングに適したソーダ石灰ガラス原料調合組成・粒度を求める

ために原料調合組成・粒度を変更して溶融実験を行なう。 

カレットを溶融可能にするために試験炉を改造するとともに、効率的なカレット加

熱方法を探索するため、カレット加熱用専用バーナーを購入する。 

        適切な運転条件下、ソーダ石灰ガラス原料で一週間程度の連続運転を行い、5mmφ

程度の長尺サンプルを連続的にサンプリングするとともに、熱精算データ、操炉デー

タ、品質データを時系列的に収集し、エネルギー原単位とガラス品質の評価を行う。

また、熱電対（TC）の増設と酸化還元センサー、排ガス流速センサーなどからなる試

験炉センサー機器を購入し、諸データ収集の充実と信頼性を向上させることにより、

ガラス品質に及ぼす試験炉操業条件の影響について詳細な解明を図る。なお、溶融ガ

ラスの試料切断研磨加工、ガラス組成分析、ガス組成分析、光学的均質度測定、泡挙

動実測作業等は外注で行う。また、試験炉操業における溶融試験作業の一部は外注で

行う。 

        試験炉ガラス槽内部での清澄や均質化プロセスを調べるために、トレーサーなどを

使用してガラス流れの解明を行う。また、並み形レンガを上部構造と煙道に差し込み、

炉材差し込み試験を実施する。 

 

（３）平成２２年度 

        カレットなしでソーダ石灰ガラスを製造する場合における溶融エネルギーとして

1000kcal／kg-glass 以下でかつ必要なガラス化率を試験炉で達成するための運転条件

を、溶融炉構造と炉運転条件（火炎長、貯留槽サイズなど）の適正化、搬送気体量低減

等を図ることにより探求する。 

        着色ガラス用ソーダ石灰ガラス原料の造粒体を用いて溶融実験を行ない、市販レベ
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ルの着色品質を得るための着色ガラス溶融に必要な原料調合および運転条件を探求す

る。溶融ガラスの試料切断研磨加工、ガラス組成分析、ガス組成分析、光学的均質度

測定、泡挙動実測作業等は外注で行う。 

 

Ａ－４．超高効率気中加熱用原料及び溶融ガラス品質の評価（旭硝子） 

      サブテーマＡ－３において超高効率インフライトメルティング試験炉の製作及び

エネルギー低減技術の開発を実施するが、東洋ガラス（株）が実施する当該試験炉で

の連続溶融試験に必要なガラス原料造粒体等１種類以上を旭硝子（株）が作製・評価

して東洋ガラス（株）に支給する。また、エネルギー効率、コスト、連続生産性等実

用性判断に必要な情報を得るために東洋ガラス（株）と分担してインフライトメルテ

ィングしたガラスの評価を行う中で、旭硝子（株）は特にガラス中の溶存ガスおよび

ミクロなガラス均質性の評価を担当し、相互に協力して課題を達成する。 

        

本サブテーマの目標を次の通り設定する。 

・平成２０年度末目標：溶解エネルギー目標値 1500kcal／kg-glass 以下、炉出口

でのガラス中の直径 1mm 以上の泡の目標値を 40 個/g（100

個/cm3）とする。 

・平成２１年度末目標：溶解エネルギー目標値1200kcal／kg-glass以下、直径1m

m以上の泡目標値を20個/g（50個/cm3）以下とする。 

・平成２２年度末目標：ガラス原料造粒体１種類以上を東洋ガラスに支給し、連続

インフライトメルティング試験溶融したガラス中に残存

する直径1mm以上の気泡が0.1個/kg以下である均質なガラ

スを得る。 

・平成２４年度最終目標：ガラス原料造粒体１種類以上を東洋ガラスに支給し、

連続インフライトメルティング試験溶融したガラスの組

成均質性が標準的なガラスびん生産品の組成均質性と同

等であるガラスを得る。 

       以下に３年間の研究開発内容を具体的に示す。 

 

（１）平成２０年度 

        NEDO 先導研究において、数百 kg 規模のソーダライムガラス原料造粒体を外注によ

り作製したが、平成２０年度はサブテーマＡ－３において東洋ガラス（株）で実施する

１トン／日のインフライトメルティング試験炉での２４時間以上の長期間稼動試験の

ために、原料Ａ造粒加工作業（原料Ａ：ソーダライムガラス原料）として２トン規模の

ソーダライム原料造粒体を複数回、外注により作製し供給する。作製した原料造粒体の

評価および長期間稼動試験で得られたガラス中の溶存ガスおよびミクロなガラス均質

性の評価により、試験炉改造のための指針を得るための補助データを東洋ガラス（株）

に提供するとともに、ガラス中の泡の目標値達成をめざす。なお、原料造粒体の組成分
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析、ガラスの試料切断研磨加工、成分分析、ガラス中の気泡成分分析等は外注で行う。 

 

（２）平成２１年度 

        サブテーマＡ－３において東洋ガラス（株）で実施する１トン／日のインフライト

メルティング試験炉での１週間程度の長期間稼動試験のために、原料Ａ造粒加工作業

として２０トン規模のソーダライム原料造粒体を複数回、外注により作製し供給する。

作製した原料造粒体の評価および試験で得られたガラス中の溶存ガスおよびミクロな

ガラス均質性の評価により、目標の溶解エネルギー、ガラス化率、全泡数を達成する

ための補助データを東洋ガラス（株）に提供し、ガラス中の泡の目標値達成をめざす。

なお、原料造粒体の組成分析、ガラスの試料切断研磨加工、成分分析、ガラス中の気

泡成分分析等は外注で行う。 

 

（３）平成２２年度 

        サブテーマＡ－３において東洋ガラス（株）で実施する１トン／日の気中溶解試験

炉での１週間程度の長期間稼動試験のために、原料Ａ造粒加工作業として２０トン規

模のソーダライム原料造粒体を複数回、外注により作製し供給する。作製した原料造

粒体の評価および試験で得られたガラス中の溶存ガスおよびミクロなガラス均質性の

評価により、目標の溶解エネルギー、ガラス化率、直径１ｍｍ以上の泡数を達成する

ための補助データを提供し、ガラス中の泡の目標値達成をめざす。なお、原料造粒体

の組成分析、ガラスの試料切断研磨加工、成分分析、ガラス中の気泡成分分析等は外

注で行う。 

 

Ａ－５．気中溶融特有の現象と融液挙動の解明（東京工大 矢野研究室） 

       インフライトメルティングによる高速ガラス化反応は、ガラス原料より構成され

る造粒体がプラズマ加熱あるいは酸素燃焼炎＋プラズマハイブリッド加熱によって

形成される超高温場を短時間で飛翔することによって達成される。そのプロセスは、

これまでに研究および実用化されているどのガラスの製造プロセスにおいても経験

されたことのない熱履歴をガラス溶融体に与える。気中溶融されて得られたガラス液

滴は、気中溶融炉下部に形成される溶融槽に堆積され、その後の高速清澄プロセスや

カレット融液との高速混合の過程を経る。 

その挙動を理解するには、インフライトメルティングの特異性から、既存のガラ

ス融液に関する知見は役に立たない。そこで、高速清澄、高速混合を安定して行うた

め、インフライトメルティングにより形成される融液の性質を定量的に把握する。ま

た、インフライトメルティング挙動（気中でのガラス原料造粒体の挙動）および形成

されたガラス融液の示す挙動をそれぞれその場で直接観察し、インフライトメルティ

ングの条件との対応関係を明確にする。 

        

本サブテーマの目標を次の通り設定する。 
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・平成２０年度末目標：インフライトメルティングによって溶解されたガラスの溶

融状態の直接観察炉の設計・設置と校正、および観察に必

要な透明坩堝の試作と検証を実施する。 

・平成２１年度末目標：インフライトメルティングによって作製されたガラスの融

液状態の観察を実施し、融液内に発生する動的挙動の記

録・解析を実施する。また、インフライトメルティングガ

ラス融液から放出されるガスが溶融雰囲気に与える影響

を調査するための観察炉の改造に着手する。ガラスに内包

されているガスの分析のためのガス分析装置の設計・導

入・キャリブレーションを実施し、試料ガラスの分析体制

を確立する。インフライトメルティング挙動計測用装置を

整備し、挙動の記録・解析を開始する。 

・平成２２年度末目標：インフライトメルティング挙動およびインフライトメルテ

ィングによって形成されたガラス融液の直接観察の実施

と清澄挙動、溶融雰囲気の評価、気泡ガス分析、融液中ガ

ス濃度測定を中心としたガラス物性の定量的評価を行う。 

・平成２４年度最終目標：インフライトメルティング条件とガラス融液の性質およ

び清澄とカレットガラス融液との混合との相関に関する

科学的知見を収集する。 

  

以下に３年間の研究開発内容を具体的に示す。 

        なお、インフライトメルティングガラスサンプルは、東工大渡辺研究室、旭硝子及

び東洋ガラスから供給を受ける。 

 

（１）平成２０年度 

        インフライトメルティングによって溶融されたガラス液滴が堆積した液溜まり内

でのガラス融液の挙動を理解することを目的に、液溜まりを模した融液を透明坩堝に

保持し、横方向および上部方向から観察することができる直接観察炉を設計・製作・

購入・設置し、観察・記録に必要な機器の据え付け・稼働試験を実施する。また、高

温の融液状態（1300-1500℃の温度領域を想定）でガラス融液を保持するための坩堝

の試作とテストを行い、高温状態の融液観察の実験環境を整える。 

        インフライトメルティングされたガラスの内部に取り込まれた気泡中に内包され

ているガスの分析を行うためのガス分析装置を設計する。 

 

（２）平成２１年度 

        平成２０年度に設置した直接観察炉を使って、インフライトメルティングガラスを

再溶融して融液を形成し、融液内に発生する泡の動的挙動を高解像動画として撮影記

録する。記録を下に，気泡の発生・消失、気泡の上昇と速度など動的変化を定量的に
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抽出する。また、インフライトメルティングガラス融液から放出されるガスが溶融雰

囲気に与える影響について調査を実施することができるように観察炉の改造を実施

する。インフライトメルティングされたガラスの内部に取り込まれた気泡中のガスの

分析を行うためのガス分析装置を発注・購入・設置し、分析実施のためのキャリブレ

ーションを行って、実際のガラス試料のガス分析を実施することができる環境を整え、

インフライトメルティング試料に関する解析を行う。 

        ガラス原料造粒体のインフライトメルティング挙動を直接観察するためのインフ

ライトメルティング挙動計測用装置を整備し、挙動を記録・解析を開始する。 

 

（３）平成２２年度 

        平成２１年度に引き続き，さまざまなインフライトメルティング手法および溶解条

件で作製されたインフライトメルティングガラスの再溶融挙動を直接観察し、内部で

生じる動的挙動の中で清澄に関する現象を定量的に把握するが、溶解中にガラス融液

から放出されるなどガスなどによって生じる溶解雰囲気の変化についてのその場評

価の実験を開始し、炉内ガスモニターシステムを新たに購入・設置して、より詳細な

融液挙動について調査を行う。また、観察された融液内の気泡について、急冷後試料

片を取り出してガス分析装置により分析し、インフライトメルティング条件との関係

を軸にその違いを明らかにする。さらに、ガス濃度分析計およびその付帯設備を導入

することにより、ガラス融液中におけるインフライトメルティング特有のガス成分等

について特性を定量的に把握する。これらにより、清澄工程の正確なシミュレーショ

ンと設備設計を可能にさせ実用化を加速させる。 

 

Ａ－６．シミュレーション予測と高精度迅速化技術（ニューガラスフォーラム） 

      インフライトメルティングプロセスの制御方法を確立し実用化への移行を円滑

化するため、シミュレーションモデルの構築とシミュレーション予測の高精度迅速

化技術を開発する。 

  NEDO先導研究において開発したガラス溶融炉のシミュレーション技術は、炉内の

ガラス原料の昇温過程、ガラス融液の挙動等の定性的理解に役立ち、実機の概念設計

を可能にしたが、高い精度で定量的にそれらを予測するレベルにはない。インフライ

トメルティング技術を実用化するには、実機開発を効率的に進めるための基盤作り、

すなわち、ガラス溶融炉実機のシミュレーション予測を高精度かつ迅速に行えるよう

にすることが不可欠である。そのために、気中加熱・燃焼・伝熱・熱流動・気泡清

澄・均質化など各計算モデルの連成を一段と高密度化する技術、並列計算などによ

り計算速度を高速化する技術等の開発、輻射伝熱を考慮した熱流動解析の改良等に

より、シミュレーション予測の高精度化と迅速化（Windowsマシンで１０倍程度の高

速化）を実現する。また、ガラスカレット加熱において重要となるガラス原料融液

とカレット融液との高速混合において重要となる融液撹拌モデル、上記のNEDO先導研

究では近似的に対処してきたプラズマ加熱モデル等についても新たに開発を行う。 
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本サブテーマの目標を次の通り設定する。 

・平成２０年度末目標：多相プラズマモデル及び液体燃焼モデルの２モデルを構築

する。 

・平成２１年度末目標：融液撹拌モデル及び耐火物浸食モデルの２モデルを構築す

る。 

・平成２２年度末目標：試験炉の熱収支内訳をシミュレーションで±13％の精度で

予測する。 

・平成２４年度最終目標：試験炉の熱収支内訳をシミュレーションで±5％の精度

で予測する。 

       以下に３年間の研究開発内容を具体的に示す。 

        なお、シミュレーションモデルの定式化、検証等はニューガラスフォーラムが実施

し、プログラム作成作業は外注にて実施する。 

 

（１）平成２０年度 

        高温プラズマを電気伝導体と仮定して１対のアーク放電電極による空間発熱分布

を求め、多数対電極に拡大し、流体の支配方程式と連成して空間の温度分布を求める

という方法で多相プラズマモデルを構築し、渡辺研究室の運転データまたは関連する

多相プラズマ設備の運転データを入手して、シミュレーションの精度を検証する。 

        液体燃料をｎ-デカンで代表させることにより、液体燃料燃焼モデルを構築する。

インフライトメルティング試験炉に適用し、また、シーメンス炉においても検証計算

を行う。 

        入出力の迅速化、計算の高速化のため、プリポスト用プログラムを全面的に改良し、

各計算モジュールの繰返し数を最適化することで総合的な計算速度を向上させ、また、

並列計算を可能にする。 

 

（２）平成２１年度 

        ガラス原料融液とカレット融液の混合装置の性能を評価するため、混合撹拌モデル

を構築し、混合度のシミュレーション評価を可能にする。 

        ガラス接液部を構成する耐火物の侵食と、浸食による形状変化を予測する耐火物侵

食モデルを作成し、カレットの高効率加熱技術において予想される耐火物浸食を予測

し、炉形状と温度分布の適正化に役立てるとともに、ガラス溶融炉の耐用年数の予測

を行えるようにする。 

 

（３）平成２２年度 

        試験炉（東洋ガラス）の運転データを用いて実時間に近いシミュレーションを行い、

シミュレーション結果と炉の測定結果とのマッチングを確かめ、必要に応じプログラ

ムを改善することにより、現場の操炉に役立つレベル（時々刻々行うシミュレーショ
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ンが炉の時々刻々の運転条件決定や条件変更に採り入れられるようになるレベル）に

なるよう精度向上を目指す。 

        試験炉の運転データを用いて、熱収支内訳をシミュレーションで求め、シミュレー

ションコードの問題点を抽出し、必要な改良を行うとともに、開発したシミュレーシ

ョンプログラムの感度解析計算作業の一部を外注化することにより計算例を大幅に

増やし、シミュレーション予測精度の向上につなげる。これにより、熱収支内訳を±

13％の精度で予測できるようにし、実用化時の設備投資リスクの低減を図る。 

 

研究開発項目②ガラスカレット（再生材）高効率加熱技術開発 

Ｂ．ガラスカレットを原料として利用するための高効率で加熱する技術 

Ｂ－１．ガラスカレット高効率加熱技術（東洋ガラス） 

     NEDO先導研究では造粒原料のみでのインフライトメルティングが試行され、溶融エ

ネルギーの低減に必須となるカレット添加での溶融実験は実施されなかった。そこで、

インフライトメルティング技術に適合し得るカレットの高速高効率の加熱技術と、カレ

ットの予備加熱技術を新たに開発する。カレットの高速高効率加熱技術としてはカレッ

ト粒サイズ、加熱方法等を検討し、泡発生等の問題を生じない方法を見出す。カレット

の予備加熱は様々な方法が提案されているが、予備加熱による軟化、固着などの問題か

ら実用化されているものはほとんど無い。しかし、カレットの予備加熱は更なる省エネ

ルギーには不可欠な技術であり、既存技術も含めてエネルギー効率、連続生産性等の見

直しを行うとともに、試験設備（～100kg/日）を製作してカレットの間接加熱試験を実

施し、300℃前後まで加熱で融着がなく、低粉塵を可能とするカレット予備加熱術を開発

する。 

 

       本サブテーマの目標を次の通り設定する。 

・平成２０年度末目標：カレット供給装置（１トン／日）及びカレット予熱装置（約

100kg／日）の検討を行い、最も適当と思われる装置ある

いは方法を選択し、両装置を設計し、製作に着手する。 

・平成２１年度末目標：カレット供給装置（１トン／日）を設置し、種々の粒度の

カレットで２４時間以上の長時間運転を行い、ガラス品質

を調査し最適な粒度を選定する。溶融エネルギー目標値を

2000kcal／kg-glass 以下とする。 

・平成２２年度末目標：カレットが適用できるインフライトメルティング技術を

成立させるカレット高速加熱技術の見通しを立てると共

に、カレットの1200℃までの昇温時間１分以内を達成する。 

・平成２４年度最終目標：カレットのみを原料としてガラスを製造する場合にお

ける溶融エネルギーとして1800kcal／kg-glass以下を

試験炉で達成するとともに、カレットの1200℃までの昇

温時間１分以内を達成する。 
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以下に３年間の研究開発内容を具体的に示す。 

 

（１）平成２０年度 

        燃焼バーナーまたは炉壁から炉内にカレットを１トン／日規模で供給するための

カレット供給装置の検討を行う。 

        カレットを約 300℃までダンゴ状にならず低粉塵で加熱可能な、100kg／日規模の

ロータリーキルンやコンベヤキルンなどの加熱装置を調査し、予熱実験を行う。なお、

カレット予熱作業は外注にて行う。 

        カレット供給および予熱方法を決定し、装置の設計・製作に着手する。 

 

（２）平成２１年度 

        製作したカレット予熱装置を使用して、最適な運転条件とカレット粒径を検討する。 

       試験炉に設置したカレット供給装置を使用してインフライトメルティング法による

溶融方法等を適用して、カレット粒径を変えてカレット粒径（10mm～0.1mm）がエネ

ルギー原単位および気泡発生に与える影響を調べ、溶融エネルギー目標値を

2000kcal／kg-glass 以下を達成するための最適なカレット粒径を検討する。 

 

（３）平成２２年度 

        ソーダ石灰ガラスカレットに造粒原料を添加して溶融試験を行なう。添加率・添加

方法を変更して気泡発生等のガラス品質とエネルギー原単位を評価し、最適な運転条

件を検討する。 

        投入したカレットが１分以内に 1200℃に達することを目標に置く。粒径１～10mm

のカレットが使用できる加熱方法についても検討する。 

 

研究開発項目③ガラス原料融液とカレット融液との高速混合技術開発 

Ｃ．ガラス原料融液とカレット融液とを高速で混合する技術 

Ｃ－１．高速混合技術（東洋ガラス） 

インフライトメルティング技術の実用化にはカレット使用が必須となるが、造粒

原料溶融ガラスとカレットとの組成差等や耐火物等に起因する脈理を内在した不均

質ガラスとなることが予想される。このため、溶融の後工程に均質化槽を設け、例

えば、高速混合のための槽形状、撹拌子形状、混合に適したガラス融液温度（粘性）

などを複数試行し、均質度等を（独）物質・材料研究機構他と共同して同機構が開

発する新たな方法や既存の方法等で評価し、複数試行した方法について、ソーダ石

灰ガラスの場合においてエネルギー効率、コスト、連続生産性等実用性判断を行い、

インフライトメルティング技術に適合し得る高速混合技術を開発する。 

       本サブテーマの目標を次の通り設定する。 
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・平成２０年度末目標：既存の設備・方法も含めて高粘度物質に適する混合撹拌装

置の検討を行い、混合撹拌装置を設計し、製作に着手する。 

・平成２１年度末目標：撹拌装置を試験炉に追加設置し、予備的な撹拌均質化実験

を行い、撹拌有無によるガラスの均質度比較を行う。脈理

の減少を透過光評価により確認する。 

・平成２２年度末目標：透過光評価で均一に混合するまでの時間として４時間以内

を達成する。 

・平成２４年度最終目標：確立した評価方法で均一に混合するまでの時間として２

時間以内を達成する。 

        

以下に３年間の研究開発内容を具体的に示す。 

 

（１）平成２０年度 

        ガラスびん製造プロセスで使われているものと同一形状の複数の撹拌子を用いた

予備的試験により、撹拌子の配置・運転条件による均質化性能を実験により評価する。 

       評価結果をもとに撹拌装置を設計し、製作に着手する。 

 

（２）平成２１年度 

        撹拌装置を試験炉に設置し、撹拌実験を行ない、撹拌装置前後でサンプリングを行

い、運転条件によるガラス均質度および気泡の増減に与える影響を透過光で評価する。 

        撹拌実験をもとに、撹拌子と撹拌装置の改善を行い、気泡を増加させずガラス均質

度改善に効果的な撹拌装置（槽形状、撹拌子形状など）と運転条件（ガラス融液温度

など）を検討する。 

 

（３）平成２２年度 

        サブテーマＡ－６のシミュレーション結果を参考に撹拌装置と運転条件を更に適

正化し、最終的に連続運転により年度末目標の達成（透過光評価で４時間以内に均質

化すること）を確認する。 

 

Ｃ－２．混合融液の均質性評価技術（物質･材料研究機構） 

        カレット混合試験溶融から得られるガラス試料は、均質化初期の段階であり欠点と

して泡と成分のムラ(脈理)の両方を多量に含んでいる。また、撹拌プロセスの追跡の

ためには広範囲の均質性を同一基準で定量的に評価しなければならない。従来、均質

化初期段階のガラスの均質性の定量評価は余り重要ではないので行われておらず、均

質化がかなり進んだ泡なしの段階で高感度干渉計などの光学的手法を用いて行われ

ている。また、試料を破壊して粒子状にしてから定量評価する方法はいくつかあり、

均質化初期の段階の評価も実施されている。 

本プロジェクトにおける撹拌均質化過程の評価は撹拌開始時からの均質化過程を追
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跡する必要があり、特に、泡と成分のムラとを分離して定量評価する必要がある。し

かしながら従来法では、泡が有ると適用できない、また、破壊検査では泡の情報が消

えてしまうなどの不都合があり本開発研究には適用できない。 

以上の背景から泡や成分のムラを含むガラス試料片について、泡と組成ムラを分離

して定量できる均質性評価法を新たに開発する。開発する方法は、試料片の光学透過

像を画像解析(異物の形、大きさ、存在量の把握と分類およびスペクトル化)すること

により分離定量する手法を開発する。また、透過画像としては通常の可視画像の他に

成分のムラを敏感に検出できるシュリーレン像も使用する。更に、均質性評価のバッ

クデータとして、同一試料について表面硬度やヤング率のマッピング、分光透過率の

マッピングデータを収集し開発評価法と比較し、均質性と実際のガラス品質の変化と

の相関を調査し最適撹拌法選定の補助データとする。 

 

       本サブテーマの目標を次の通り設定する。 

・平成２０年度末目標：シュリーレン像から泡と成分のムラそれぞれに起因する

情報の分離法を開発する。 

・平成２１年度末目標：泡と成分のムラの定量評価法を開発する。 

・平成２２年度末目標：泡と成分のムラを分離して検出し、その存在量変化を定量

化することにより、均質性評価技術を確立させる。 

・平成２４年度最終目標：泡や成分のムラの代表的大きさの分布を評価する。 

      

  以下に３年間の研究開発内容を具体的に示す。 

       なお、ガラス試料は、東工大渡辺研究室、旭硝子及び東洋ガラスから供給を受ける。 

 

（１）平成２０年度 

シュリーレン装置を新規購入し、平板状ガラス試料のシュリーレン透過像を得る環

境を整備する。 

顆粒状原料をルツボにて溶解して作製したガラスより平板状試料を切り出し研磨

してシュリーレン計測用の試料を作製する。作製した試料のシュリーレン像から泡と

成分のムラ（脈理）の分離認識を市販の画像処理ソフトを用いて行う。認識は形状の

違いを活用して行う。分離認識後、それぞれを消去処理して独立の評価用画像（泡像、

成分のムラ像）を作成する。 

シュリーレン像の試料厚み依存性を把握するため、試料の厚みを２５０μｍ間隔程

度で５段階に薄くして観察を行う。観察像より分離像を作成しその変化から均質性評

価結果の表記法を検討する。 

 

（２）平成２１年度 

２０年度に開発した分離法により得られた泡、脈理それぞれの独立画像より、泡に

ついては総個数を、暗化像として捉えられる脈理については、暗部の最大暗化度、総
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面積をそれぞれ見積もる。また、２０年度と同様に試料を作製し、評価結果と厚みの

相関関係を調査して均質性評価結果の表記法を検討する。泡像、脈理像それぞれにつ

いてフーリエ変換像を作成し、その周期性の評価を行う。周期性評価結果より、泡の

大きさ分布および脈理の長さ分布の評価方法を検討する。 

 

（３）平成２２年度 

        ２１年度までの成果をまとめてシュリーレン像からの泡、脈理を独立して検出し、

その量や分布幅を定量すると共に分布状態の半定量評価を行える定量評価法として

完成させる。また、開発した評価方法を用いて試験炉において製造されたガラス試料

の均質性を評価・集積し、混合均質化手法最適化のためのデータとする。 
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表Ⅱ-1-2．全体スケジュール 

事業項目 20 年度 21 年度 22 年度 

第

１

四

半

期

第

２

四

半

期

第

３

四

半

期

第

４

四

半

期

第

１

四

半

期

第

２

四

半

期

第

３ 

四

半

期 

第

４ 

四

半

期 

第

１ 

四

半

期 

第

２

四

半

期

第

３

四

半

期

第

４

四

半

期

①気中溶解（インフライトメルテ

ィング）技術開発 

Ａ－１ プラズマ･酸素燃焼炎加熱の 

 ハイブリッド化技術（東工大渡辺研） 

Ａ－２ プラズマ･酸素燃焼炎加熱の高

付加価値ガラスへの適用性評価（旭硝

子） 

Ａ－３ 超高効率気中加熱用試験炉開

発 及びエネルギー低減技術（東洋ガラ

ス） 

Ａ－４ 超高効率気中加熱用原料及び 

 溶融ガラス品質の評価（旭硝子） 

Ａ－５ 気中溶融特有の現象と 

 融液挙動の解明（東工大矢野研） 

Ａ－６ シミュレーション予測と 

 高精度迅速化技術（NGF） 

 

②ガラスカレット（再生材）高効

率加熱技術開発 

Ｂ－１ ガラスカレット高効率 

 加熱技術（東洋ガラス） 

 

③ガラス原料融液とカレット融液

との高速混合技術開発 

Ｃ－１ 高速混合技術（東洋ガラス） 

Ｃ－２ 混合融液の均質性評価技術

（NIMS） 
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2.2 研究開発の実施体制 

  本プロジェクトでは、国内大手のガラス事業者、プラズマ技術開発能力を持つ国立大学、モ

デルシミュレーション開発及び均質性の評価技術開発を担当するため開発能力を有する法人

との共同による研究体制を構築した。 

  独立行政法人物質・材料研究機構ナノスケール物質萌芽ラボ長 井上 悟氏をプロジェクト

リーダーとして次に示す分担体制により実施した。 

 

（実施体制） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(国)東京工業大学  

旭硝子(株)  
・研究実施場所：京浜工場 
・研究項目： 

プラズマ･酸素燃焼炎加熱の高付加価値ガラスへの 
適用性評価 
超高効率気中加熱用原料及び溶融ガラス品質の評価  

(社)ニューガラスフォーラム 
・研究実施場所： 
  大岡山分室および新橋 
・研究項目： 

シミュレーション予測と 
高精度迅速化技術 

東洋ガラス（株） 
・研究実施場所：川崎工場 
・研究項目： 

超高効率気中加熱用試験炉開発、及び 
エネルギー低減技術 
ガラスカレット高効率加熱技術 
高速混合技術 

(独)物質・材料研究機構 
・研究実施場所： 
  ナノスケール物質萌芽ラボ（つくば）

・研究項目： 
混合融液の均質性評価技術 ・研究実施場所： 

  大学院理工学研究科 
        （大岡山） 
・研究項目： 
   気中溶融特有の現象 

と融液挙動の解明 

・研究実施場所： 
  総合理工学研究科 
    （すずかけ台）

・研究題目： 
プラズマ･酸素 

  燃焼炎加熱のハイ

ブリッド化技術 

プロジェクトリーダー 

所属 物質･材料研究機構   

役職名 ナノスケール物質萌芽ラボ長  

氏 名 井上 悟  
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2.3 研究開発の運営管理 

  研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発責任者と密

接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開発の目的及び目標に照ら

して適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて設置される技術検討委員会等にお

ける外部有識者の意見を運営管理に反映させるほか、年に一回技術委員会を開催し、プロジェ

クトリーダー等を通じてプロジェクトの進捗について報告を受けること等を行った。 

 

 技術委員会開催実績 

  委員会名：「革新的ガラス溶融プロセス技術開発」技術委員会 

  開催日・開催場所・委員 

①平成２０年度：平成２１年３月２３日（月） 

    ＮＥＤＯ別館（ラウンドクロス川崎４Ｆ）第３会議室 

    出席委員：（委員長）亀山 秀雄 

      （委員長）亀山 秀雄 国立大学法人東京農工大学大学院 教授 

（委 員）森田 一樹 国立大学法人東京大学 生産技術研究所 教授 

（委 員）稲葉 次紀 中央大学 理工学部 教授 

（委 員）武部 博倫 国立大学法人愛媛大学大学院 教授 

（委 員）藤野 茂  国立大学法人九州大学大学院 准教授 

 

   ②平成２１年度：平成２２年１月２２日（金） 

    ＮＥＤＯ別館（ラウンドクロス川崎４Ｆ）第１・第２会議室 

    東洋ガラス株式会社川崎工場（研究施設視察） 

    出席委員 

      （委員長）亀山 秀雄 国立大学法人東京農工大学大学院 教授 

（委 員）伊藤 公久 早稲田大学基幹理工学部応用数理学科 教授 

（委 員）森田 一樹 国立大学法人東京大学 生産技術研究所 教授 

（委 員）稲葉 次紀 中央大学 理工学部 教授 

（委 員）武部 博倫 国立大学法人愛媛大学大学院 教授 

（委 員）藤野 茂  国立大学法人九州大学大学院 准教授 

 

2.4 研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 

 2.4.1 実用化、事業化につなげる戦略 

     我が国のガラス業界は、製造する品種により溶解炉の規模は横幅数ｍ程度の小型のも

のから、数十ｍの大型のものまで多岐に亘っており、現行炉の寿命も補修間隔も様々で

ある。本プロジェクトの開発技術の実用化は、まず小型炉（数 ton／日）から導入を開

始し、徐々に操業実績を上げるとともに規模を拡大し、中型炉（数十 ton／日）、大型

炉（数百 ton/日）へと展開することを想定している。 
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          生産規模       炉寿命      投資規模（現行炉）＊ 

（または大規模補修間隔） 

   小型炉 ； 10ton/day 以下   10 年     350 百万円（1,000 百万円） 

   中型炉 ； 10～100ton/day  15 年     600 百万円（2,500 百万円） 

   大型炉 ； 100ton/day 以上     15 年    1,600 百万円（7,000 百万円） 

 

    ＊：投資規模算定根拠 

      （参考）シーメンス炉新造費：100ton/day 蓄熱室付き炉で 27.5 億円 

気中溶解炉新造費 ：100ton/day 炉で 7.5 億円 

 

2.4.2 知財マネジメント 

     本プロジェクトで開発する技術は、他に類を見ない独自性のある技術であるため特許

性は高いものになり得るが、その要点はノウハウの集積物でもあるため、知財化による

公開は模倣による権利侵害リスクも高い。従って、我が国発信の技術として価値を損な

わないように知財化については慎重に進めていく方針である。 

 

     特許申請計画（件数） 

        研究開発期間（H20～H24）    １件出願済み、３件計画予定 

        実用化期間（H25～）      １件以上を想定 

 

3. 情勢変化への対応 

 （１）基本計画、実施方針について 

    エネルギー技術戦略上の位置付けはこれまでのところ変更はなく、開発計画の見直しはな

い。 

 

 （２）進捗状況の把握について 

実施者により定期的（約３ヶ月に１回）に開催される進捗確認会議を通じてプロジェク

トの進捗状況を把握するとともに、軽微な計画変更の有無、予算の前倒し・後ろ倒し要否等、

状況に応じた対応を実施した。また、NEDO が主催する技術委員会（年１回開催）において、

プロジェクトリーダー等から事業全体の進捗と課題の報告を受け、技術委員との意見交換を

通じて開発の方向性と取り組むべき課題についての妥当性を確認した。 
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表Ⅱ-3-1．主な変更履歴 

 変更項目   変更時期  変更機関 主な変更理由・内容 

予算後ろ倒し 平成 21 年 3 月 東洋ガラス(株) 購入装置の納期遅延等による

後ろ倒し 

予算限度額変

更（増額） 

平成 21 年 4 月 東洋ガラス(株) 溶解試験装置の改造・拡充 

東京工業大学 研究員の追加登録 

予算前倒し 平成 21 年 10 月 東京工業大学 溶解観察装置の改造前倒し 

予算後ろ倒し 平成 22 年１月 旭硝子(株) 溶解試料製造量の変更 

予算限度額変

更（増額） 

平成 22 年 4 月 東京工業大学 

 

プラズマ装置改善工事 

登録研究員追加等 

旭硝子(株) メルト採取装置改善 

(社)ﾆｭｰｶﾞﾗｽﾌｫｰﾗﾑ ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ予測精度向上のため

の感度解析計算追加 

 

4. 評価に関する事項 

   4.1. 評価の実施時期 

     事前評価：平成１９年度（有識者ヒアリング） 

     中間評価：平成２２年度（2010.8.26 実施） 

     事後評価：平成２５年度（予定） 

    

 

4.2. 評価手法 

     事前評価：外部有識者によるヒアリング 

     中間評価：外部評価 

 

   4.3. 評価事務局 

     ＮＥＤＯ省エネルギー技術開発部（事前評価）、研究評価部（中間評価） 

 

   4.4. 評価項目・基準 

     書面審査及び採択審査は下表（表 5-4-1）の審査基準に則り実施した。 
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   表４－４－１．審査項目・基準 

審 査 項 目 審 査 基 準 

１．研究開発の目的と
目標 

・提案内容が基本計画の目的、目標に合致しているか。 
 

２．課題と技術水準 
   

・提案された内容は、新規性があり、技術的に優れ、新たな技術領
域を 開拓することが期待できるか。 

・技術内容・方式にオリジナリティーがあり、競合技術との比較や
特許調査からも優位性が示されているか。 

等 

３．省エネルギー効果 
   

  

・省エネルギー効果算出の考えは妥当であり、省エネルギー効果が
期待できるか。 

・費用対効果の数値は妥当であるか。 
・将来的にデファクトスタンダードになることが期待できるか。 
等 

４．研究開発成果の事
業化について 

・事業化の見込みは高いか。 
・事業化に関する記述のうち、事業化時期、能力、コスト試算等は
十分行われかつ妥当であるか。 

・関連分野への技術的波及効果及び経済的波及効果が期待できるか。
等 

５．目標値（中間なら
びに最終目標値）
について 

  

・研究開発全体並びに実施項目別の達成指標（最終目標）は、定量
的かつ適性に設定されているか。 

・目標達成度を正しく判定するための指標（マイルストーンと中間
目標）を適切に設けているか。 

等 
６．研究体制（実績・

能力） 
・研究計画は、実現可能か（開発期間内で技術課題を解決する見通
しはあるか）。 

・複数で提案されている場合、各社（者）の提案（分担）が相互補
完的になっているか。 

・適性な人員の計画で、かつ有機的な研究体制が構築されているか。
・研究開発体制は妥当か。また研究開発責任者は資質ならびに実績
から見て適切か。 

等 
７．産業の競争力強化

について 
・我国ｶﾞﾗｽ産業の競争力強化及び新規産業創出に貢献するか。 
 

 

 

   4.5. 評価委員 

     事前評価： 

a.有識者ヒアリング 

実施時期  平成２０年１月１８日（金）１４：００～１６：００ 

外部有識者  

亀山 秀雄 国立大学法人東京農工大学大学院 技術経営学科 教授 

  井上 悟  独立行政法人物質・材料研究機構 

ナノセラミックスセンター機能性ガラスグループ 

 グループ長（当時） 
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Ⅲ．研究開発成果について 

1. 事業全体の成果・達成度（Ｈ２２年度末見込み） 

     目  標 研究開発成果（Ｈ22 年度末見込み） 達成度 ｺﾒﾝﾄ 

①「インフライトメルティ

ング技術開発」 

（H22 年度末中間目標） 

ソーダ石灰ガラスを溶融

エ ネ ル ギ ー 1000kcal ／

kg-glass 以下。 

プロジェクト開始時に設置したバーナー

を使用して運転条件とバーナー据付位置

の適正化を行い、H22 年６月までに

1141kcal／kg-glass まで到達した。今後、

バーナーの改良と運転条件の適正化で、

1000kcal／kg-glass 以下を達成できる見

込み。 

○  

②「ガラスカレット（再生

材）高効率加熱技術開発」 

（H22 年度末中間目標） 

カレットの 1200℃までの

昇温時間１分以内。 

 

気中溶融法を採用することにより、1942 

kcal/kg-glass 以下の溶融エネルギーで

7hr 連続溶融することができた。カレット

粒径の適正化等により泡層生成を抑制し、

1200℃までの昇温が１分以内で完了可能

となる見込み。 

○ カレット粉

砕レベルを

軽減できる

経済性を考

慮した手段

も開発する。

③「ガラス原料融液とカレ

ット融液との高速混合技

術開発」 

（H22 年度末中間目標） 

均一に混合するまでの時

間として４時間以内。 

均一混合のための試験体制を整え、サンプ

ル採取を開始した。３対ある撹拌子のうち

の１対で行った段階での試験で相応の撹

拌性状が観察できたことから考え、４時間

以内の撹拌操作での均一化は達成可能な

見込み。 

○  

達成度→中間目標大幅達成：◎，本年度中に中間目標達成：○， 

中間目標達成見込み：△，中間目標未達：× 
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２．研究開発項目毎の成果 

研究開発項目①気中溶解（インフライトメルティング）技術開発 

Ａ．インフライトメルティング（気中溶融）法により原料を溶融する技術 

Ａ-１．プラズマ･酸素燃焼炎加熱のハイブリッド化技術（東京工大 渡辺研究室） 

インフライト溶融技術はガラス溶融に必要なエネルギーを削減することを目的としてい

るため、高温源としては他の熱プラズマよりエネルギー効率の優れる多相交流アーク（以下

多相アークとする）に着目した。図Ⅲ-2-A1-1に１２相アークプラズマの放電状態を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

      図Ⅲ-2-A1-1 12相アークプラズマの放電状態  

 

燃焼炎との複合加熱においても安定な多相アークを発生するために、先導研究時に使用

した電源を12台から24台へと増設した。さらに経済性の改善のために、進相コンデンサーを

24台の電源に設置して、力率を50%から80%へと改善した。さらに、電極の長寿命化とアーク

の安定性のために、電極の冷却構造を改善した。従来は燃焼炎によって多相アークが不安定

になっていたが、これらの改善によって、燃焼炎と多相アークの複合加熱を安定に 5分間運

転することが可能となった。次に、インフライト溶融に適した多相アークの発生技術を開発

するために、放電画像の画像解析、放電電圧の解析によって多相アークの放電現象を調べた。

多相アーク放電はアーク経路に周期毎の変動がなく、安定な放電が維持されていることがわ

かった。また、多相アークのアーク経路は、各々の電極にかかる電位を考えた時の電極配置

の対称性、及び12 本の電極における放電の順番の規則性によって決定されることが示唆さ

れた。さらに、電極配置を操作することで、電極間における高温領域を制御できることがわ

かった。高温の熱プラズマの診断が可能なエンタルピープローブを用いて、多相アークの測

定を行うことで、多相アークの温度、速度における特徴を解明した。多相アークは電極間の

中心のプラズマ温度が約7600 K と高く、プラズマの速度が約20 m/s と遅いため、ガラス原

料のインフライト溶融処理に適していることがわかった。また、アルゴンシールドガス流量

を少なくすることで、温度分布が半径方向に均一となることがわかった。図Ⅲ-2-A1-2に放

電発光面積比の時間的推移を、図Ⅲ-2-A1-3に放電発光面積比のアルゴンシールドガス流量

依存性を示す。多相アークを用いたガラス原料の溶融実験を、プラズマ及び原料供給の条件

を様々に変化させて行うことで、インフライト溶融における基礎データを得ることができた。

図Ⅲ-2-A1-4に示すように多相アークはその他の熱源と比較して、ガラス原料供給量の多い

条件でも高いガラス化率が得られており、今後の検討によって高効率、短時間でのガラス製

造が可能になると考えられた。 
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図Ⅲ-2-A1-2 放電発光面積比の時間的推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-A1-3．放電発光断面積比の      図Ⅲ-2-A1-4．各種熱源によるガラス化率 

アルゴンシールドガス流量依存性 

 

 平成２１年度には、さらなるエネルギー利用の効率向上を目指して、燃焼炎との組み合わ

せによるハイブリッド化を検討した。図Ⅲ-2-A1-5にハイブリッド実験設備の概要を示す。

実験設備の整備として以下を実施した。電極の冷却系統を独立させることにより各電極当た

りの冷却水流量3L/min 以上を実現し、長時間運転にも対応可能とした。図Ⅲ-2-A-6に示す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-A1-5．ハイブリッド実験設備の概要    図Ⅲ-2-A1-6． Arガス流量の設定設備 
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ように電極シールドガスであるアルゴンの流量を電極毎に設定・監視ができるように改造し

た。また、排ガス処理系統の改善により冷却を効率的なものとした。 

 多相アークは上下各6 本の電極から構成される。配電盤の改造と測定機器の導入で電極毎

の電流・電圧の瞬時値、実効値の測定が可能となり、放電の安定性評価により長時間安定な

運転方法を見出した。電極位置を調整することでハイブリッドでも安定な放電状態の持続が

可能となり、10 分以上の安定運転を実現した。また、各電極の実効値の長時間記録により

アークの点弧からガラス化処理を経て消弧までの運転状況を把握できるようになった。さら

に平成２２年度に入って、図Ⅲ-2-A-7に示すように上下各 6本の電極位置を調整して各々の

電圧を揃えることにより、電極の消耗を均一化し、多相アークの長時間（15分以上）の安定

運転を実現させた。この状態で、多相アークに燃焼炎を組み合わせ、30分以上のハイブリッ

ド加熱運転を達成した。この時の多相アーク出力の時間変動の様子を図Ⅲ-2-A-8に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-A-7．電極電圧の均一化   図Ⅲ-2-A-8．ハイブリッド加熱時のアーク出力変動 

 

電極の消耗は電極の位置や各電極への位相の配置などに依存することを見出した。対向電極

間の位相差を180 度とする場合で、目標とする200 mg/min を充分クリアできたが、下段電

極の消耗が大きいこともわかった。また、隣り合う2 本の電極を挟む形で位置する電極間に

180 度の位相差が来るような電極位相配置にすると消耗は比較的に一様となり、最終目標で

ある50 mg/minをクリアできた。図Ⅲ-2-A1-9に電極消耗速度に及ぼす電極突き出し長さと電

極配置の影響を示す。 

安定な放電条件においてはガラス化処理時においても安定な放電状態を継続できること

がわかった。多相アーク処理では個々の粒子のガラス化にはややばらつきが見られるが、ハ

イブリッド処理ではエネルギー効率良く均一なガラス化ができることがわかった。燃焼炎で

一様に加熱された原料を多相アークの高温で処理することにより効率的なエネルギーの利

用で一様なガラス化が可能になったものと思われる。このインフライト中の粒子の様子を観

察・解析するために、個々の粒子の温度、速度、粒径を計測し、リアルタイムでその分布も

みることができる図Ⅲ-2-A1-10に示す装置 ( カナダTecnar 社DPV-2000 ) を導入した。ま

た、炉外からこの計測を行うために、この装置のセンサーの焦点距離を補完するレンズを製

作した。 
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図Ⅲ-2-A1-9． 電極消耗速度に及ぼす電極突き出し長さと電極配置の影響 

（電極１本当たり4.17mg/min以下で12本当たり50mg/minの目標値達成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-A1-10． 粒子計測装置と粒子飛翔状態の観察例 

 

 

Ａ-２．プラズマ･酸素燃焼炎加熱の高付加価値ガラスへの適用性評価 （旭硝子） 

高付加価値ガラスの一つとして液晶用無アルカリ硼珪酸ガラスへの気中溶融プロセスの

適用可能性を評価することを目的として、先ず、気中溶融によって溶解したガラスが90％以

上のガラス化率と90％以上のホウ酸残存率を達成できる条件を検討した。気中溶解炉は先導

研究で製作したＲＦプラズマと酸素燃焼炎を加熱源とする図Ⅲ-2-A2-1の装置を使用した。

先導研究において実施していた方法を踏襲して造粒した原料を気中溶融すると、図Ⅲ-2- 

A2-2に示すとおりガラス化率とホウ酸残存率がトレードオフの関係となることを再確認し

たが、造粒粒度分布とガラス化率並びにホウ酸残存率との関係を調べた結果、図Ⅲ-2-A2-3

に示すように粒径の大きい造粒体ではガラス化率とホウ酸残存率の両方を高い値で両立で

きることがわかった。 

また、図Ⅲ-2-A2-4に示すように粒径の大きな造粒体を気中溶融して得たガラス粒子にも粒

径の小さな粒子があり、それらはホウ酸残存率が極めて小さいことがわかった。これは、気

中溶融中に造粒体が細粒化した結果であると考えた。そこで、ガラス化率とホウ酸残存率と

をともに高いレベルで達成するには、造粒体の強度を上げて気中溶融中に細粒化しないよう
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にすることが必要であると考えられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                               Ⅲ-2-A2-2． 気中溶融におけるガラス化率 

図Ⅲ-2-A2-1．RFプラズマ/燃焼炎装置          とホウ酸残存率の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-A2-3．ガラス化率とホウ酸残存率   図Ⅲ-2-A2-4．気中溶融粒子のホウ酸残存率 

            の粒径依存性               における粒径依存性 

 

すなわち、ホウ酸残存率向上のためには、適度に大きい粒径の造粒体を使用すること、な

らびに気中溶解中に細粒化しないように造粒体の高強度化が必要であると考えられる。そこ

で平成２１年度はスプレードライ法による造粒体高強度化条件を確立し、造粒体強度とホウ

酸残存率の関係を明確にすることを目的とした。強度向上策の一つとして粒度の異なる３種

類の珪砂による造粒体に圧縮空気を吹き付けて細粒化する度合いにより造粒体の強度を評

価した結果、図Ⅲ-2-A2-5に示すように一次原料の珪砂粒度を細かくすることが有効とわか

ったので、平均粒径１μm の微粒珪砂を用いて造粒体を試作した。得られた高強度造粒体を

所定の粒度に分級した後、プラズマ加熱にて気中溶融した結果、図Ⅲ-2-A2-6に示すとおり

ガラス化率が90％に維持されたもとで、ホウ酸残存率が87％まで向上し、両者を満足する目

標レベルにほぼ到達した。ホウ酸残存率は通常のガラス溶融炉でも85～90％である。従って、

87％のホウ酸残存率は実用上十分な値といえ、本テーマＡ－２の液晶用ガラスへの適用性を

評価する主旨から、所期目標を達成したとみなすことができる。 
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図Ⅲ-2-A2-5．珪砂原料の微粒化による造粒体強度の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-A2-6．造粒体の高強度化によるガラス化率とホウ酸残存率の向上 

 

一方、気中溶融したガラスの泡評価を行うことを目的として、あらかじめ加熱したルツ

ボに気中溶融したガラスを受ける装置を立上げ、泡評価方法を確定し、泡削減条件の検討を

開始した。図Ⅲ-2-A2-7にガラスを受ける装置と試験状況を示す写真および採取したガラス

の例を示す。採取したガラスに認められる多数の泡は、溶融粒子着地点（メルト）の温度不

足から生じたものと考えられ、気中溶解本来の泡評価を行うにはヒータ容量の増強が必要と

判断された。そこで平成２２年度に入ってから、汎用ガラス組成の造粒体を用いてヒータ容

量増強の目安を立てるための予備テストを行った。図Ⅲ-2-A2-8にその結果を示す。このテ

ストにおいては酸素燃焼炎を気中加熱源として用いた。ルツボ温度が高いほど泡は少なく、

泡径は50μm以下が主であり、図Ⅲ-2-A2-7(b)のバーナー出力38ｋW、ルツボ温度1530℃のサ

ンプルで気孔率は0.06vol％となり、目標値の0.1vol％を上回る値を得た。 
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図Ⅲ-2-A2-7．ガラスメルト採取装置の概要と試験状況および採取ガラス例 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      (a) るつぼ温度と泡数      （b）泡径別の泡数（38ｋW, 1530℃） 

 

図Ⅲ-2-A2-8．汎用ガラスによる予備テスト結果 
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Ａ-３．超高効率気中加熱用試験炉開発及びエネルギー低減技術 （東洋ガラス） 

１トン/日規模のインフライトメルティング試験炉を製作した。設置工事は平成２０年１

１ 月より開始し平成２１年１ 月末に完了した。図Ⅲ-2-A3-1に試験炉の外観を示す。燃焼

バーナーの部分は先導研究で使用したバーナーと同様の仕様とした。燃料は灯油ではなく、

CO2 ガス発生量が少ない都市ガス（13A）とした。耐火物の選定テストを兼ね、各種の市販

電鋳レンガを配置し炉壁を構成した。原料搬送設備は、２４ 時間以上の連続運転に対応で

きるように長時間連続供給可能な設備とした。また、排ガス処理設備としてはサイクロン集

塵機を装備した。第１回目の溶融実験は試験炉を含め設置した設備の総合試運転を兼ねて平

成２１年２ 月に行った。原料はソーダ石灰ガラス用造粒原料を使用した。全ての設備は順

調に稼動し、１０ 時間の溶融実験を終えることができた。溶融したガラスは全てガラス化

され、泡も先導研究で溶融したガラスの泡の１/４と少なく、良好な結果であった。以降、

この試験炉を使用して炉の改善とエネルギー低減技術の開発を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

                    

 

 

 

 

         図Ⅲ-2-A3-1．インフライトメルティング試験炉 

 

 平成２１年度には、溶解量１ton/day の気中加熱実験用試験炉を使用して４回の溶融実験

を行なった。平成２１年１２ 月には性能向上のための炉体改造工事を実施し、エネルギー

原単位は平成２０年度の実績値から半減させることができた。図Ⅲ-2-A3-2に改造後のイン

フライトメルティング試験炉を示す。設計仕様の２倍量（２ton/day）のガラス原料を投入

して溶融実験を行なったところ、溶融されたガラスに未溶融原料はなく、十分な溶融性能を

有していることを確認した（偏光顕微鏡による目視）。 

 表Ⅲ-2-A3-1に平成２０年１２月から平成２２年６月までの試験結果を一覧表で示す。運

転条件とバーナー据付位置の適正化により、６月時点で1,141kcal/kg-glassの運転が実施で

きた。 
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図Ⅲ-2-A3-2．改造後のインフライトメルティング試験炉 

 

表Ⅲ-2-A3-1 平成22年6 月までの気中溶融試験結果（ H20年度実績は3,450kcal/kg ） 

 

 溶融時にバーナー直下に発生する多量の泡も炉の出口に到達する4時間後には大幅に減少

することが確認できた。４回目の溶融実験では32時間の連続溶融を行い、現有設備で長時間

の連続溶融運転が可能であることを確認し、1,597kcal/kg-glass の運転で図Ⅲ-2-A3-3に示

すように1mm 径以上の泡がほぼ無いガラスを得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-A3-3．1,597kcal/kg-glass運転時の採取ガラス（最大泡径は0.1mm前後） 

 

 気中加熱したガラス中に溶存する酸素量の測定を行ったところ、図Ⅲ-2-A3-4のように従

来の方法で溶融したガラスよりわずかに溶存酸素量は減少していたが大きな差は見られな

かった。また、気中加熱に適した耐火物を選定するために炉体改造時に試験炉内張り耐火物

を回収し、評価を開始した。 

Ⅲ-10 

　エネルギー原単位(kcal/kg) 3,423 2,282 2,282 1,597 1,597 1,369 1,879 1,369 1,141

　燃料ガス量(Nm3/h) 15 15 15 14 14 12 14 12 10

　原料投入量(kg/h) 50 75 75 100 100 100 85 100 100

　造粒径(μm) D50＝125 D50=120 D50=310 D50=120 D50=120 D50=120 D50=120 D50=100 D50=100

　バーナ高さ(mm) 1000 1000 800 800 800 800 800 800 800

　融液温度(℃) 1472 1325 1443 1302 1287 1255 1382 1307 1328

　溶融状態 泡層 薄く軟らかい 軟らかい 軟らかい 薄く軟らかい

温度 安定 安定 安定 安定 安定 低下傾向

全面を覆う、
やや硬い

全面を覆う、
軟らかい

僅かに低下
傾向

厚いが軟らか
い

厚いが軟らか
い

厚い、やや硬
くなる

僅かに低下
傾向

僅かに低下
傾向

バーナー直下から採取したガラス 流出口付近で採取したガラス 10mm 
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図Ⅲ-2-A3-4．気中溶融ガラスの溶存酸素量 

 

図Ⅲ-2-A3-5に運転条件適正化などによるエネルギー効率向上の推移を、図Ⅲ-2-A3-6に溶

融エネルギー低減化の推移と今後の方向を示す。今後は、バーナーの改良と運転条件の適正

化を行ない、目標達成を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図Ⅲ-2-A3-5．運転条件適正化などによるエネルギー効率向上の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-A3-6．溶融エネルギー低減化の推移と今後の方向 
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Ａ-４．超高効率気中加熱用原料及び溶融ガラス品質の評価 （旭硝子） 

 テーマＡ-３の1 トン/日規模の試験炉で溶融するガラス原料造粒体を供給することを目

的として、気中溶融プロセスに適した造粒原料を安定に製造する方法を検討した。 

図Ⅲ-2-A4-1に示す大型スプレードライ装置（表Ⅲ-2-A4-1の外注C機）を用いて、10トン

規模のソーダライムガラス造粒原料を作成した。７バッチに分けて合計9.3 トンを製造し、

組成、粒度分布がほぼ同等で目標をほぼ達成したことを確認した。また、その原料を1トン/

日規模試験炉で気中溶融したガラスについて組成を分析した結果、ほぼ目標通りの組成にな

ることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-A4-1．大型スプレードライ装置 

 

 平成２１年度には、造粒原料の生産能力と収率を更に向上させるべく、より大型の仕様の

スプレードライ装置（表Ⅲ-2-A4-1の外注D機）での製造を検討した。本体高さ約30m、外径

約7m のスプレードライ装置にてノズル方式での造粒体試作を行った。その結果、生産性は

大幅に向上し、生産能力1ton/hr、収率79％の実績を得た。ただし、平均粒径が310μm と従

来品の120μm と比べて大きくなった。図Ⅲ-2-A4-2に造粒体の粒度分布と外観写真を示す。 

 この造粒体を東洋ガラス社に供給し、バッチ投入量75kg/hr、エネルギー原単位2,300kcal 

/kg-glass の条件にて連続気中溶融可能であることを確認した（表Ⅲ-2-A3-1の実験１参照）。 

 

  表Ⅲ-2-A4-1．スプレードライ装置の仕様 
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原料粉末

秤量・混合・分散

スラリー保管・攪拌

顆　粒

スプレードライ

篩分け

707001000生産性（kg/h）

240
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6.4

ノズル

Φ1.2mm×12本

濃度 30％

6179収率（％）

9.37.9生産量（ton）

ディスクノズル

Φ2.7mm×7本

濃度 50％

スプレー条件

平均径D50
（μm）
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              図Ⅲ-2-A4-2．造粒体の粒度分布と外観 

 

 続いて実施されたエネルギー原単位 1,713kcal/kg-glass の試験で得られたガラスブロ

ックについて、残存泡とミクロ均質性の評価を行った。泡の直径と累計個数との関係を図Ⅲ

-2-A4-3 に示す。1,713kcal/kg-glass のガラスは緑色で表示されている。いずれのガラスも

１mm 径以上の泡は存在しなかった。1,365kcal/kg-glass および 1,204kcal/kg-glass の試験

で得られたガラスブロックについても同様の結果であった。図Ⅲ-2-A4-4 に残留泡数と溶融

エネルギーとの関係を示す。気中溶融法で生ずる気泡は造粒体のサイズで支配され、メカニ

ズム的に大きな泡は生じにくいものと考えられる。 

 また、ガラス成分の濃度分布を EPMA で測定・評価し、図Ⅲ-2-A4-5 に示すように主要元素

（Si、Na）のばらつきが少ないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-A4-3．残存泡径と累計個数の関係 

                  図Ⅲ-2-A4-4．残留泡数の溶融エネルギー依存性 
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図Ⅲ-2-A4-5．主要元素（Si、Na）の濃度分布 

 

 

Ａ-５．気中溶融特有の現象と融液挙動の解明 （東京工大 矢野研究室） 

 プラズマ及び酸素燃焼バーナーフレームによって形成された高温場において溶解が進行

するインフライトメルティング法において、特有な溶融過程を経て得られるガラスの特性を

解析、理解するための評価準備を行った。ひとつに、フレーム内でのガラス化反応によって

得られるガラスは、既存の溶解プロセスで得られるガラスとは内包されているガスの種類や

量が大きく異なっていると予想され、特に水分を中心とした溶存ガスの状態の情報は、イン

フライトメルティング条件に直結している。これらは、その後の清澄プロセスを考える上で

も重要な情報となる。そこでガラスに内包されるガスを解析する手法・ノウハウについて他

の研究機関から情報収集を進め、気泡内のガス分析装置の仕様と設計の基礎とした。一方、

インフライトメルティングガラスが溶解槽に堆積し、融液を形成した後の清澄過程について

理解するために、観察窓の付属した観察炉を購入／設置した。図Ⅲ-2-A5-1に炉の外観を、

図Ⅲ-2-A5-2に観察例を示す。インフライトメルティングガラスの溶解挙動を観察するため

のテスト観察として、インフライトメルティング用ソーダライムガラス造粒原料の溶解挙動

と、無アルカリガラス融液内の気泡の発生／上昇挙動の観察を行い、融液状態の観察が望み

通り可能であることを確認した。さらに、インフライトメルティングの飛翔中の粒子状態を

把握するための観察手法について検討を行い、来年度に購入予定の溶融粒子計測装置につい

ての仕様調査を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図Ⅲ-2-A5-1．ガラス融液観察炉      図Ⅲ-2-A5-2．ガラス融液の観察例 
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平成２１年度には、東洋ガラスの気中加熱用試験炉の稼働開始によって得られたインフラ

イトメルティングソーダライムガラスの溶融状態観察を種々の温度で実施し、融液挙動の観

察を行った。容器として用いたシリカガラスセル内壁からの気泡の連続的な生成が確認され、

気泡の発生に要する時間は融液保持温度によって異なっていた（図Ⅲ-2-A5-3）。発生した

気泡径の経時変化の解析から、発生した気泡が初期の大きさに比べて浮上とともに小さくな

る挙動を示すことを明らかにし、その原因として、気中溶解ガラスのガス溶解特性とガラス

に含まれる水分が影響しているものと考えられた。また、長時間の融液挙動の観察を可能と

するため、電鋳レンガとサファイア窓による観察セルを作製し、８時間以上の長時間観察と

1500℃での高温観察が実施可能であることを確認するとともに、シリカガラスセルと同様に

レンガ内壁から気泡生成がみられた。また、インフライトメルティングガラス融液から放出

されるガスが雰囲気に与える影響を調査するために、観察炉の改造を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

           図Ⅲ-2-A5-3．シリカセル内壁からの気泡生成観察結果 

 

インフライトメルティングガラス中に残存する気泡に含まれているガスの分析を行うた

めに、図Ⅲ-2-A5-4に示すガス分析装置を立ち上げ、気泡内ガス分析の実施を開始した。約

100μm 径以下の微小な気泡について内包ガスの分析が可能であることを確認し、それらの

定量化のための検量線作成およびインフライトメルティングガラス中の気泡の分析に着手

した。測定結果を図Ⅲ-2-A5-5に例示する。原料および燃焼雰囲気に由来するガス成分のほ

かに、燃料ガス成分、COS、H2Sなどが検出された。 

また、インフライトメルティング中の粒子の飛翔状態観察のためのインフライトメルティ

ング挙動計測用装置を設計／導入し、挙動の記録解析ができる環境を整備した。図Ⅲ-2-A5-6

に装置の外観を、図Ⅲ-2-A5-7に飛翔粒子の計測例を示す。 
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      図Ⅲ-2-A5-4． ガス分析装置       図Ⅲ-2-A5-5．内包ガスの分析例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図Ⅲ-2-A5-6．インフライトメルティング     図Ⅲ-2-A5-7．飛翔粒子の計測例 

           挙動計測用装置                       

 

 

Ａ-６．シミュレーション予測と高精度迅速化技術 （ニューガラスフォーラム） 

インフライトメルティングプロセスの実用化への移行を円滑化するために、多相プラズマ

加熱モデル、液体燃料燃焼モデル、および、データ入力・計算実行・結果出力の迅速化技術

を開発するとともに、モデルの検証・改良のため、テーマＡ-３の1トン/日規模の試験炉に

ついてシミュレーションを行った。多相プラズマ加熱モデルは、電流の保存式から対象空間

における電流分布を求め、その結果からジュール熱による発熱量分布を計算することにより

電磁場解析を行い、これを熱流動解析に反映させることにより構築した。熱流動解析は、圧

縮性流体の質量保存式、運動量方程式およびエネルギー保存式を連成して解いた。電磁場解

析で求めた発熱量分布をエネルギー保存式の発熱項に反映させてプラズマ炉の温度分布と

流速分布を求め、福井県工業技術センターのアークプラズマ炉を対象にモデルの検証を行っ

た。図Ⅲ-2-A6-1に多相プラズマ加熱モデルにより算出したプラズマ場の電流分布、温度分

布およびガス流速分布の例を示す。 

 

Ⅲ-15 

Ⅲ-16 

λ=1400-1700nmλ=1400-1700nm λ=1400-1700nmλ=1400-1700nm

(a)シャッター時間 5.5μs    (b) 同 150μs 
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図Ⅲ-2-A6-1． 多相プラズマモデルによる電流・温度・ガス流速分布の算出例 

 

 液体燃料燃焼モデルは、NEDO 先導研究において開発したガス燃料燃焼モデルを拡張し、

数式化した液滴の蒸発挙動を新たに加えることにより構築した。このモデルを日産100 トン

想定の気中溶融炉に適用して、図Ⅲ-2-A6-2に示すように重油燃焼による予測計算を行い、 

所期の結果を得た。 

 迅速化技術に関しては、入出力を対話型で行うためのグラフィック・ユーザー・インター

フェースの開発と計算の高速化を実施した。高速化は圧力・運動方程式の反復回数最適化法

および代数的マルチグリッド法を併用することにより、熱流動解析の速度を約10 倍速め 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-A6-2．日産100トン想定の気中溶融炉における重油燃焼の予測結果 

左図：温度分布と速度分布、右図：n-デカンの質量分率分布 

 

ることに成功した。１トン規模試験炉のシミュレーションは、気中溶融から融液熱流動・清

澄までの全プロセスについて行ったが、原料飛散率の値に不一致が生じ気中溶融モデルの改

良が必要と判断された。 

平成２１年度には、スターラーによる攪拌モデルの開発と耐火物の侵食モデルの開発を行

うとともに、エネルギー利用の効率化を図るため、熱精算予測モデルの向上を目指した。ス

ターラーによる攪拌モデルは、溶解槽に接続したフィーダーに設置した複数のスクリュー状

回転子によるガラス融液の均質化作用を予測するモデルである。溶解槽とフィーダーはそれ

Ⅲ-17 
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ぞれの空間精度が異なるので、両者の解析は互いに独立したメッシュを用い解析時間も独立

して計算し、その後に連成機能を用いて接合する方式とした。図Ⅲ-2-A6-3に攪拌モデルの

計算例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-A6-3．スターラーによる流れの計算例（回転数60rpm） 

 

 耐火物の侵食モデルは、ガラス溶融槽を構成するガラス接触耐火物における侵食過程をシ 

ミュレーションによって模擬し、気中溶融炉の耐用年数を予測しようとするものである。耐

火物の被侵食特性は、実験的に動的侵食試験によって求め、それによって侵食関数のパラメ

ータを決定する。溶解槽中のガラス融液の解析時間は、実時間で数時間、耐火物の侵食は、

実時間で数か月を単位とするので、時間スケールの違いを考慮したモデルを構築した。図Ⅲ

-2-A6-4に、炉の寿命を支配するスロート部の計算例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-A6-4．スロート部耐火物の侵食前後の計算例 

 

 熱精算予測モデルの向上については、原料粒子のガラス化反応に関連するエネルギーの詳

細を積算し、予測精度を向上させた。具体的には、①固体原料の加熱エネルギー、②ガラス

原料固体からガラス状態液体への変換エネルギー、③生成されたガラス融液の最高到達温度

までの加熱エネルギー、④原料の分解反応によって発生したガスの加熱エネルギー、をそれ

ぞれ見積もった。その結果をもとに、１ton/day試験炉のシミュレーションを行った。図Ⅲ

-2-A6-5は原料粒子投入時の燃焼計算と火炎中心の温度分布、図Ⅲ-2-A6-6は火炎断面の流

速分布、図Ⅲ-2-A6-7は原料粒子の加熱状況の予測結果である。 
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研究開発項目②ガラスカレット（再生材）高効率加熱技術開発 

Ｂ．ガラスカレットを原料として利用するための高効率で加熱する技術 

Ｂ-１．ガラスカレット高効率加熱技術 （東洋ガラス） 

 カレット予熱装置の設計・製作に必要な基礎データを収集するためにカレットの予熱実

験を平成２１年２月に行なった。直径0.3ｍ×長さ3.4ｍのガス加熱式ロータリーキルンを使

用し、透明ガラスびんを粉砕して得た粒径1～4mm の乾燥カレットを被加熱物とした。加熱

温度、キルン内滞留時間などの加熱条件を変えて実験を行ない、滞留時間10 分で550℃まで

加熱することができ、ダンゴ状にならず低粉塵でカレットの予熱が可能との結論を得た。カ

レット予熱装置と予熱されたカレットを試験炉に供給する装置の設計のため、着色カレット

図Ⅲ-2-A6-5．原料粒子を投入した場合の燃焼計算（左図）と火炎中心の温度分布（右図）

図Ⅲ-2-A6-6．火炎断面の 

       流速分布 

Ⅲ-18 

図Ⅲ-2-A6-7．原料粒子の加熱状況 

msecmsec
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の加熱効率についても調査し、550℃まで予熱されたカレットも外気に触れると比較的短時

間のうちに冷却されることが今回の実験で判明したため、装置内の保温に留意することとし

た。カレット予熱装置の製作は平成２２年1 月に完了した。図Ⅲ-2-B1-1に製作した装置を

示す。粒径１～４mm のカレットを使用してカレット予熱装置単独での試運転調整を行い、

500℃までカレットの予熱が可能であることを確認した。また、カレット粒度を変更したテ

ストを行い、粒径１mm 未満のカレットも430℃まで予熱できた。表Ⅲ-2-B1-1および図Ⅲ

-2-B1-2に試験条件と試験結果をそれぞれ示す。今後、さらに単独での運転を続け、最適な

運転条件（滞留時間、設定温度）を得る予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-B1-1．カレット予熱装置の外観と内部 

 

表Ⅲ-2-B1-1. 粒径1mm以下カレット 

      予熱試験条件 

 

図Ⅲ-2-B1-2．粒径1mm以下カレット予熱試験結果  

 

カレットを原料とした溶融実験を気中加熱実験用試験炉で、1,942kcal/kg-glass の条件

で７時間行い、カレットの溶融が可能であることを確認した。表Ⅲ-2-B1-2、図Ⅲ2-B1-3お

よび図Ⅲ2-B1-4にそれぞれ試験条件と結果、サンプリングしたガラス、および、ガラス融液

の時間推移を示す。最適な運転条件を求めるために、原料投入量や原料粒度を変更した実験

も行ない、Na2O 成分の揮散や発生する泡への影響について評価を開始した。 
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カレットサイズ 1mm以下

設定温度 600℃

ガス量 1.8Nm3/h

投入量 50kg/h

滞留時間 30分
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表Ⅲ-2-B1-2． 溶融実験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

                       図Ⅲ-2-B1-4．カレット時の融液温度推移 

 

 

研究開発項目③ガラス原料融液とカレット融液との高速混合技術開発 

Ｃ．ガラス原料融液とカレット融液とを高速で混合する技術 

Ｃ-１．高速混合技術 （東洋ガラス） 

撹拌装置の設計を目的に以下のことを行った。既に実用化されているガラスびんでのフォ

アハース（FH）着色事例について、高速均質化のモデルとして2000 年以降の比較的最近の

文献を対象に調査を行った。その結果、フェロー社（仏）、TNO とフィリップス社のグルー

プ（蘭）、ゾルグ社（独）及びシスカム社（トルコ）などで研究が行われており、なかでも、

三次元シミュレーションによる均質化工程の解析が進んでいること、BH-F 社（伊）、KTG 社

（独）等から、着色用FH や撹拌装置などが市販されていることも判った。関連特許につい

ても調査を実施し、撹拌子形状を検討するための実験装置の仕様を検討し購入・設置した。

既存のFH では撹拌子が1350℃程度で使用されるのに対して、気中溶融での高速均質化では

1500℃程度となることが予想されるため、耐火物の耐久性が問題となる可能性があり、撹拌

子耐火物の浸食実験を行うための炉の仕様を検討した。 

撹拌装置は平成２２年1 月に設置工事を完了した。図Ⅲ-2-C1-1に試験炉に取り付けた状
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図Ⅲ-2-B1-3．サンプリングガラスの例 

      （カレット径：１mm 以下）

カレット粒径 １～４mm 1mm以下

カレット投入量 75kg/h 75kg/h

エネルギー原単位 1,942kcal/kg 1,942kcal/kg

燃料ガス量 15Nm3/h 15Nm3/h

バーナ高さ 800mm 800mm

融液温度 1345℃ 1315℃

溶融状態 フレーム下 カレット粒が見える カレット粒見えない

（1295℃） （1311℃）

泡層 硬い 軟らかい

フレーム 透明 黄色（Naの発光）
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態の撹拌子を示す。同年３月の溶融実験で耐火物製スクリュータイプ撹拌子を使用した撹拌

実験を回転数7.3 回転/分の条件で行い、撹拌子１対のみの撹拌で顕著な均質度の改善効果

を確認した。表Ⅲ-2-C1-1、図Ⅲ-2-C1-2に攪拌前後のガラスを示す。今後、撹拌子の回転数

あるいは形状を変えて評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図Ⅲ-2-C1-1．試験炉に取り付けた撹拌子 

 

    表Ⅲ-2-C1-1．攪拌時の運転条件 

                       

 

 

Ｃ-２．混合融液の均質性評価技術 （物質･材料研究機構）  

シュリーレン装置を購入し、平板状ガラス試料のシュリーレン透過像を得る環境を整備し

た。顆粒状原料をルツボにて溶解して溶融初期（均質化初期）のガラスを作製し、研磨して

シュリーレン計測用の試料を作製した。試料のシュリーレン像から泡と成分のムラ（脈理）

の分離認識を市販の画像処理ソフトを用いて行った。認識は泡と脈理の形状の違いを活用し

て行った。分離後、それぞれを消去処理して独立の評価用画像（泡像、成分のムラ像）を作

成した。均質化初期段階のガラスのシュリーレン像は脈理像が支配的で泡の画像はほとんど

隠れてしまう事が明らかとなった。したがって、均質化初期段階のガラスについては脈理を

シュリーレン画像で評価し、泡の分布等は可視画像を用いて調べるのが最適であることが分

かった。即ち、可視光画像、シュリーレン画像の特徴を利用した像分離であり、泡画像は可

視画像から、そして、脈理画像はシュリーレン像から得られることになる。また、泡が混在

している画像より泡画像を選択的に消去するのは、市販の画像処理ソフトの標準ルーチンを

撹拌子

形状 スクリュー

本数 2本ｘ1対

回転数 10rpm

回転方向 上向き

エネルギー原単位 1,879kcal/kg

燃料ガス量 14Nm3/h

原料投入量等　 85kg/h
バーナ高さ 800mm

融液温度 1,380℃

均質度 良好

スクリュー

2本ｘ1対

7.3rpm

上向き

1,597kcal/kg

14Nm3/h

100kg/h

800mm

1,300℃

良好

撹拌子

形状 スクリュー

本数 2本ｘ1対

回転数 10rpm

回転方向 上向き

エネルギー原単位 1,879kcal/kg

燃料ガス量 14Nm3/h

原料投入量等　 85kg/h
バーナ高さ 800mm

融液温度 1,380℃

均質度 良好

スクリュー

2本ｘ1対

7.3rpm

上向き

1,597kcal/kg

14Nm3/h

100kg/h

800mm

1,300℃

良好

50mm50mm

撹拌前のシュリーレン像

撹拌後（1対,　7.3rpm, 1.3hr）

50mm50mm

図Ⅲ-2-C1-2．撹拌前後のガラスの

      シュリーレン像 
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利用して実施することが可能であることを明らかとした。泡エッジの強調による泡の明確な

認識と明暗反転や画像の加算・減算処理を組み合わせることで泡画像を取り除き、更にその

跡をできるだけ乱さないような処理が可能であることが分かった。 

平成２１年度には平板状ガラス試料の可視画像による泡径分布解析法を開発した。均質化

初期のガラスは多くの泡と組成ムラを含んでいる。両者の形状の違いから画像処理により分

離する方法は平成２０年度に開発したが、多量に泡を含む試料から組成ムラ画像を分離して

も泡の存在した部分の修復が完全ではないため正確な画像が得られない。このため多量に泡

を含むガラスについては組成の均質性を評価しても実用上意味がない。そこで残留泡の解析

については組成ムラ情報を含むシュリーレン画像ではなく可視画像を用いて解析すること

とし、その方法を開発した。解析手順を以下に示す。  

・平板状に鏡面研磨したガラス試料の透過拡大写真を、底面、中程、正面の３カ所に

ピントを合わせて撮影する。  

・撮影した画像を合成して１枚の写真としその後２値化処理を施して泡の輪郭を強調

したモノクロ画像とする。  

・ ２値化処理後の画像を画像処理手法を用いて解析し、泡の個数、大きさを計測し

集計する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-C2-1．種々の方法での泡解析結果の比較  

 

開発段階で２値化後に画像を合成する手順も試みたが、輪郭が不明瞭な大きな泡が２値化

処理により複数の小さな泡に分解されてしまうことがあり大きな誤差を生じた。 

図Ⅲ-2-C2-1に解析例を示す。手作業で解析した結果と本開発法で解析した結果が同様の

結果を与えている。 

組成ムラについてはシュリーレン像を画像処理してその大きさの確率分布を求めると共

にシュリーレン画像の輝度のバラツキを調べてムラの程度を定量評価する方法を開発した。 

手順は以下の通り。        

・画像のピクセル単位の輝度値を集計して標準偏差を求める。これを組成ムラの平均

的なバラツキ情報、即ち、ムラの程度を定量する指標とする。  

・画像をフーリエ変換し、変換画像の中心からドーナツ状に画像を切り出して逆フー

リエ変換しドーナツの大きさに含まれる規則性画像分の実画像を得る。この画像の
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輝度を求めこの相関距離のムラの存在確率とする。  

・ドーナツ径を変えて画像処理し最終的にムラの大きさ分布を反映した動径分布を求

め、大きさ分布の情報とする。  

 

図Ⅲ-2-C2-2 に市販ガラスについて求めた動径分布曲線の例を示す。分布は 5mm 程度まで

なだらかに減少し、組成ムラの周期は 5mm 程度以内であることを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-C2-2．動径分布曲線例  

 

図Ⅲ-2-C2-3 に種々のガラスについて求めた標準偏差値および動径分布曲線の一定動径

範囲(0.5mm～4.5mm)の積分値の相関を示す。この積分値は組成ムラの存在量中の周期的成分

の存在量を示す指標となる。両指標間には良い相関が認められ、これらの指標は、ガラスの

組成ムラの程度、即ち、分布の広がりの程度と周期的に捉えたムラの存在量の定量評価に使

用できる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-C2-3．標準偏差値と積分値の相関 

 

ガラスの着色の測定結果への影響を調べるため種々の着色ガラスを実験室で作製し、そ

のシュリーレン像から求めた動径分布曲線を比較した。その結果を図Ⅲ-2-C2-4に示す。動
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径分布曲線に違いがほとんど見られず着色の影響はかなり小さいことが分かった。均質化処

理の目標値を設定するときの基準とするため、種々の市販ビンガラスの均質性を開発した方

法で評価した。図Ⅲ-2-C2-5にその結果の一部をまとめた。 無色ガラス、着色ガラス合わせ

て標準偏差値がおよそ１０～７８の広範囲に分布している。ビンガラスが様々な用途で用い

られるため様々な品質で製造されているためと考えられるが、ビールのような高い内圧に耐

えられるような安全性に見合う品質が要求される飲料の瓶については標準偏差値が１０～

２０程度の値となっている。通常の用途のガラス瓶については４０～７０程度であった。標

準偏差値で７０以下となれば実用に供し得る品質であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-C2-4．種々の着色ガラスの動径分布曲線 
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図Ⅲ-2-C2-5．市販瓶ガラスのシュリーレン像の輝度標準偏差値 
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平成２２年度では組成ムラの大きさ分布の情報を解析する手法の開発を進めている。観察

視野内での組成ムラの延伸方向が一方向でかつ直線的であることに着目し、二値化シュリー

レン像をムラの延伸方向を解析座標Ｘ軸に平行となるように回転したのちに汎用大きさ分

布計測解析ルーチンを用いて解析した。図Ⅲ-2-C2-6に解析手順および解析例を示した。泡

のサイズを解析する場合と同様の方法である。泡の場合は両軸で同じ大きさであるが、ムラ

の場合は異なる。即ち、Ｘ軸方向がムラの長さを、また、Ｙ軸方向がムラの幅の情報を与え

てくれる。最終的に図に示したグラフのようにムラの長さと幅の分布情報が得られる。情報

は両軸で独立であるのであくまでも統計的な分布情報であるが均質性を定量評価する上で

十分有効な情報である。視野内で渦を巻くようなムラの場合について本方法は適用できない

が、一般的な組成ムラは直線上に延伸することが多いので実用上問題ないと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-2-C2-6. 解析手順および解析例 
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表Ⅲ－２－１．研究開発項目ごとの成果・達成度 

  目 標（H22 年度末）    これまでの研究開発成果 達成度 コメント 

①「インフライトメルティ

ング技術開発」 

A-1 プラズマ･酸素燃焼炎加

熱のハイブリッド化技術

（東工大渡辺研） 

(H22)多相アーク電極消耗

量を 50mg/min 以下にする。 

30 分以上の安定したハイブ

リッド加熱を実現。 

(H20)５分間の安定したハイブリッド加

熱を実現（H21 に９分間まで実施） 

(H21)電極消耗量 200mg/min 以下を達成 

(H22 見込み) 

電極構造と冷却システムの改良により

電極消耗量 50mg/min 以下を達成し、加

熱設備の改良により 30 分以上の安定し

たハイブリッド加熱を実現した。 

○  

A-2 プラズマ･酸素燃焼炎加

熱の高付加価値ガラスへの

適用性評価（旭硝子） 

 (H22)液晶用ガラスに対す

るプラズマおよび／または

ハイブリッド加熱の特徴を

明確にする。泡挙動の観

察・解析が可能なブロック

状メルトサンプルを作製。 

(H20)B2O3 残存率 73％、ガラス化率 87％

まで達成。（H21 に 87％－90％まで達成） 

(H21) 気孔率の測定サンプルを作製。 

(H22 見込み) 

ブロック状メルトサンプルの作製装置

を改良することにより、気中溶解した液

晶用ガラスの泡挙動等を評価し、プラズ

マ加熱の特徴を明確化できる見込み。 

○  

A-3 超高効率気中加熱用試

験炉開発及びエネルギー低

減技術（東洋ガラス） 

(H22) カレットなしソー

ダ石灰ガラスを溶融エネル

ギー1000kcal/kg-glass 以

下でかつ必要なガラス化率

を試験炉で達成。 

(H20) 計画どおり試験炉製作完了。 

(H21) 1月～3月にかけて２日連続連続

運転３回実施。１週間連続（ガラス溶解）

の運転機能確認まで達成。 

(H22 見込み) 

バーナーの改良等で、必要なガラス化率

を 1000kcal／kg-glass 以下で達成でき

る見込み。 

○  

A-4 超高効率気中加熱用原

料及び溶融ガラス品質の評

価 

（旭硝子） 

(H22)ガラス原料造粒体１

種類以上を支給。 

ガラス中に残存する直径１

mm 以上の気泡が 0.1 個／kg

以下の均質ガラスを得る。 

(H20)3450kcal/kg-glass の運転で、1mm

以上の泡数 30 個/ｇ以下を達成。 

(H21) 1600kcal/kg-glass の運転で、1mm

以上の泡数 10 個/ｇ以下を達成。 

(H22 見込み) 

適正なガラス原料造粒体と均質性評価

により、1mm 以上の気泡 0.1 個/kg 以下

の均質ガラスを得る見込み。 

○  
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A-5 気中溶融特有の現象と

融液挙動の解明（東工大矢

野研） 

(H22) インフライトメルテ

ィング挙動および形成され

たガラス融液中の清澄挙動

の直接観察と溶融雰囲気に

与える影響の評価。融液中

のガス成分濃度測定。ガラ

ス物性を定量評価。 

(H20)観察炉を設置し評価を開始した。 

(H21) 清澄挙動を評価した。ガラス内包

ガスの分析を開始した。 

(H22 見込み) 

インフライトメルティング挙動および

清澄挙動の直接観察と溶融雰囲気に与

える影響について評価できる見通し。融

液中のガス成分の濃度測定とガラス物

性の定量評価も実施できる見込み。 

○  

A-6 シミュレーション予測

と高精度迅速化技術（NGF） 

(H22) 試験炉の熱収支内訳

をシミュレーションで±

13％の精度で予測。 

 

 

(H20)多相アークプラズマモデル及び液

体燃料燃焼モデルの２モデルを構築し

た。 

(H21)融液撹拌モデル及び耐火物侵食モ

デルの２モデルを構築した。 

(H22 見込み) 

シミュレーションモデルの改良により、

試験炉の熱収支内訳をシミュレーショ

ンで±13％の精度で予測できる見込み。 

○  

②「ガラスカレット（再生

材）高効率加熱技術開発」 

B-1 ガラスカレット高効率

加熱技術（東洋ガラス） 

 (H22)カレット高速加熱技

術の見通しを立て、カレッ

トの 1200℃までの昇温時間

１分以内を達成。 

 

(H20)カレット供給及びカレット予熱の

装置を設計し製作に着手した。 

(H21)1942kcal/kg-glass の運転で、６時

間連続でカレットを高速溶融した。 

(H22 見込み) 

気中溶融法により高速加熱の見通しが

立ち、カレット粒径の適正化等により泡

層生成を抑制し、カレットの 1200℃まで

の昇温時間１分以内が達成できる見込

み。 

○ 

 

 

 

③「ガラス原料融液とカレ

ット融液との高速混合技術

開発」 

C-1 高速混合技術（東洋ガラ

ス） 

 (H22)透過光評価で均一に

混合するまでの時間として

４時間以内を達成。 

 

(H20)撹拌装置の設計に着手した。 

(H21)撹拌装置を作製して炉に接続し、

評価サンプルを採取した。 

(H22 見込み) 

３対の撹拌子による運転条件の適正化

により、４時間以内の撹拌操作での均一

化は達成可能な見込み。 

○  
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C-2 混合融液の均質性評価

技術（NIMS） 

 (H22) 泡と組成ムラを分

離して検出し、その存在量

変化を定量化することによ

り、均質性評価技術を確立。 

 

(H20)画像処理により泡画像を分離する

方法を開発した。 

(H21)泡と脈理を分離後定量評価する手

法を開発した。 

(H22 見込み) 

泡と組成ムラを分離して検出し存在量

変化を定量化する方法により、均質性評

価技術を確立できる見込み。 

 

○ 

 

 

達成度→中間目標大幅達成：◎，本年度中に中間目標達成：○， 

中間目標達成見込み：△，中間目標未達：× 

 

表Ⅲ－２－２．特許、論文、外部発表等の件数（内訳） 

   区分 

年度 

特許出願     論 文 その他外部発表 

  国内  外国 PCT 出願 査読付き その他 

H20FY ０件 ０件 ０件 ５件 ５件   １３件 

H21FY １件 ０件 ０件 ４件 ７件    ３件 

 

表Ⅲ－２－３．特許出願等 

出願番号 発明の名称 出願人 

特願２００９－１９８４７７ 造粒体の製造方法およびガラス製品の製造

方法 

旭硝子(株) 

 

表Ⅲ－２－４．平成２０年度 論文発表実績 

発表年月日   発表媒体   発表タイトル   発表者 

平成 20 年 

5 月 

Chemical 

Engineering 

Journal, 139 (2), 

p.390-397 (2008.5)

A Multi-Phase AC Arc Discharge and Its 

Application for In-Flight Glass Melting 

 

YaochunYao, 

Md.Mofazzal 

Hossain,Takayuki 

Watanabe,Fuji  

Funabiki,and 

Tetsuji Yano 

平成20 年 

6 月 

 

 

Science and 

Technology of 

Advabnced 

Materials, 9 (2), 

p.025013 (2008.4-6)

 

An Innovative Energy-saving 

In-flight Melting Technology and 

its Application to Glass Production 

T. Watanabe, 

S. Inoue ほか 
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平成 20 年 

8 月 

 

Thin Solid Films, 

516 (19), 

p.6622-6627 

(2008.8) 

Effects of Feed rate and Particle Size on 

the In-Flight Melting Behavior of 

Granulated Powders in Induction Thermal 

Plasmas 

Yaochun Yao, Md. 

Mofazzal Hossain, 

Takayuki 

Watanabe,Tomoyuki 

Tsujimura,Fuji 

Funabiki,and 

Tetsuya Yano 

平成 20 年 

10 月 

Chemical 

Engineering 

Journal, 144 (2), 

p.317-323 (2008.10)

Investigation on In-Flight Melting 

Behavior of Granulated Alkali-Free Glass 

Raw Material in 12-Phase AC Arc 

Yaochun Yao, 

Kazuyuki Yatsuda, 

Takayuki Watanabe, 

Fuji Funabiki, and 

Tetsuji Yano 

平成 20 年 

12 月 

Journal of American 

Ceramic Society, 91 

(12), p.3908-3914 

(2008.12) 

In-Flight-Melted Soda-Lime-Silica Glass 

by RF Induction Thermal Plasma 

Fuji Funabiki, 

Tetsuji Yano, 

Yaochun Yao, and 

Takayuki Watanabe

平成20 年 

10 月 8 日 

第9 回アジア太平洋

プラズマ科学技術会

議（中国・黄山） 

Characteristics of Multi-Phase AC 

Arc Discharge for Innovative Glass 

Production 

八田和之， 

渡辺隆行 

平成20 年 

10 月 8 日 

第9 回アジア太平洋

プラズマ科学技術会

議（中国・黄山） 

In-flight Melting Behavior of 

Different Glass Raw Materials in 

12-Phase AC Arc 

Yao Yaochun、八 

田和之，渡辺隆行 

，矢野哲司 

平成21 年 

2 月 2 日 

プラズマ科学シンポ

ジウム（名古屋） 

In-Flight Melting Behavior of 

Different Glass Materials in Multiphase 

AC Arc 

渡辺隆行，八田和

之，Yao Yaochun，

矢野哲司 

平成21 年 

2 月 2 日 

プラズマ科学シンポ

ジウム（名古屋） 

Generation of Multi-Phase AC Arc for 

In-Flight Melting of Granulated Glass Raw 

Materials 

八田和之， 

Yao Yaochun， 

渡辺隆行 

平成21 年 

3 月 18 日 

 

化学工学会第74 年

会（横浜） 

ガラス造粒粉体のインフライト溶融に用い

る多相アーク発生技術 

八田和之， 

Yao Yaochun， 

渡辺隆行 

 

 

表Ⅲ－２－５．平成２１年度 論文発表実績 

平成21 年 

8月 

Chemical 

Engineering 

Journal, 150 (2-3),

In-Flight Melting Mechanism of 

Soda-Lime-Silica Glass Powders for 

Glass Production by Argon-Oxygen 

M. M. Hossain, Y. 

Yao, 

T. Watanabe, 

Ⅲ-31 



事業原簿 【公開版】 
 
 

 

p.561-568 (2009.8) Induction Thermal Plasmas F. Funabiki, 

T. Yano 

平成21 年 

10月 

Plasma Chemistry 

and 

Plasma Processing, 

29 (5), p.333-346 

(2009.10) 

Characteristics of Multi-Phase 

Alternating Current Arc for Glass 

In-Flight Melting 

Y. Yaochun, 

K. Yatsuda, 

T. Watanabe, 

T. Matsuura, T. 

Yano 

平成21 年 

6月15-16 日 

第22 回プラズマ材

料科学シンポジウム

（東京大学） 

Generation of multi-phase AC arc for 

in-flight melting of granulated glass raw 

materials 

渡辺隆行，八田和

之， 

Y. Yaochun， 

松浦次雄 

平成21 年 

7月26-31 日 

第19 回プラズマ化

学国際シンポジウム

（ドイツ・ボッフム）

Innovative In-Flight Glass Melting 

Technology Using Thermal Plasmas 

渡辺隆行 

平成21 年 

7月26-31 日 

第19 回プラズマ化

学国際シンポジウム

（ドイツ・ボッフム）

Generation and Characterization of 

Multi-Phase AC Arc for In-Flight 

Melting of Granulated Glass Raw 

Materials 

渡辺隆行， 

Y. Yaochun， 

八田和之， 

松浦次雄 

平成21 年 

9月13-16 日 

日本機械学会2009 

年度年次大会 

（盛岡大学） 

Generation of Multi-Phase AC Arc for 

In-Flight Melting of Granulated Glass Raw 

Materials 

渡辺隆行 

平成21 年 

10月30 日 

第50 回ガラスおよ

びフォトニクス材料

討論会（京都大学）

革新的気中溶解技術が拓くガラス 

溶融の未来 

井上 悟、渡辺隆行、

矢野哲司、酒本修、

佐藤敬蔵、伊勢田徹

平成21 年 

3月15 日 

プラズマ支援燃焼研

究会（大阪大学） 

多相交流アークと酸素燃焼炎のハ 

イブリッド・インフライト加熱によ 

るガラス製造プロセス 

渡辺隆行 

平成21 年 

3月18-20 日 

化学工学会 第75 年

会 （鹿児島大学） 

多相アークを用いたインフライト 

溶融ガラス粒子の特性 

市橋利夫，鶴岡洋

佑，渡辺隆行，矢野

哲司 

平成21 年 

3月18-20 日 

 

化学工学会 第75 年

会 （鹿児島大学） 

インフライト溶融ガラス製造技術 

に用いる多相アークの安定性 

鶴岡洋佑，市橋利

夫，渡辺隆行，松浦

次雄 

平成22 年 

3月22-24 日 

日本セラミックス協

会年会 

（東京農工大学） 

作製方法の異なるソーダライムガ 

ラス原料の溶融挙動の直接観察 

森島大樹、田口潤、

矢野哲司、 

柴田修一 
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表Ⅲ－２－６．その他外部発表（プレス発表等） 

 

 

 

年月日 発表媒体・内容等 

平成 20 年 

６月 21 日 

日本経済新聞１面 

取材先：旭硝子（株） 

平成 20 年 

８月 26 日 

NHK 総合 TV「クローズアップ現代」 

表題：グローバル・インフレの衝撃－転換する世界経済、日本は－ 

取材先：旭硝子（株） 

平成 20 年 

８月 26 日 

環境管理 平成 20 年 12 月号 解説記事投稿 

伊勢田徹「革新的ガラス溶融プロセス」 

平成 20 年 

9 月 1 日 

NGF 機関誌 New Glass No.90 解説記事投稿 

伊勢田徹「気中溶解法による革新的省エネルギーガラス溶解技術の研究成果」 

平成 20 年 

10 月 24 日 

電気硝子工業会第 30 回技術セミナー 

井上 悟「革新的ガラス溶融プロセス技術開発 －ガラス溶融の未来－」 

平成 20 年 

11 月 17 日 

日経ビジネス誌 2008 年 11 月 17 日号 

取材先：東洋ガラス（株）、旭硝子（株） 

平成 20 年 

11 月 30 日 

NHK 総合 TV「経済羅針盤」 

表題：逆境を好機に－世界企業の戦略－ 

取材先：旭硝子（株） 

平成 20 年 

12 月 8 日 

NEDO 省エネルギー技術フォーラム（東京） 

井上 悟「直接ガラス化による革新的省エネルギーガラス溶解技術の研究開発」 

平成 21 年 

1 月 26 日 

NGF 第 88 回ニューガラスセミナー（東京） 

井上 悟「革新的ガラス溶解技術研究開発」 

平成 21 年 

2 月 1 日 

プラズマ・核融合学会誌 2009 年 2 月号 解説記事投稿 

渡辺隆行「熱プラズマの非平衡性を利用するプロセスと高温を利用するプロセス」

平成 21 年 

2 月 6 日 

日本セラミックス協会ガラス部会ガラス製造技術講演会（東京） 

井上 悟「気中溶解プロセスを用いた革新的省エネルギーガラス溶解技術開発状

況」 

平成 21 年 

2 月 18 日 

NGF 第 94 回若手懇談会（東京） 

井上 悟「革新的ガラス溶解技術研究開発状況」 

平成 21 年 

3 月 1 日 

NGF 機関誌 New Glass No.92 解説記事投稿 

伊勢田徹「NEDO“革新的ガラス溶融プロセス技術開発”プロジェクトの概要」 

平成 21 年 

9 月 28 日 

NGF ガラス科学技術研究会講演（東京） 

渡辺隆行「熱プラズマを用いたインフライト溶融によるガラス製造」 

平成 21 年 

12 月 1 日 

旭硝子研究所報告 第 59 号（平成 21 年 12 月）解説記事投稿 

酒本 修「革新的省エネルギーガラス溶解技術」 

平成 22 年 

3 月１日 

NGF 機関誌 New Glass No.96 解説記事投稿 

渡辺隆行「インフライト溶融によるガラス製造のための熱プラズマ発生技術」 
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Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて 

1.実用化、事業化の見通し 

 ガラス溶融炉の寿命は、３～１０年と長寿命であることからガラス産業全体への普及は

徐々にしか進まず、２０１５年よりエレクトロニクス用等の特殊ガラス（小型炉）から実用

化が開始される。それらは、品質要求と付加価値が比較的高く、生産規模が小規模または他

品種中規模の製品であり、例えば、下図の磁気ディスク用ガラス（ノート PC 用）、非球面モ

ールドレンズ（デジカメ、ブルーレイディスク等）、化粧びんなどである。（図Ⅳ-1-1） 

 

 

 

 

 

        磁気ディスク用ガラス        非球面モールドレンズ    

           図Ⅳ-1-1． 小型ガラス炉の用途先 

 

それからは、気中溶融技術の実績と高歩留り、低コスト性等が評価されて、普及が急速に

進み、国際競争力のある平面ディスプレイ用ガラス、照明機器用ガラス（図Ⅳ-1-2）を含む

小～中型炉に展開される。また、大型化への基盤技術が整備されて、ガラスびん、長繊維ガ

ラス、グラスウール（短繊維ガラス）、太陽電池用高透過性板ガラス（図Ⅳ-1-3）を含む中型

炉にも展開される。２０２０年には、小型炉の約５割、フラットパネルディスプレイ用の炉の約３

割、中型炉の約３割に導入と想定している。 

 

 

 

 

 

 

    LED 信号機レンズ       照明機器用ガラス   平面ディスプレイ用ガラス 

              図Ⅳ-1-2．中型ガラス炉（1部）の用途先 

 

 

 

 

 

 

  ガラスびん      長繊維ガラス    グラスウール     太陽電池用板ガラス 

図Ⅳ-1-3． 中型ガラス炉の用途先 

Ⅳ-1 
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    さらに２０３０年においては、板ガラス等（図Ⅳ-1-4）の大型炉にも展開され、小型炉の

約７割、フラットパネルディスプレイ用の炉の約５割、中型炉の約５割に導入と想定している。     

 

 

 

 

       自動車用板ガラス            建築用板ガラス 

図Ⅳ-1-4． 大型ガラス炉の用途先 

 

    以下にロードマップと導入予定時期についての関係を示す。 

 

         図Ⅳ-1-5． ガラス炉の用途先．実用化・事業化シナリオ 

 

   また、想定される導入計画を下記に示す。

 
          図Ⅳ-1-6． ガラス炉の用途先図．設備導入計画    

                                     以上 
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エネルギーイノベーションプログラム基本計画 

 

                                 平成２２年４月１日 
                                  産業技術環境局 
                                  資源エネルギー庁 
１． 目的 

「新成長戦略（基本方針）」（２００９年１２月閣議決定）に記載されている我が国の強

みを活かした「課題解決型国家」の実現に向け、世界をリードする「グリーンイノベーショ

ン」などを迅速に推進し、課題解決とともに新たな成長の実現を目指す。 

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネル

ギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構

築に取り組んでいくことが不可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間を要すると

ともに大規模投資を伴う一方で将来の不確実性が大きいことから、民間企業が持続的な取組

を行うことは必ずしも容易ではない。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方

向性を示し、官民双方がこの方向性を共有することで、長期にわたり軸のぶれない取組の実

施が可能となる。 

エネルギー安全保障の確立や、世界全体の温室効果ガスを２０５０年までに半減すると

いう長期目標を達成するため、以下に政策の柱毎に目的を示す。 

１－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

１９７０年代以来、官民をあげて省エネルギーに取り組み、産業構造の転換や新たな

製造技術の導入、民生機器の効率改善等により世界最高水準の省エネルギーを達成して

いる。今後、「新・国家エネルギー戦略」に掲げる、２０３０年までにＧＤＰあたりのエ

ネルギー利用効率を約３０％向上を実現していくためには、産業部門はもとより、全部

門において、総合エネルギー効率の向上に資する技術開発とその成果の導入を促進する。 

１－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

ほぼ１００％を石油に依存する運輸部門は、我が国エネルギー需給構造上、最も脆弱

性が高く、その需給構造の次世代化は、将来に向けた早急な対策が不可欠な課題となっ

ている。 

「新・国家エネルギー戦略」に掲げる目標（２０３０年に向け、運輸部門の石油依存

度が８０％程度となることを目指す）の実現のためにも、官民が中長期的な展望・方向

性を共有しつつ、技術開発と関連施策を推進する。 

１－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーは、エネルギー源の多様化や地球温暖

化対策の観点から重要である。しかし、現時点では経済性や出力安定性といった普及へ

向けての課題が存在する。 

そのため、これらの課題解決に向けた技術開発の推進及び新エネルギーの導入促進の

ための関連施策の実施により、更なる新エネルギーの普及を推進する。 

１－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

原子力発電は供給安定性に優れ、運用時にＣＯ２を排出しないクリーンなエネルギー

源である。安全確保を大前提に核燃料サイクルを含む原子力発電を着実に推進する。 
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１－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

化石燃料資源の大宗を輸入に依存する我が国にとって、その安定供給の確保は国家安

全保障に直結する課題である。このため、石油・天然ガス等の安定供給確保を目指し、

我が国企業による資源国における資源開発等に対する支援等の施策を進めるとともに、

その有効かつクリーンな利用を図る。 

 

 

２．政策的位置付け 

○ 「新成長戦略（基本方針）」（２００９年１２月閣議決定） 
 「（１）グリーンイノベーションによる環境・エネルギー大国戦略」及び「（５）

科学・技術戦略立国戦略」に対応。 

○ 低炭素社会づくり行動計画（２００８年７月閣議決定） 

２００８年６月の福田総理（当時）のスピーチ「福田ビジョン」等を受け、我が国が

低炭素社会へ移行していくための具体的な道筋を示すため、国全体を低炭素化へ動か

す仕組みや革新的な技術開発、国民一人ひとりの行動を促すための取組について策定。 

「環境エネルギー技術革新計画」や「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」等に

示された革新的技術の開発に５年間で３００億ドル程度を投入するという具体的な

目標が示された。 

○ 環境エネルギー技術革新計画（２００８年５月） 

温室効果ガスの大幅な削減を目指すだけでなく、エネルギー安全保障、環境と経済の

両立、開発途上国への貢献等を考慮し、以下の戦略等を策定。 

１．低炭素社会実現に向けた我が国の技術戦略 

２．国際的な温室効果ガス削減策への貢献策 

３．革新的環境エネルギー技術開発の推進方策 

○ Cool Earth－エネルギー革新技術計画（２００８年３月） 

２００７年５月の総理イニシアティブ「クールアース５０」を受け、世界全体の温

室効果ガスの排出量を現状に比して２０５０年までに半減するという長期目標を達

成するため、エネルギー分野における革新的な技術開発について検討をおこない、２

１の技術を選定。 

○ エネルギー基本計画（２００７年３月閣議決定） 

重点的に研究開発のための施策を講ずべきエネルギーに関する技術及びその施策

として、 

１． 総合エネルギー効率の向上に資する技術 

２． 原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保に資する技術 

３． 運輸部門のエネルギー多様化に資する技術 

４． 新エネルギーに関する技術 

５． 化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用に資する技術 

以上が位置づけられている。 

○ 新・国家エネルギー戦略（２００６年５月） 

世界最先端のエネルギー需給構造の実現を図るため 
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１． 省エネルギーフロントランナー計画 

２． 運輸エネルギーの次世代化計画 

３． 新エネルギーイノベーション計画 

４． 原子力立国計画 

以上の計画が位置づけられている。また、資源外交、エネルギー環境協力の総合

的な強化を図るため、「総合資源確保戦略」が位置づけられている。 

○ 第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定） 

国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な研究開発課題を

重視して研究開発を推進する「推進４分野」であるエネルギー分野、分野別推進戦略

（２００６年３月総合科学技術会議）における「推進４分野」であるエネルギー分野

に位置付けられている。 

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定） 

「京都議定書の約束を達成するとともに、更に「脱温暖化社会」に向けて長期的・

継続的な排出削減を進めるには、究極的には化石燃料への依存を減らすことが必要で

ある。環境と経済の両立を図りつつ、これらの目標を達成するため、省エネルギー、

未利用エネルギーの利用等の技術革新を加速し、効率的な機器や先進的なシステムの

普及を図り、世界をリードする環境立国を目指す。」とされている。 

 

 

３．達成目標 

３－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における「製造プロセス効率

向上」、民生・運輸部門における「省エネルギー」などにより、ＧＤＰ当たりのエネルギ

ー消費指数を２０３０年度までに少なくても３０％改善することを目指す。 

３－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

バイオマス由来燃料、ＧＴＬ、ＢＴＬ、ＣＴＬなどの新燃料、電気自動車や燃料電池

自動車などの導入により、現在ほぼ１００％の運輸部門の石油依存度を２０３０年まで

に８０％程度とすることを目指す。 

３－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーの技術開発や燃料電池など革新的なエ

ネルギー高度利用を促進することにより、新エネルギー等の自立的な普及を目指すこと

で、エネルギー源の多様化及び地球温暖化対策に貢献する。 

３－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

２０３０年以降においても、発電電力量に占める比率を３０～４０％程度以上とする

ことを目指すため、高速増殖炉サイクルの早期実用化、既設軽水炉代替へ対応する次世

代軽水炉の開発、軽水炉技術を前提とした核燃料サイクルの確立、放射性廃棄物対策な

どの技術開発を推進する。 

３－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

石油・天然ガスの化石燃料の安定供給確保を目指し、資源獲得能力の強化に資する先

端的な技術開発を推進するとともに、環境負荷低減のために化石燃料の効率的かつクリ

ーンな利用を促進するための技術開発・導入を目指す。 
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４．研究開発内容 

４－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

４－Ⅰ－ⅰ．共通 

（１）省エネルギー革新技術開発事業（運営費交付金） 

①概要 

テーマ公募型事業として、「挑戦研究」、「先導研究」、「実用化開発」及び「実証

研究」の４つのフェーズにおいて、革新的な省エネルギー技術の研究開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０２０年の温室効果ガス排出削減目標の達成に資するため、「Cool Earth-エ

ネルギー革新技術計画」を踏まえつつ、大幅な省エネルギー効果を発揮する革新

的な省エネルギー技術について研究開発・実用化を推進する。 

③研究開発時期 

２００３年度～２０１３年度 

 

（２）エネルギー使用合理化産業技術研究助成事業（運営費交付金） 

①概要 

産業界や社会のニーズに応える省エネルギー技術のシーズの発掘とその育成、

並びに、省エネルギー技術に関する次世代の研究リーダーの育成を図る。この目

的のため、産業界からの期待が高い技術領域・課題を提示した上で、大学や独立

行政法人の研究者等から研究開発テーマを募集する。厳正な外部評価によって省

エネルギー効果があり且つ独創的・革新的なテーマを選定し、研究者代表者個人

を特定して助成金を交付する。 

②技術的目標及び達成時期 

独創性のある研究者等を助成すると共に、中間評価ゲート方式が醸成する競争

的環境の下で企業との連携を強化させることにより、１０～１５年後の実用化が

有望な革新的省エネルギー技術の研究開発を促進する。本事業では革新的省エネ

ルギー技術の実用化への第１歩となる特許について、助成期間終了後の出願比率

を１００％とすることを目標とするとともに、省エネルギー技術に関する次世代

の研究リーダーの育成を図る。 

③研究開発期間 

２０００年度～ 

 

（３）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 
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４－Ⅰ－ⅱ．超燃焼システム技術 

（１）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

高炉ガスからの効率的な二酸化炭素分離と中低温排熱の有効活用及び水素を炭

素（コークス）の一部代替として鉄鉱石を還元する革新的製鉄プロセスの開発を

行う。 

②技術的目標及び達成時期 

最終的な技術開発目標として製鉄プロセスにおけるＣＯ２排出量を３０％削減

することを目指し、２０５０年までに実用化する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１７年度 

 

（２）資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発（運営費交付金） 

①概要 

高品位な製鉄材料（鉄鉱石・石炭等）の入手が困難になってきていることから、

原料使用量の低減及び、比較的入手が容易な低品位原料の使用拡大を図ることが

喫緊の課題となっている。本技術開発では、還元剤として低品位な石炭と鉄鉱石

の塊成物を開発し、炉内反応の高速化・低温化を実現することにより、省エネル

ギーで高効率な革新的製銑プロセスを開発する。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１１年度までに、①革新的塊成物の組成・構造条件の探索、②革新的塊成

物の製造プロセス、③革新的塊成物による高炉操業プロセスを開発する。これら

による効果は、年産４００万トン規模の中型高炉に適用した場合の炭材使用量の

うち高品位炭使用量が約８０％から６０％程度に削減可能となるとともに、革新

的塊成物を高炉に使用する操業技術の改良による還元材比の低減により、新開発

のプロセスを含めた製銑プロセスでの投入エネルギーは約１０％削減される。 

③研究開発期間 

２００９年度～２０１１年度 

 

（３）革新的ガラス溶融プロセス技術開発（運営費交付金） 

①概要 

プラズマ等による高温を利用し瞬時にガラス原料をガラス化することにより、

極めて効率的にガラスを気中で溶融（インフライトメルティング法）し省エネに

資する革新的ガラス溶融プロセス技術を開発する。 

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１２年度までに、インフライトメルティング法により原料を溶解する技術、

カレットをガラス原料として利用するため高効率で加熱する技術、カレット融液

とインフライトメルティング法による原料融液とを高速で混合する技術を開発す

る。 

 

 



 

(添付資料) 

事業原簿 【公開版】 

Ⅴ－6 

 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（４）革新的マイクロ反応場利用部材技術開発（運営費交付金） 

①概要 

マイクロリアクター、ナノ空孔などの精密反応場を利用し、反応分子の自由な

運動を活性種レベルで制御した革新的な化学反応プロセスと新機能材料創成技術

の確立を目指す。さらに、マイクロリアクターとナノ空孔反応場の組み合わせ、

各反応場とマイクロ波等のエネルギー供給手段との組み合わせにより協奏的反応

場を構成し、さらなる高効率生産等を可能にする基盤技術を開発する。これらの

技術の確立により、反応システムの小型化、多段プロセスの簡略化等を通じた化

学産業の製造工程等の省エネルギー化を図る。 

なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１０年度までに、マイクロリアクター技術、ナノ空孔技術を軸とし、これ

らに更にマイクロ波、超臨界流体等のエネルギー供給手段を組み合わせた協奏的

反応場を構成することにより、これまでにない革新的な化学反応プロセスを確立

し、新機能材料創成技術を実現する。さらに、これらの技術を用いて高性能・高

機能電子材料、医薬中間体などの部材を開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（５）鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発（運営費交付金） 

①概要 

  プラント、構造物や自動車等の革新的な高効率化、省エネルギー化、長寿命化、

安全・安心化を図るため、最新の科学的知見を導入し、鉄鋼材料及び鋼構造体を超

高機能化する基盤的研究開発を行う。具体的には、高強度鋼、高機能鋼の実用化拡

大の基盤となる (１)高級鋼厚板(高強度鋼、極低温用鋼、耐熱鋼)溶接部の信頼性・

寿命を大幅に向上する溶接施工技術（高密度・清浄熱源溶接技術）、及びクリープ

破壊、金属組織制御技術を基本とする溶接材料技術（クリープ破壊及び水素破壊の

機構解明等を踏まえた）の開発、(２)部材の軽量化を図るために強度、加工性等の

最適機能傾斜を付与する機械部品鍛造技術（駆動部材の信頼性確保のための耐疲労

破壊特性の向上を踏まえた）の開発を行う。 

 なお、本事業は、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、高級鋼厚板（高強度鋼・極低温用鋼・耐熱鋼）の溶接を

予熱・後熱なしに可能とする溶接技術と材料技術を開発するとともに、傾斜機能

部材の鍛造技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 
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（省エネルギー技術開発プログラム・新製造技術プログラム） 
「革新的ガラス溶融プロセス技術開発」基本計画 

 
                             省エネルギー技術開発部 
１．研究開発の目的・目標・内容 
（１）研究開発の目的 

我が国のガラス産業は全産業の約１％に相当するエネルギーを消費するエネルギー多消

費型産業である。その量は原油換算で毎年約２００万 KLにも及び、その大部分がガラス製

造における溶融工程で消費されている。また、最近では液晶やプラズマディスプレイなど

に用いられる高品質・高付加価値化ガラスの需要が増大の一途にあり、製造にかかるエネ

ルギー消費はますます拡大する傾向にあるため、ガラス製造に係る省エネルギーのための

抜本的技術開発は重要かつ緊急の課題であるが、 

ガラス製造者による省エネルギー化への改善努力も約１５０年前の技術がベースとなり

踏襲され続けているガラス溶解法の下では限界に達してきている。  

このため、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「ＮＥＤＯ技術開

発機構」という。）では、平成１７年度から平成１９年度にかけて「エネルギー使用合理化

技術戦略的開発プロジェクト」において酸素燃焼炎とプラズマを用いた気中溶解（インフ

ライトメルティング）法による省エネルギー型ガラス溶解技術の先導的技術開発を手掛け、

その有効性を確認したところである。 

ＮＥＤＯ技術開発機構は、この先導研究成果を踏まえてガラス産業における革新的省エネ

ルギー技術を確立するため、省エネルギー技術開発プログラムの一環として以下のプロジ

ェクトを実施する。 

本プロジェクトでは、気中溶解（インフライトメルティング）法を用いて、短時間でのガ

ラス原料溶解を実現する技術、高速で高効率にカレットを加熱する技術及び気中溶解によ

り生成したガラス融液とカレット融液とを高速で撹拌し均質なガラス融液とする技術の開

発を行い、最もエネルギーを消費するガラス原料溶解工程全般に亘る革新的技術の開発を

行うことを目的とする。これらの技術は、省エネルギー分野の技術戦略における技術マッ

プの「超燃焼システム分野」において「高効率加熱技術」「プラズマ加熱」に、また同ロー

ドマップの「プラズマ加熱」「高温下の短時間プロセス」に位置付けられている。また、気

中溶解（インフライトメルティング）法は短時間でのガラス溶解法であると同時に溶解炉

自体を小型化することも可能であることから、ガラス溶解過程のみならず製造品種切り替

えに要する時間の短縮と切り替え時に生ずる膨大な不良ガラスの排出削減、即ち固定エネ

ルギーの削減にも貢献し得る省エネルギー技術として期待されている。既に特許等の申請

により当該技術が海外においても認知されているところであり、我が国の省エネ対策及び

国際競争力を更に高めるためには早急に技術を確立していくことが必要である。 

本技術の確立により、びんガラスなどの製造に用いられている小型の溶解炉からディスプ

レイパネル用板硝子などを製造する中規模炉及び建築用や自動車用として大量に製造する

大規模炉のガラス製造に関わるいずれの溶解プロセスにも適用可能な基盤技術の形成が見

込まれ、我が国製造業の基盤的競争力の維持強化の環境整備を行うことにより新製造技術

プログラムにも位置付けられる。 

P０８０１９ 
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本開発プロセスが普及した場合、我が国のガラス業界全体で現行の溶融プロセスでの消費

エネルギーを約１／３程度に低減することが期待される。 
 
（２）研究開発の目標 
 ［中間目標：平成２２年度］ 
   ①気中溶解（インフライトメルティング）技術開発 

・カレットなしでガラスを製造する場合における溶解エネルギー： 
１０００kcal／kg-glass 以下でかつ必要なガラス化率の達成。 

②ガラスカレット（再生材）高効率加熱技術開発 
・カレットを適用できる気中溶解技術の成立。 
・カレットの１２００℃までの昇温時間：１分以内。 

③ガラス原料融液とカレット融液との高速混合技術開発 
・均一に混合するまでの時間：４時間以内。 
・均質性評価技術の確立。 

 ［最終目標：平成２４年度］ 
   ①気中溶解（インフライトメルティング）技術開発 
    ・カレットなしでガラスを製造する場合における溶解エネルギー： 
     ９００kcal／kg-glass 以下でかつ必要なガラス化率の達成。 
   ②ガラスカレット（再生材）高効率加熱技術開発 
    ・カレットのみを原料としてガラスを製造する場合における溶融エネルギー： 
     １８００kcal／kg-glass 以下 

・カレットの１２００℃までの昇温時間：１分以内。 
   ③ガラス原料融液とカレット融液との高速混合技術開発 
    ・均一に混合するまでの時間：２時間以内。 
     
 
 （３）研究開発の内容 
   上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基

づき研究開発を実施する。 
   ［委託事業］ 
   ①気中溶解（インフライトメルティング）技術開発 
   ②ガラスカレット（再生材）高効率加熱技術開発 
   ③ガラス原料融液とカレット融液との高速混合技術開発 
 
２．研究開発の実施方式 
（１）研究開発の実施体制 
 本研究開発は、ＮＥＤＯ技術開発機構が公募により選定する企業、民間研究機関、独立

行政法人、大学等（原則、国内に研究開発拠点を有していること。ただし、国外企業の特

別の研究開発能力、研究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点から国外企業との連携

が必要な部分はこの限りではない。）がＮＥＤＯ技術開発機構が指名する研究開発責任者

（プロジェクトリーダー）の下で、それぞれの研究テーマの達成目標を実現すべく研究開

発を委託して実施する。 
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 この場合において、各委託先は、企業、民間研究機関、独立行政法人、大学等の単位で

あることを原則とする（以下、「企業単位等」という）。ただし、ＮＥＤＯ技術開発機構が、

複数の企業単位等を結集して研究体を構成し、集中的な管理体制を構築する場合、当該研

究体を委託先として認めるものとする。 
 
 （２）研究開発の運営管理 
 研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯ技術開発機構は、経済産業省及び研

究開発実施者と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開発

の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて設置さ

れる技術検討委員会等における外部有識者の意見を運営管理に反映させるほか、四半期に

一回程度研究開発実施者等を通じてプロジェクトの進捗について報告を受けること等を行

う。 
 
３．研究開発の実施期間 
  本研究開発の期間は、平成２０年度から平成２４年度までの５年間とする。 
 
４．評価に関する事項 
 ＮＥＤＯ技術開発機構は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、

成果の技術的意義並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発

の中間評価を平成２２年度、事後評価を平成２５年度に実施する。また、中間評価結果を

踏まえ必要に応じプロジェクトの加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、評価の

時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に

応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 
 
５．その他重要事項 
（１）研究開発成果の取扱い 
  ①共通基盤技術の形成に資する成果の普及 
    得られた研究成果のうち、下記共通基盤技術に係る研究開発成果については、ＮＥ

ＤＯ技術開発機構、実施者とも普及に努めるものとする。 
    ａ）気中溶解（インフライトメルティング）技術 
    ｂ）ガラスカレット高効率加熱技術 
    ｃ）ガラス原料融液（カレット融液との混合を含む）の均質性評価技術 
  ②知的基盤整備事業又は標準化との連携 
    得られた研究開発の成果については、知的基盤整備又は標準化等との連携を図るた

め、データベースへのデータの提供、標準情報（ＴＲ）制度への提案等にも努めるも

のとする。 
  ③知的財産権の帰属 
    委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２７条の規定に基

づき、原則として、すべて委託先に帰属させることとする。 
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（２）基本計画の変更 
 ＮＥＤＯ技術開発機構は、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、

国内外の研究開発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、評価結果、研究開発費の

確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発

体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うものとする。 
 
 （３）根拠法 
    本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条

第１項第一号ハに基づき実施する。 
 
  
６．基本計画の改定履歴 
 （１）平成２０年 ３月、制定。 
 
 
 
 



 

(添付資料) 

事業原簿 【公開版】 

Ⅴ－11 

 

（別紙）研究開発計画 
 
研究開発項目①「気中溶解（インフライトメルティング）技術開発」 
 
１．研究開発の必要性 
 気中溶解反応プロセスは、現在のシーメンス炉で行われている燃焼バーナー火炎からの熱

拡散及び輻射による原料加熱とは大きく異なる熱履歴をガラス融液に与えるため、 
形成されるガラス融液の性状（構造、溶存ガスの種類や濃度）は従来法で得られるガラス融

液のそれとは異なっていると推定される。溶解プロセスの制御方法を確立するためには、気

中溶解したガラス融液に溶存するガス分析及び気中溶解融液とカレット融液との混合時の挙

動などを調査する必要がある。また、気中溶解を行う高温場として酸素燃焼炎とプラズマの

ハイブリッド化を利用する予定であるが、安定かつ長時間の高温場を実現するための最適条

件を探求し、高温場発生技術を確立する必要がある。 
 上記の各課題を総合して気中溶解プロセス制御方法を確立するため、シミュレーションモ

デルを構築する必要がある。  
 
２．研究開発の具体的内容 
（１）超高効率気中加熱技術の開発 
   a）溶解試験炉設計・製作と改良（１～２ｔ／日、カレット加熱にも使用） 
   b）炉条件適正化（炉形状、バーナ改善） 
   c）搬送気体量低減（最適気体流速の探索、振動付与など） 

d）炉材評価 
   e）原料・ガラス品質評価 
  
（２）プラズマ・酸素燃焼炎加熱技術の開発 
   a）複合加熱の高安定化（安定流の形成） 
   b）プラズマ比率低減策（炎との位置関係） 
   c）電極の長寿命化 
   d）高付加価値ガラスへの適用性評価 
 
（３）共通基盤技術 
   a）気中溶解特有の現象と融液挙動の解明 
   b）シミュレーション技術（モデル構築） 
 
３．達成目標 
  中間目標：平成２２年度 

カレットなしでガラスを製造する場合における溶解エネルギーを 
１０００kcal／kg-glass 以下でかつ必要なガラス化率を達成する。 
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  最終目標：平成２４年度 
   カレットなしでガラスを製造する場合における溶解エネルギーを 

９００kcal／kg-glass 以下でかつ必要なガラス化率を達成する。 
 
 
 
研究開発項目②「ガラスカレット（再生材）高効率加熱技術開発」 
 
１．研究開発の必要性 
 気中溶解したガラス融液にカレットを従来法と同様な手法で投入した場合、融液だけの熱

量では溶融させることは困難である。また融液槽全体の温度が下がり流動性が悪化するなど

のトラブルも想起されるため、カレットは投入直前に十分に溶融可能となるよう加熱し昇温

する必要があり、カレット融液を効率的に生成させる最適な高速加熱方法を開発する必要が

ある。 
 
２．研究開発の具体的内容 
（１）高速高効率加熱技術の開発 
   a）カレット気中加熱法 
     巻き込み泡を生じない加熱方法を探索する。 
   b）カレット・原料混合気中溶解法 
     泡層（原料成分のガス化による発生泡）を生じない加熱方法を探索する。 
   c）カレット加熱法 
     十分な昇温を得る加熱方法を探索する。 
 
（２）カレット超加熱技術の開発 
    試験設備（～１００ｋｇ／日）を製作しカレットの間接加熱試験を実施し、３００℃

前後までの加熱で融着がなく、低粉塵を可能とする最適なカレット粒径を探索する。 
 
３．達成目標 
 中間目標：平成２２年度 
  カレットを適用できる気中溶解技術の成立を目指す。 

ガラスカレットを１２００℃以上に加熱する時間を１分以内とする。 
   
 最終目標：平成２４年度 
  カレットを適用した気中溶解技術の省エネルギー化を図る。 

カレットの加熱エネルギーを１８００kcal／kg-glass 以下とする。 
  ガラスカレットを１２００℃以上に加熱する時間を１分以内とする。 
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研究開発項目③「ガラス原料融液とカレット融液との高速混合技術開発」 
 
 
１．研究開発の必要性 
 実用上のガラス製造プロセスでは、ガラス原料だけでなくガラスカレットも原料として活

用しているため、成分・性状の異なる原料同士の混合・均質化が重要な要素となる。従来の

ガラス製造プロセス技術ではガラス原料の熔解・脱泡に５日間に及ぶ長い溶融時間を要した

ためガラス原料とカレットとの混合・均質化も同時に行うことが可能であった。 
今回開発する技術プロセスでは気中溶解法による短時間でのガラス原料溶解及びカレット

溶融が行われるため、ガラス原料融液とカレット融液との混合・均質化も短時間下で可能と

する新たな撹拌技術の開発が必要である。 
 
２．研究開発の具体的内容 
（１）撹拌技術の開発 
   各種手法を比較検討し、最適な撹拌条件を探索する。 
 
（２）均質性評価技術の開発 
   原料の異なる融液同士の混合状態を評価する手法を探索する。 
 
３．達成目標 
  中間目標：平成２２年度 
   混合融液の均質性評価技術を確立する。 

ガラス原料融液とカレット融液との均一混合時間を４時間以内とする。 
    

最終目標：平成２４年度 
   ガラス原料融液とカレット融液との均一混合時間を２時間以内とする。 
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事前評価書 
 

作成日 平成１９年８月３１日 

１． 事業名称 

 （コード番号） 

 革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト 

２．推進部署名  省エネルギー技術開発部 

３．事業概要 

(1) 概要：エネルギー多消費産業であるガラス産業は、約１５０年前に
発明されたガラス溶解技術を踏襲し続けており、企業単独での省エネ
ルギー・効率化は限界に達してきている。特にガラス原料の溶融プロ
セスは数日間を要する長時間プロセスであり、この過程での所要エネ
ルギーがガラス製造に係る消費エネルギーの大部分を占めるため、ガ
ラス溶融の短時間化が省エネルギーには有効であるが、それを実現す
るには抜本的なプロセス技術の開発が求められている。 

 本プロジェクトは、この要求に応えることのできる短時間ガラス溶解
を可能とする気中溶解技術を用いた革新的ガラス溶融技術の開発を行
うものである。 

(2) 事業規模：総事業費（国費分） ２０億円（委託）（予定） 
(3) 事業期間：平成２０年度～２４年度（５年間） 
 

４．評価の検討状況 

（１） 事業の位置付け・必要性 

我が国のガラス産業は全産業の約１％に相当するエネルギーを消費するエネル

ギー多消費型産業である。その量は原油換算で毎年約２００万 KL にも及び、その

大部分がガラス製造における溶融工程で消費されている。ガラス製品の品質は、

気泡、未溶解物および組成ムラなどに左右され、これらはガラス原料の溶融過程

でほぼ除去される。しかし、高粘度の溶融ガラス中での物質移動が緩慢であるこ

とから、品質確保のためには加熱による長時間（数日）のエネルギー投入を必要

とするのが現状である。更に最近では、液晶やプラズマディスプレイなどに用い

られる高品質・高付加価値化ガラスの需要が増大の一途にあり、製造にかかるエ

ネルギー消費はますます拡大する傾向にあるため、ガラス製造に係る省エネルギ

ーのための抜本的技術開発は重要且つ緊急の課題である。 

ガラス原料を気中で瞬時に溶解するインフライトメルティング（気中溶解）法

は、短時間でのガラス溶解法であると同時に溶融炉自体を小型化することも可能

であることから、ガラス溶解過程のみならず製造品種切り替えに要する時間の短

縮と切り替え時に生ずる膨大な不良ガラスの排出削減、即ち固定エネルギーの削

減にも貢献し得る省エネルギー技術として期待されており、省エネルギー分野の

技術戦略における技術マップの「超燃焼システム分野」において「化学反応をう

まく利用する」「高効率加熱技術」「電力・電磁気利用技術」「プラズマ加熱」に、

また同ロードマップの「プラズマ加熱」「高温下の短時間プロセス」に位置付けら

れている。 

    既に特許等の申請により当該技術が海外においても認知されているところであ

り、我が国の省エネ対策及び国際競争力を更に高めるためには早急に技術を確立

していくことが必要である。 

 

 

 

 



 

(添付資料) 
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（２） 研究開発目標の妥当性 

 カラーテレビなどに用いられる平面ディスプレイの市場規模は２００５～２０

１０年にかけて４．８倍に成長(*1)し、２０１５年には２００５年の６．８倍に

達すると予想されているが、並行して平面ディスプレイ用ガラスに求められる品

質レベルも年々厳しさを増すことを考慮すれば、１０年間で溶融時間は２倍に延

長されると予想され、生産量の増大と品質向上のための溶融時間延長に伴う消費

エネルギーの増大を抑制することは非常に重要である。 ガラス製造における全

消費エネルギーの内、ガラス溶融プロセスでの消費は約７０％を占めており、こ

の過程での省エネルギー化を図ることが最も効果的である。ガラス溶融プロセス

における省エネルギーを大幅に実現する技術として、①ガラス原料を高速でガラ

ス化する技術、②カレットを原料の一部として利用でき且つ高効率で加熱溶融で

きる技術、③ガラス原料の融液とカレットの融液とを高速で混合する技術を挙げ、

本研究開発において①についてはプラズマ加熱等を利用したインフライトメルテ

ィング法で（使用エネルギー９００kcal／kg-glass で）必要なガラス化率の達成、

②については（使用エネルギー１８００kcal／kg-glass 以下で）１２００℃への

上昇時間を１分以内、③については２時間以内で均一に混合することを目標とし

て設定し、世界最高レベルの省エネルギー型ガラス溶融プロセス開発を目指す。

 また、研究開発を実施するにあたり、これら目標設定については委員会ならび

に有識者ヒアリングなどの意見を適切に反映させる。 

 

          ＊１：JEITA 2011 年カラーテレビの世界需要動向 

（３） 研究開発マネジメント 

公募を行い、早期に実用化に向けた最適な実施体制を構築する。 またプロジ

ェクトリーダーを選定し、密接な関係を維持する。 さらに必要に応じて、外部

有識者の意見を運営管理に反映させ、適切な管理に努める。 

 

（４） 研究開発成果 

 革新的ガラス溶融プロセス技術を開発することにより、これまで５日間程度必

要であったガラス溶解工程が半日以下となる。 この事業によってガラス産業に

おける大幅な省エネルギー化が実現されるとともに、我が国のガラス産業の国際

競争力のアップにつながるものと期待できる。 

 

（５） 実用化・事業化の見通し 

本プロジェクトの開発後、実用化試験を行い、２０１５年頃から小規模炉での実

用化が開始されることを目指している。  

 

（６） その他特記事項 

特になし。 

 

５．総合評価 

    エネルギー多消費型産業であると共に年々増大する高品質化への対応のため 

   製造に係る消費エネルギーの増加が予想されるガラス産業において、大幅な省エ

ネルギー化を目指した抜本的技術開発の実現は非常に重要である。 さらに二酸

化炭素排出削減及び廃棄物削減に寄与できるものであり、ガラス産業の国際競争

力アップの観点からも大きな意義がある。 

    

（注）事業の全体像がわかる図表を添付すること 
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ＮＥＤＯ ＰＯＳＴ  平成 20 年度新規研究開発プロジェクト（案）概要 
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「革新的ガラス溶融プロセス技術開発（案）に対するパブリックコメント募集結果 

 

 

１． パブリックコメント募集期間 

    平成２０年１月１１日～平成２０年２月２７日 

 

２． パブリックコメント投稿数、＜有効のもの＞ 

    ０件 
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２．分科会における説明資料 
 
次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。 
 
 



「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」
（中間評価）第１回分科会 資料５－２－１

公 開

エネルギーイノベーションプログラム

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発」革新的ガラス溶融プ セス技術開発」
（中間評価）

（２００８年度～２０１２年度 ５年間）

プロジェクトの概要 （公開）
（Ⅰ．事業の位置付け・必要性 Ⅱ．研究開発マネージメント）

NEDO エネルギー対策推進部
２０１０年 ８月 ２６日２０１０年 ８月 ２６日
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発表内容 公 開

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）NEDO事業としての妥当性
（２）事業目的の妥当性

NEDO

Ⅱ．研究開発マネージメント （１）研究開発目標の妥当性
（２）研究開発計画の妥当性

NEDO

（３）研究開発実施の事業体制の妥当性
（４）研究開発成果の実用化、事業化に向けた

マネジメントの妥当性
（５）情勢変化への対応等

Ⅲ．研究開発成果

（５）情勢変化への対応等

（１）中間目標の達成度
（ ）成果 意義

PL
研究開発成果

（２）成果の意義
（３）知的財産権等の取得
（４）成果の普及
（５）成果の最終目標の達成可能性

Ⅳ．実用化・事業化の見通し

（５）成果の最終目標の達成可能性

（１）成果の実用化可能性
（２）事業化までのシナリオ

PL

（２）事業化までのシナリオ
（３）波及効果
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）NEDO事業としての妥当性 公 開

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

概要

従来のガラス溶融エネルギーを大幅に削減する革新的技術の開発。

事業原簿Ⅰ－９

H17～H19年度エネルギー使用合理化技術戦略的開発/先導研究にて、気

中加熱技術の基礎技術を確立、大幅な省エネ効果が期待できる。

グ ガ気中溶解（インフライトメルティング）法を用いることで、ガラス溶融工程に要

する時間を大幅に短縮し、所要エネルギーを６割削減目指す。

実用性を高めるためガラスカレット（ガラス再生原料）の高速加熱と撹拌均質実用性を高めるためガラスカレット（ガラス再生原料）の高速加熱と撹拌均質

化技術も並行して開発する。
造粒原料

造粒装置原料

造粒原料

造粒装置原料

プラズマ

カレット

予熱装置

溶融装置

プラズマ

カレット

予熱装置

溶融装置

ガラス融液

酸素燃焼炎 撹拌槽

加熱原料

溶融装置

加熱カレット

高速清澄槽

成形工程
ガラス融液

酸素燃焼炎 撹拌槽

加熱原料

溶融装置

加熱カレット

高速清澄槽

成形工程

気中溶融法の概念図

溶解槽溶解槽
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③ 事業の位置付け

公 開Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）NEDO事業としての妥当性

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

③ 事業の位置付け

エネルギーイノベーションプログラム基本計画
事業原簿Ⅰ－１

・総合エネルギー効率の向上総合エネルギ 効率の向上
・超燃焼システム技術
・省エネ型産業プロセス

ガラス製造プロセスガラス製造プロセス
に位置付けられる。

研究開発項目：革新的ガラス溶融プロセス技術開発研究開発項目：革新的ガラス溶融プロセス技術開発
プラズマ等による高温を利用してガラス原料を瞬時にガラス
化することにより、極めて効率的にガラスを溶融する技術を
開発する。
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③ 事業の位置付け

公 開Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）NEDO事業としての妥当性

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

③ 事業の位置付け

Cool Earthｰエネルギー革新技術開発計画

効率向上 低炭素化

事業原簿Ⅰ－４

①高効率天然ガス
火力発電

③二酸化炭素回
収・貯留（ＣＣＳ）

④革新的
太陽光発電

低炭素
エ
ネ
ル
ギ
ー

②高効率
石炭火力発電

⑤先進的
原子力発電

発電
・送電

⑦高度道路

⑥超電導高効率送電

⑧燃料電池自動車

ー
供
給
側

⑩バイオマスか

超電導導体

絶縁層

超電導シールド層

断熱管

超電導導体

絶縁層

超電導シールド層

断熱管

⑨プラグインハイブリッド自動車・⑦高度道路
交通システム

⑫革新的製鉄プロセス

⑧燃料電池自動車

運輸

エ
ネ

⑩バイオマスか
らの輸送用代替
燃料製造

⑨プラグインハイブリッド自動車
電気自動車

⑬省エネ住宅・ビル ⑭次世代高効率照明

⑪革新的材料・製造・加工技術
⑫革新的製鉄プロセス

⑮定置用燃料電池

産業

民生

ネ
ル
ギ
ー
需

⑱HEMS/BEMS/地域レベルEMS※

⑬省 ネ住宅 ビル ⑭次世代高効率照明

⑯超高効率
ヒートポンプ

⑰省エネ型
情報機器・システム

⑮定置用燃料電池民生需
要
側

部門横断 ③⑲高性能電力貯蔵 ⑳パワーエレクトロニクス部門横断 水素製造・輸送・貯蔵12 ③ＣＣＳ
（再掲）
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③ 事業の位置付け

公 開Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）NEDO事業としての妥当性

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

③ 事業の位置付け

○次世代省エネデバイス技術
幅広い分野で使用される半導体などの

○時空を超えたエネルギー利用技術
余剰エネルギーを時間的・空間的な制約を超

○超燃焼システム技術
燃焼を省く又は効率的に行うことによ

省エネルギー技術戦略の構築（５つの重点分野）
事業原簿Ⅰ－２

幅広い分野で使用される半導体などの
デバイスの高性能化により省エネを図

る技術。

例：シリコンカーバイド（ＳｉＣ）を用いた
変圧器・モーター等の省電力化技術等

余剰エネルギーを時間的・空間的な制約を超
えて利用することにより省エネを図る技術。

例：工場の廃熱を、遠方の需要地へ輸送し、有
効利用する技術等

燃焼を省く又は効率的に行うことによ
り製造プロセスの省エネを図る技術。

例：プラズマ技術によるガラス製造技
術等

熱を搬送

○先進交通社会確立技術○省エネ型情報生活空間創生技術
・輸送機器の効率化とモーダルシフトなど利用形態の高度化により

省エネを図る技術。

例：自動車の燃費改善技術、ＩＴを利用した信号制御（下図参照）、
新交通システム技術等

生活スタイルの変化を踏まえ、高効率機器とＩＴ技術との融合
により省エネを図る技術。

例：人感センサーによって、空調、照明等を統合管理する技
術等

（走行車両の挙動にあわせた信号制御技術）

 光ビーコン

専用IDでのUplink 専用 ID で の Uplink

光ビーコン

通信エリア通信エリア 
専用IDでのUplink 専用 ID で の Uplink

光ビーコン

通信エリア通信エリア 
車両 A 車両B

信号機１ 信号機２ 

信号機制御ﾕﾆｯﾄ信号機制御ﾕﾆｯﾄ 信号機制御ﾕﾆｯﾄ信号機制御ﾕﾆｯﾄ

信号機ネットワーク 
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④ が関与する意義

公 開Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）NEDO事業としての妥当性

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

④ NEDOが関与する意義

革新的ガラス溶融プロセス技術の開発：
ガラス産業がエネルギ 多消費型であると共に 年々

事業原簿Ⅰ－４

ガラス産業がエネルギー多消費型であると共に、年々
増大する高品質化ガラスへの対応のため製造に係る
消費エネルギーの増加が予想される消費エネルギ の増加が予想される。

① 抜本的省エネルギー化が必須
② 二酸化炭素排出削減に寄与
③ ガラス産業の国際競争力アップ

研究開発の難易度が高く、開発リスクが大

NEDOのもとに産・官・学のノウハウ・技術を融合させ、NEDOのもとに産 官 学のノウハウ 技術を融合させ、
相互補完的な開発体制を構築してﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進

7/22

公 開Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （２）事業目的の妥当性

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

現行のガラス製造プロセス

約１５０年前に開発された蓄熱式加熱法（シーメンス炉）がﾍﾞｰｽ

事業原簿Ⅰ－８

成形・製品工程

天火加熱による大型槽での溶融 ・ 脱泡

均質化

成形 製品

溶解・清澄室溶解・清澄室

原料投入

混合原料

シ メ 炉

混合原料

カレット

シーメンス炉
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公 開

⑤ 国内外の研究開発の動向

Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （２）事業目的の妥当性

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

ガラス製造工程別消費エネルギーの割合

ガラス製造工程

⑤ 国内外の研究開発の動向 事業原簿Ⅰ－８

原料調整 溶解／均質化 成形 製品化

ガラス製造工程

ガラス製造時の消費エネガラス製造時の消費エネ
ルギーでは、溶解・均質
化工程が全体の５０％～
８０％を占めている。８０％を占めている。

データ出典：Industrial Glass Bandwidth Analysis 2006
9/22

公 開Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （２）事業目的の妥当性

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

市場規模（例：ＰＤＰ・液晶テレビ国内出荷台数）

JEITA統計データより

事業原簿Ⅰ－８

90000
（千台／月）

80000

90000

溶解に高いエネルギーが必要な
高品質板硝子の需要は年々増加傾向

60000

70000

出
荷

40000

50000
荷
台
数

20000

30000

0

10000

～～ ～
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2015 2020 2030
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公 開

⑤ 国内外の研究開発の動向

Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （２）事業目的の妥当性

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

研究開発の目指すもの

現行ﾌﾟﾛｾｽ

⑤ 国内外の研究開発の動向

革新的な溶解方法である気中溶解（イ

事業原簿Ⅰ－１０

均質化均質化

現行ﾌ ﾛｾｽ 革新的な溶解方法である気中溶解（イ
ンフライトメルティング）法を用いること
により、溶解炉のコンパクト化と、極め
て短時間にガラス融液の生成が可能

溶解・清澄室溶解・清澄室

原料供給口原料供給口原料供給口原料供給口

となる。

酸素燃焼バーナー

排ガス排出口

酸素燃焼バーナー

排ガス排出口

酸素燃焼バーナー

排ガス排出口

酸素燃焼バーナー

排ガス排出口

開発ﾌﾟﾛｾｽ

多相アーク

プラズマ電極 脱泡・清澄槽
多相アーク

プラズマ電極 脱泡・清澄槽
多相アーク

プラズマ電極 脱泡・清澄槽
多相アーク

プラズマ電極 脱泡・清澄槽

開発ﾌ ﾛｾｽ

世界初！
溶解槽溶解槽溶解槽溶解槽

ガラス原料溶解エネルギー
従来の約１／３（６６％省エネ）を

世界初！

～5m 溶融ガラス流出口～5m 溶融ガラス流出口～5m 溶融ガラス流出口～5m 溶融ガラス流出口目指す。
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公 開Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （２）事業目的の妥当性

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

現行技術 開発技術 事業原簿Ⅰ－１０現行技術

造粒原料
【開発課題１】
高速ガラス溶解技術

原料造粒技術

不均質な溶解
水アメ状融液を長時間
かけて均質化

開発技術

・ 原料造粒技術
・ 気中加熱技術
・ 品質評価
・ 溶解・清澄挙動解析
・ ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

けて均質化

熱

SiO2 Na2CO3 CaCO3

原料の山

【開発課題２】
カレット加熱技術

・ 高効率加熱技術

SiO2 Na2CO3 CaCO3
Al2O3 カレット

易溶融成分の

融液

SiO2 リッチ成分

脱泡も長時間必要

選択的溶け出し の凝集体生成
【開発課題３】
ガラス融液混合技術

・ 高速混合技術
・ 均質性評価技術脱泡も長時間必要

５０m

２０

５０m

２０

現行炉における
原料溶解過程の推定 仕切りのない溶解＆脱泡工程

均質性評価技術

高速溶解・短時間均質化
滞留時間減少・装置小型化

３m
２０m

原料
３m

２０m
原料

天火重油バーナー

体構造の槽

滞留時間減少 装置小型化

気中溶解 高速脱泡高速撹拌

～５日間に及ぶ長時間溶融

成形工程成形工程一体構造の槽
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設備小型化・半日以下で完全溶融へ



⑥ 実施の効果

公 開Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （２）事業目的の妥当性
「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

⑥ 実施の効果 事業原簿Ⅰ－７

指標Ａ ： エネルギー削減率＝６５．６％標 減

指標Ｂ ： 市場規模（2020年、2030年は同程度と想定）
小型炉：184万×0.4 =73.6万kl

デ プフラットパネル用ディスプレイ炉：12万×2.45×1.84 =54.1万kl
中型炉：184万×0.3－12万 =43.2万kl
（大型炉：184万×0.3 =55.2万kl）

指標Ｃ ： 普及率
２０２０年 ： 小型炉の約5割、フラットパネルディスプレイ用の炉

の約3割 中型炉の約3割に導入と想定の約3割、中型炉の約3割に導入と想定
２０３０年 ： 小型炉の約７割、フラットパネルディスプレイ用の炉

の約5割、中型炉の約5割に導入と想定

省エネ効果量

２０２０年 ： ４３．２万kL／年
２０３０年 ： ６５ ７万kL／年

13/22

２０３０年 ： ６５．７万kL／年

① 事業の目標（２０１０年度 中間目標）

Ⅱ．研究開発マネージメント （１）研究開発目標の妥当性 公 開

事業原簿Ⅱ－１

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

研究開発項目 中間目標（Ｈ２２年度末） 根 拠

①気中溶解
（ｲﾝﾌﾗｲﾄﾒﾙ

A‐1 プラズマ・酸素燃焼炎
加熱のハイブリッド化技術

多相アーク電極の消耗≦50mg／min
30分以上の安定したﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ加熱

電極混入不純物１％以下。
基礎段階での必要安定度

ﾃｨﾝｸﾞ）技術
開発 A‐2 プラズマ・酸素燃焼炎

加熱の高付加価値ガラス
への適用性評価

液晶ガラスに対する特徴の明確化
泡挙動観察・解析可能なサンプル作製

開発技術の評価手段として
必要

A‐3 超高効率気中加熱用

試 験 炉 開 発 及 び エ ネ ル
ギー低減技術

1ton炉での溶融エネルギー
1000kcal/kg‐glass以下

最終目標溶融エネルギー
（900kcal/kg‐glass）への中間
設定

A 4 超高効率気中加熱用 1mm径以下の残存泡 ≦0 1個/kg 粗溶解レベルでの許容範囲A‐4 超高効率気中加熱用

原料及び溶融ガラス品質
の評価

1mm径以下の残存泡 ≦0.1個/kg 粗溶解レベルでの許容範囲
（既存清澄工程で泡消失が
可能なレベル）

A‐5 気中溶融特有の現象 融液清澄を直接観察。物性の定量評価 開発技術の評価手段として
と融液挙動の解明 融液中のガス成分濃度測定 必要

A‐6 シミュレーション予測と
高精度迅速化技術

試験炉熱収支内訳を精度±13%で予測 最終目標精度（±５％）への
中間設定

②ガラスカレット高効率加熱技術 1200℃まで１分以内でカレット昇温 溶解炉の小型化に伴うカレッ
ト昇温条件

③ガラス原
料融液とカ

C‐1 高速混合技術 透光評価での均一混合4hr以内で達成 最終目標（２hr以内）への中
間設定料融液とカ

レット融液と
の高速混合
技術

間設定

C‐2 混合融液の均質性評
価技術

泡と脈理を分離検出・定量化し技術確立 開発技術の評価手段として
必要
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① 事業の目標（２０１２年度 最終目標）

Ⅱ．研究開発マネージメント （１）研究開発目標の妥当性 公 開

事業原簿Ⅱ－１

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

研究開発項目 最終目標（Ｈ２４年度末） 根 拠

①気中溶解
（ｲﾝﾌﾗｲﾄﾒﾙ

ﾞ

A‐1 プラズマ・酸素燃焼炎
加熱のハイブリッド化技術

ハイブリッド加熱を３０分以上の連続運
転でプラズマ変動±１０％以内達成

ハイブリッド加熱実用化のた
めの基礎段階として必要

ﾃｨﾝｸﾞ）技術
開発 A‐2 プラズマ・酸素燃焼炎

加熱の高付加価値ガラス
への適用性評価

１種類以上の特殊硝子溶融におけるプ
ラズマ、ハイブリッド加熱の実用性を判
断

インフライトメルティング技術
の適用範囲拡大と実用化促
進

A‐3 超高効率気中加熱用

試 験 炉 開 発 及 び エ ネ ル
ギー低減技術

カレットなしでソーダ石灰硝子製造での
溶融エネルギー 900kcal/kg‐glass以下 世界トップレベルの挑戦

A‐4 超高効率気中加熱用 連続インフライトメルティング試験溶融し インフライトメルティング技術A 4 超高効率気中加熱用

原料及び溶融ガラス品質
の評価

連続インフライトメルティング試験溶融し
たガラスの組成均質性が標準的なガラ
スびんと同等

インフライトメルティング技術
のソーダ石灰ガラス適用への
実用性判断

A‐5 気中溶融特有の現象
と融液挙動の解明

インフライトメルティング条件とガラス融
液 性質及び清澄とカ ガ 融液

インフライトメルティング、清
澄 混合技術開発 方向付と融液挙動の解明 液の性質及び清澄とカレットガラス融液

との混合の相関に関する科学的知見
澄、混合技術開発の方向付
けに必要

A‐6 シミュレーション予測と
高精度迅速化技術

試験炉熱収支内訳を精度±5%で予測 シミュレーションの実用化に
必要なレベル高精度迅速化技術 必要な ル

②ガラスカレット高効率加熱技術 カレットのみで硝子製造1800kcal/kg‐
glass以下、1200℃・１分以内でｶﾚｯﾄ昇温

インフライトメルティングに
マッチした加熱技術確保

③ｶﾞﾗｽ原料 C‐1 高速混合技術 透光評価での均一混合2hr以内で達成 インフライトメルティングに③ ﾗ 原料
融液とｶﾚｯﾄ
融液との高
速混合技術

イン ライ ティング
マッチした混合技術確保

C‐2 混合融液の均質性評
価技術

泡や成分のムラの代表的大きさの分布
の定量化し評価

均質化過程の機構を把握に
必要 15/22

② 事業の計画内容

公 開Ⅱ．研究開発マネージメント （２）研究開発計画の妥当性

事業原簿Ⅱ-１

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

中間評価中間評価

2008 2009 2010 2011 2012

ガラス要求品質達成の基本的見通し【気中溶解技術】

超高効率気中加熱（搬送気体量低減）

設備設計～製作 ２～３倍規模炉での効率・耐久性・安定性向上超高効率気中加熱（炉条件適正化）

≦ 1500kcal/kg ≦ 1200kcal/kg ≦ 1000kcal/kg ≦ 950kcal/kg ≦ 900kcal/kg

超高効率気中加熱（粒子間温度均 化 最適化）

プラズマ・酸素炎複合加熱（安定化）

超高効率気中加熱（搬送気体量低減）

プラズマ・酸素炎複合加熱
（高安定化、低エネルギー化、低Ar化）

共通基盤技術(シミュレーション 気中溶融の基礎的解明）

液晶用ガラスへの適用 難溶融ガラスへの適用

超高効率気中加熱（粒子間温度均一化、最適化）

【ガラスカレット高効率加熱技術】

共通基盤技術(シミュレーション、気中溶融の基礎的解明）

カレット利用を前提とした新技術の基本的見通し

≦ 2200kcal/kg ≦ 2100kcal/kg ≦ 2000kcal/kg ≦ 1900kcal/kg ≦ 1800kcal/kg

高速高効率加熱（粗粒溶融）

超予熱（予熱カレット）
粗粒溶融の低エネルギー化、気泡低減化

設備設計～製作

設備設計～製作

高速高効率加熱（細粒気中加熱）

高速高効率加熱（原料-細粒カレット混合気中加熱） ２～３倍規模炉での効率・耐久性・安定性向上

【高速混合技術】

超予熱（予熱カレット）設備設計 製作

≦ 5hr ≦ 4hr ≦ 3hr ≦ 2hr

カレット利用を前提とした新技術の基本的見通し
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高速撹拌設備設計～製作課題抽出

均質性評価技術

２～３倍規模炉での効率・耐久性・安定性向上
（撹拌子形状・材質・配置方法最適化）



公 開Ⅱ．研究開発マネージメント （２）研究開発計画の妥当性

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

② 事業の計画内容
実績、及び予算

事業原簿０－２

実績、及び予算
（百万円）

2008 2009 2010 2011 2012 合 計

研究開発項目①研究開発項目①
気中溶解（ｲﾝﾌﾗｲﾄﾒﾙﾃｨ
ﾝｸﾞ）技術開発

２５３．１ ３２１．０ ３３９．０ (２９０） （２９０） （１４９３）

研究開発項目②研究開発項目②
ガラスカレット高効率加
熱技術

－ ３１．７ ９．３ （４０） （４０） （１２１）

研究開発項目③
ガガラス原料融液とカレット
融液との高速混合技術

６．７ ７．２ ７．７ （２０） （２０） （６２）

合 計 ２５９．８ ３５９．９ ３５６．０ （３５０） （３５０） （１６７６）

５年間総額：約１７億円程度投入予定
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③ 研究開発の実施体制

公 開Ⅱ．研究開発マネージメント （３）研究開発実施の事業体制の妥当性

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

③ 研究開発の実施体制

ＮＥＤＯ 技術委員会
委員（外部有識者）：６名

事業原簿Ⅱ－１８

東京 業 学

委託 委託委託

委員（外部有識者） 名

東洋ガラス株式会社

A-3.超高効率気中加熱用試験炉
およびエネルギー低減技術

B-1 ガラスカレット高効率加熱技術

（独）物質・材料研究機構

C-2.混合融液の均質性評価技術

（国）東京工業大学

A-1.プラズマ・酸素燃焼炎加熱
のハイブリッド化技術

A-5.気中溶融特有の現象とB-1.ガラスカレット高効率加熱技術
C-1.高速混合技術

混合融液 均質性評価技術 A 5.気中溶融特有の現象と
融液挙動の解明

PL（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ）

ナノスケール物質萌芽

ラボ ラボ長

旭硝子株式会社

委託

（社）ニ ガラスフォ ラム

委託

ラボ ラボ長

井上 悟

旭硝子株式会社

A-2.プラズマ・酸素燃焼炎加熱
の高付加価値ガラスへの
適用性評価

A 4 超高効率気中加熱用原料及び

（社）ニューガラスフォーラム

A-6.シミュレーション予測と
高精度迅速化技術

A-4.超高効率気中加熱用原料及び
溶融ガラス品質の評価
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③ 研究開発の実施体制

公 開Ⅱ．研究開発マネージメント （３）研究開発実施の事業体制の妥当性

事業原簿Ⅱ－１８

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

③ 研究開発の実施体制 事業原簿Ⅱ－１８
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公 開Ⅱ．研究開発マネージメント （４）研究開発成果の実用化、
事業化に向けたマネジメントの妥当性

④ 事業化計画内容

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

④ 事業化計画内容 事業原簿Ⅳ－２
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公 開Ⅱ．研究開発マネージメント （４）研究開発成果の実用化、
事業化に向けたマネジメントの妥当性

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

④ 事業化計画内容 事業原簿Ⅱ－２０

知財権の出願について知財権の出願 て
本プロジェクトで開発する技術は、まだ他に類を見ない

独自性のある技術であるため特許性は高いものになり得
るが そ 要点は ウ ウ 集積物 もあるため 知財るが、その要点はノウハウの集積物でもあるため、知財
化による公開は模倣による権利侵害リスクも高い。従っ
て 我が国発信の技術として価値を損なわないように知て、我が国発信の技術として価値を損なわないように知
財化については慎重に進めていく方針である。
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④ 究 運営管

公 開Ⅱ．研究開発マネージメント （５）情勢変化への対応等

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

④ 研究の運営管理

NEDO主催による「技術委員会（年１回）」開催

事業原簿Ⅱ－２０

NEDO主催による「技術委員会（年１回）」開催
外部有識者の意見を運営管理に反映

技術委員
東京農工大学 亀山 秀雄 教授 愛媛大学 武部 博倫 教授
東京大学 森田 一樹 教授 九州大学 藤野 茂 准教授
早稲 大学 伊藤 公久 教授 中央大学 稲葉 次紀 教授早稲田大学 伊藤 公久 教授 中央大学 稲葉 次紀 教授

PL主催による「PJ担当者会議（年４～５回）」を開催

確 後研究内容の進捗状況確認と今後の方針を協議
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「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」
（中間評価）第１回分科会 資料５－２ー２

公 開

エネルギーイノベーションプログラム

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発」革新的ガラス溶融プ セス技術開発」
（中間評価）

（２００８年度～２０１２年度 ５年間）

プロジェクトの概要 （公開）
（Ⅲ．研究開発成果、 Ⅳ．実用化・事業化の見通し）

NEDO エネルギー対策推進部
２０１０年 ８月 ２６日２０１０年 ８月 ２６日

1/18

発表内容 公 開

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

Ⅰ．事業の位置付け・必要性 （１）NEDO事業としての妥当性
（２）事業目的の妥当性

NEDO

Ⅱ．研究開発マネージメント （１）研究開発目標の妥当性
（２）研究開発計画の妥当性

NEDO

（３）研究開発実施の事業体制の妥当性
（４）研究開発成果の実用化、事業化に向けた

マネジメントの妥当性
（５）情勢変化への対応等

Ⅲ．研究開発成果

（５）情勢変化への対応等

（１）中間目標の達成度
（ ）成果 意義

PL
研究開発成果

（２）成果の意義
（３）知的財産権等の取得
（４）成果の普及
（５）成果の最終目標の達成可能性

Ⅳ．実用化・事業化の見通し

（５）成果の最終目標の達成可能性

（１）成果の実用化可能性
（２）事業化までのシナリオ

PL

（２）事業化までのシナリオ
（３）波及効果
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① 発 標と達成度

Ⅲ．研究成果について （１）中間目標の達成度 公 開

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

① 開発目標と達成度 事業原簿Ⅲ-２８

H22年度目標(値) H22年度達成見込み研究課題

A-1 プラズマ・酸素燃焼炎加熱の ・電極消耗50mg/min以下 電極消耗50mg/min以下を達成

達
成
度

◎（大幅達成）、○（達成）、△（遅れて達成見込み）、×（未達）

A-1 プラズマ・酸素燃焼炎加熱の
ハイブリッド化技術

A-2 プラズマ・酸素燃焼炎加熱の高
付加価値ガラスへの適用性評価

電極消耗50mg/min以下
・30分以上安定したハイブリッド加熱実現

・液晶用ガラスに対するプラズマまたはハイブ
リッド加熱の特徴を明確化。
・泡挙動の観察・解析が可能なブロック状メル

電極消耗50mg/min以下を達成
30分以上安定したハイブリッド加熱を実現

液晶用ガラスの泡挙動等を評価し、プラ
ズマ加熱の特徴を明確化できる見込み

○

○

A-3 超高効率気中加熱用試験炉
開発及びエネルギー低減技術

カレットなしソーダ石灰ガラスを溶融エネル
ギー1000kcal/kg-glass以下かつ必要な
ガラス化率を達成。

・泡挙動の観察・解析が可能なブロック状メル
トサンプル作製。

バーナ改良等により1000kcal/kg以下を
達成の見込み

ズマ加熱の特徴を明確化できる見込み

○

A-4 超高効率気中加熱用原料
及び溶融ガラス品質の評価

A-5 気中溶融特有の現象と融液挙動
の解明

・ｲﾝﾌﾗｲﾄﾒﾙﾃｨﾝｸﾞ挙動およびｶﾞﾗｽ融液中
の清澄挙動の直接観察と評価

1mm径以上の気泡0.1個／kg以下の均質
ガラスを得る。

適正原料、溶融ガラス評価等により気泡
0.1個／kg以下の均質ガラスを得る見込み

両挙動の直接観察と溶融雰囲気への影響
を評価 融液中のガス成分の濃度測定と

○

○の解明

A-6 シミュレーション予測と高精度
迅速化技術

の清澄挙動の直接観察と評価。
・融液中のｶﾞｽ成分分析、ｶﾞﾗｽ物性定量評価

試験炉の熱収支内訳をｼﾐｭﾚｰｼｮﾝで±13
％精度で予測。

を評価。融液中のガス成分の濃度測定と
ガラス物性の定量評価も実施の見込み

モデル改良により、試験炉の熱収支内訳
を±13％の精度で予測できる見込み

○

○

B-1 ガラスカレット高効率加熱技術

C-1 高速混合技術

カレットの1200℃までの昇温時間１分以内。

透過光評価で欽一に混合するまでの時間
として４時間以内。

気中溶融法によりカレットの1200℃までの
昇温時間１分以内を達成できる見込み

３対の撹拌子により４時間以内の撹拌操
作での均一化達成の見込み

○

○

C-2 混合融液の均質性評価技術

として 時間以内。

泡と組成ムラを分離して検出し、その存在
量変化を定量化することにより、均質性評
価技術を確立。

泡と組成ムラを分離して検出し存在量変
化を定量化する方法により、均質性評価
技術を確立できる見込み

○
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Ⅲ．研究成果について （１）中間目標の達成度 公 開

② 各サブ 位置付け

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

② 各サブテーマの位置付け

カレット
予備加熱 高効率溶融

A‐5 基礎技術

A‐6 ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ技術
B‐1 カレット技術

カ ッ
粉砕 予備加熱 高効率溶融

汎用ガラスへの適用技術

A 6 ｼﾐｭﾚ ｼｮﾝ技術

A‐4

原料 造

酸素炎
気中溶融

撹

A‐4 A‐3 評価

原料
粉砕

粒

撹

拌

脱 泡

プラズマ
気中溶融

成 形

気中溶融

高付加価値ガラスへの適用技術

製 品
開発対象

装 技術

開発対象外

A‐1 装置技術

A‐2 利用技術

C‐1 装置技術

C‐2 評価技術
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Ⅲ．研究成果について （２）成果の意義 公 開

③

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

③ 成果の意義

H22年度達成見込み 成果の意義研究課題

A-1 プラズマ・酸素燃焼炎加熱の 電極消耗50 / i 以下を達成 電極不純物のガラスへの混入の課題解消A-1 プラズマ・酸素燃焼炎加熱の
ハイブリッド化技術

A-2 プラズマ・酸素燃焼炎加熱の高
付加価値ガラスへの適用性評価

電極消耗50mg/min以下を達成
30分以上安定したハイブリッド加熱を実現

液晶用ガラスの泡挙動等を評価し、
プラズマ加熱の特徴を明確化できる見込み

電極不純物のガラスへの混入の課題解消
ハイブリッド加熱実用化の初期段階クリア

液晶用ガラスへの適用性判断

A-3 超高効率気中加熱用試験炉
開発及びエネルギー低減技術

プラズマ加熱の特徴を明確化できる見込み

1000kcal/kg-glass以下を達成できる見込み
世界トップレベルの最終目標溶融エネル
ギー（900kcal/kg‐glass）への実現可能性判
断

A-4 超高効率気中加熱用原料
及び溶融ガラス品質の評価

A-5 気中溶融特有の現象と融液挙動
の解明

直径１mm以上の気泡が0.1個／kg以下の均
質ガラスを得る見込み

両挙動の直接観察と溶融雰囲気への影響
を評価 融液中のガス成分の濃度測定とガ

断。
既存清澄工程での泡消失が可能に
（汎用ガラス品質面での実用可能性判断）

気中溶解技術開発の方向付け
の解明

A-6 シミュレーション予測と高精度
迅速化技術

を評価。融液中のガス成分の濃度測定とガ
ラス物性の定量評価も実施の見込み。

モデル改良により、試験炉の熱収支内訳を
±13％の精度で予測できる見込み。

清澄シミュレーションの高精度化に寄与

炉のスケールアップ、炉の運転のための
シミュレーション実用化への中間点

B-1 ガラスカレット高効率加熱技術

C-1 高速混合技術

気中溶融法によりカレットの1200℃までの昇
温時間１分以内を達成できる見込み。

３対の撹拌子により４時間以内の撹拌操作
での均一化達成の見込み。

小規模炉実用化のための最低レベル確保

小規模炉実用化のための最低レベル確保

C-2 混合融液の均質性評価技術 泡と組成ムラを分離して検出し存在量変化
を定量化する方法により、均質性評価技術
を確立できる見込み。

開発技術の品質評価が可能に
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ガ 溶融炉 ネ ギ 原単位

公 開Ⅲ．研究成果について （２）成果の意義

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

ガラス溶融炉のエネルギー原単位
（現行溶融技術と当プロジェクトの目標値）

7 000

-g
la

ss
）

7,000

6,000
液晶用ガラスの現状（推定）

（
kc

al
/k

g-

5,000

4 000

液晶用ガラスの現状（推定）

ー
原

単
位

（ 4,000

3,000 中品質ガラスのトップデータ

板ガラスの現状（推定）
国内ガラス産業の平均値

ネ
ル

ギ
ー 2,000

1,000
板ガラスのトップデータ

国内ガラス産業の平均値

びんガラスのトップデータ

エ
ネ 1,000

0
0        100       200      300       400       500      600      700      800

気中溶解技術による高品質ガラス生産の
究極的な目標（含、清澄）

中間目標（但し、清澄なし）

トップデータの出典：Glass誌2004年5月号およびガラス工学ハンドブック（1999年）p313

溶融炉の規模 （ton/day）
6/18



Ⅲ．研究成果について （３）知財権等の取得

④ 知財権等と成 普

公 開

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

④ 知財権等と成果の普及

特許、論文、外部発表等の内訳

事業原簿Ⅲ-３０

区分

年度

特許出願 論文 その他外部
発表（プレス
発表等）国内 外国 PCT

出願
査読付 その他

出願

２００８ ０件 ０件 ０件 ５件 ５件 １３件

２００９ １件 ０件 ０件 ４件 ７件 ３件

(先導研究 ３件 ０件 うち２件 )
2005～2007年 （基本特許は2005年出願） 公開による模倣リスクを回避するため

特許出願件数は少ない

出願番号 発明の名称 出願人

特願2009‐198477 造粒体の製造方法およびガラス製品の製 旭硝子(株)

特許出願等

特願2009 198477 造粒体の製造方法およびガラス製品の製
造方法

旭硝子(株)

特許申請計画（件数）
研究開発期間（H20～H24） １件出願済み＋３件計画予定
実用化期間（H25～） １件以上を想定
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Ⅲ．研究成果について （４）成果の普及 公 開

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

事業原簿Ⅲ-３０

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者

平成20年度論文発表

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者
平成20年5月 Chemical Engineering Journal, 

139 (2),Ⅲ-23 p.390-397 
(2008.5)

A Multi-Phase AC Arc Discharge and Its Application for
In-Flight Glass Melting

YaochunYao,Md.Mofazzal 
Hossain,Takayuki 
Watanabe,Fuji  
Funabiki,and Tetsuji Yano

平成20年6月 Science and Technology of An Innovative Energy-saving In-flight Melting T. Watanabe,
Advanced Materials, 9 (2), 
p.025013 (2008.4-6).

Technology and its Application to Glass Production S. Inoue ほか

平成20年8月 Thin Solid Films, 516 (19), 
p.6622-6627 (2008.8)

Effects of Feed rate and Particle Size on the In-Flight
Melting Behavior of Granulated Powders in Induction
Thermal Plasmas

Yaochun Yao, Md. Mofazzal 
Hossain,Takayuki
Watanabe,Tomoyuki 
Tsujimura FujiTsujimura,Fuji 
Funabiki,and Tetsuya Yano

平成20年10月 Chemical Engineering Journal, 
144 (2), p.317-323 (2008.10)

Investigation on In-Flight Melting Behavior of
Granulated Alkali-Free Glass Raw Material in 12-Phase
AC Arc

Yaochun Yao, Kazuyuki 
Yatsuda, Takayuki Watanabe, 
Fuji Funabiki, and Tetsuji 
Yano

平成20年12月 J l f A i C i I Fli ht M lt d S d Li Sili Gl b RF I d ti F ji F biki T t ji平成20年12月 Journal of American Ceramic 
Society, 91 (12), p.3908-
3914 (2008.12)

In-Flight-Melted Soda-Lime-Silica Glass by RF Induction
Thermal Plasma

Fuji Funabiki, Tetsuji 
Yano, Yaochun Yao, and 
Takayuki Watanabe

平成20年
10月8 日

第9 回アジア太平洋プラズマ科
学技術会議（中国・黄山）

Characteristics of Multi-Phase AC Arc Discharge for 
Innovative Glass Production

八田和之，渡辺隆行

平成20年 第9 回アジア太平洋プラズマ科 In-flight Melting Behavior of Different Glass Raw Yao Yaochun、八田和之，渡
10月8 日 学技術会議（中国・黄山）

g g
Materials in 12-Phase AC Arc 辺隆行，矢野哲司

平成21年
2月2 日

プラズマ科学シンポジウム（名
古屋）

In-Flight Melting Behavior of Different Glass 
Materials in Multiphase AC Arc

渡辺隆行，八田和之，Yao 
Yaochun，矢野哲司

平成21年
2月2 日

プラズマ科学シンポジウム（名
古屋）

Generation of Multi-Phase AC Arc for In-Flight Melting 
of Granulated Glass Raw Materials

八田和之，Yao Yaochun，
渡辺隆行

平成21年 化学工学会第74 年会（横浜） ガラス造粒粉体のインフライト溶融に用いる多相ア ク発生 八田和之 Yao Yaochun平成21年
3月18 日

化学工学会第74 年会（横浜） ガラス造粒粉体のインフライト溶融に用いる多相アーク発生
技術

八田和之，Yao Yaochun，
渡辺隆行
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Ⅲ．研究成果について （４）成果の普及 公 開

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

平成21年度論文発表

事業原簿Ⅲ-３１

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者
平成21年8月 Chemical Engineering Journal, 

150 (2-3),
p.561-568 (2009.8)

In-Flight Melting Mechanism of Soda-Lime-Silica Glass 
Powders for Glass Production by Argon-Oxygen Induction 
Thermal Plasmas

M. M. Hossain, Y. Yao,
T. Watanabe,F. Funabiki,
T. Yano

平成21年10月 Plasma Chemistry and
( )

Characteristics of Multi-Phase Alternating Current Arc 
f Gl I Fli h M l i

Y. Yaochun,K. Yatsuda,
Plasma Processing, 29 (5), 
p.333-346 (2009.10)

for Glass In-Flight Melting T. Watanabe,T. Matsuura, T. 
Yano

平成21年6月
15-16 日

第22 回プラズマ材料科学シン
ポジウム（東京大学）

Generation of multi-phase AC arc for in-flight melting 
of granulated glass raw materials

渡辺隆行，八田和之，
Y. Yaochun，松浦次雄

平成21年7月
26-31 日

第19 回プラズマ化学国際シン
ポジウム（ドイツ・ボッフム）

Innovative In-Flight Glass Melting Technology Using 
Thermal Plasmas. (Invite)

渡辺隆行
日 ポジウ （ドイツ ボッフ ） Thermal Plasmas. (Invite)

平成21年7月
26-31 日

第19 回プラズマ化学国際シン
ポジウム
（ドイツ・ボッフム）

Generation and Characterization of Multi-Phase AC Arc 
for In-Flight Melting of Granulated Glass Raw
Materials

渡辺隆行，Y. Yaochun，
八田和之，松浦次雄

平成21年9月
13-16 日

日本機械学会2009 年度年次大
会（盛岡大学）

Generation of Multi-Phase AC Arc for In-Flight Melting 
of Granulated Glass Raw Materials. (Invite)

渡辺隆行

平成21年10月 第50 回ガラスおよびフォトニ 革新的気中溶解技術が拓くガラス溶融の未来 (招待講演) 井上 悟 渡辺隆行 矢野哲司平成21年10月
30 日

第50 回ガラスおよびフォトニ
クス材料討論会（京都大学）

革新的気中溶解技術が拓くガラス溶融の未来 (招待講演) 井上 悟、渡辺隆行、矢野哲司、
酒本修、佐藤敬蔵、伊勢田徹

平成21年3月
15 日

プラズマ支援燃焼研究会（大阪
大学）

多相交流アークと酸素燃焼炎のハイブリッド・インフライト加
熱によるガラス製造プロセス（招待講演）

渡辺隆行

平成21年3月
18-20 日

化学工学会第75 年
会 （鹿児島大学）

多相アークを用いたインフライト溶融ガラス粒子の特性 市橋利夫，鶴岡洋佑，渡辺隆
行 矢野哲司18 20 日 会 （鹿児島大学） 行，矢野哲司

平成21年3月
18-20 日

化学工学会第75 年会 Ⅲ-25
（鹿児島大学）

インフライト溶融ガラス製造技術に用いる多相アークの安定性 鶴岡洋佑，市橋利夫，渡辺隆
行，松浦次雄

平成22年3月
22-24 日

日本セラミックス協会年会
（東京農工大学）

作製方法の異なるソーダライムガラス原料の溶融挙動の直接観
察

森島大樹、田口潤、矢野哲司、
柴田修一
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Ⅲ．研究成果について （４）成果の普及 公 開

外部発表（プ 発表等）

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

事業原簿Ⅲ-３３

年月日 発表媒体・内容等

平成20年6月21日 日本経済新聞１面 取材先：旭硝子（株）

平成20年8月26日 NHK総合TV「クローズアップ現代」

外部発表（プレス発表等）

平成 年 月 日 総合 ク アッ 現代」

表題：グローバル・インフレの衝撃－転換する世界経済、日本は－ 取材先：旭硝子（株）
平成20年8月26日 環境管理 平成20年12月号 解説記事投稿 伊勢田徹「革新的ガラス溶融プロセス」

平成20年9月1日 NGF機関誌New Glass No.90 解説記事投稿

伊勢田徹「気中溶解法による革新的省エネルギーガラス溶解技術の研究成果」
平成20年10月24日 電気硝子工業会第30回技術セミナー平成20年10月24日 電気硝子工業会第30回技術セミナー

井上 悟「革新的ガラス溶融プロセス技術開発 －ガラス溶融の未来－」
平成20年11月17日 日経ビジネス誌 2008年11月17日号

取材先：東洋ガラス（株）、旭硝子（株）
平成20年11月30日 NHK総合TV「経済羅針盤」

表題 逆境を好機に 世界企業の戦略 取材先 旭硝子（株）表題：逆境を好機に－世界企業の戦略－ 取材先：旭硝子（株）
平成20年12月8日 NEDO省エネルギー技術フォーラム（東京）

井上 悟「直接ガラス化による革新的省エネルギーガラス溶解技術の研究開発」
平成21年1月26日 NGF 第88回ニューガラスセミナー（東京）

井上 悟「革新的ガラス溶解技術研究開発」
成 年 月 プ ズ 核融合学会誌 年 月号 解説記事投稿平成21年2月1日 プラズマ・核融合学会誌2009年2月号 解説記事投稿

渡辺隆行「熱プラズマの非平衡性を利用するプロセスと高温を利用するプロセス」
平成21年2月6日 日本セラミックス協会ガラス部会ガラス製造技術講演会（東京）

井上 悟「気中溶解プロセスを用いた革新的省エネルギーガラス溶解技術開発状況」
平成21年2月18日 NGF 第94回若手懇談会（東京）

井上 悟「革新的ガラス溶解技術研究開発状況」
平成21年3月1日 NGF機関誌New Glass No.92 解説記事投稿

伊勢田徹「NEDO“革新的ガラス溶融プロセス技術開発”プロジェクトの概要」
平成21年9月28日 NGF ガラス科学技術研究会講演（東京）

渡辺隆行「熱プラズマを用いたインフライト溶融によるガラス製造」渡辺隆行 熱プラズマを用いたインフライト溶融によるガラス製造」
平成21年12月1日 旭硝子研究所報告 第59号（平成21年12月）解説記事投稿

酒本 修「革新的省エネルギーガラス溶解技術」
平成22年3月１日 NGF機関誌New Glass No.96 解説記事投稿

渡辺隆行「インフライト溶融によるガラス製造のための熱プラズマ発生技術」 10/18



Ⅲ．研究成果について （５）成果の最終目標の達成可能性 公 開

⑤ 終 標達成 能性

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

⑤ 最終目標達成の可能性

最終年度目標(値) 最終年度目標の達成可能性研究課題

A 1 プラズマ 酸素燃焼炎加熱の プラズマ変動±10％以内の イブリ ド加熱 冷却システムと電源等の更なる改良で達A-1 プラズマ・酸素燃焼炎加熱の
ハイブリッド化技術

A-2 プラズマ・酸素燃焼炎加熱の高
付加価値ガラスへの適用性評価

プラズマ変動±10％以内のハイブリッド加熱
を30分以上連続運転

特殊ガラス溶融におけるプラズマおよび／ま
たはハイブリッド加熱の実用性を判断。

冷却システムと電源等の更なる改良で達
成の予定

難溶融ガラスについてプラズマ加熱の特
徴を明確化することにより達成の予定付加価値ガラ の適用性評価

A-3 超高効率気中加熱用試験炉
開発及びエネルギー低減技術

カレットなしソーダ石灰ガラスを溶融エネル
ギー900kcal/kg-glass以下かつ必要なガラス
化率を試験炉で達成。

たは イブリッド加熱の実用性を判断。 徴 明 す 定

炉構造、バーナ構造、原料予熱等の適正
化により達成の予定

A-4 超高効率気中加熱用原料
及び溶融ガラス品質の評価

A-5 気中溶融特有の現象と融液挙動
の解明

気中溶解条件と融液の性質、清澄とカレット融液と
の混合との相関に関する科学的知見を収集。

組成均質性が標準的なガラスびん生産品と
同等なガラスを得る。

ミクロ解析と造粒技術等により達成の予定

気中溶融挙動、融液挙動の観察と気泡解
析 気体溶解度測定等により達成の予定の解明

A-6 シミュレーション予測と高精度
迅速化技術

試験炉の熱収支内訳をシミュレーションで
±５％以内の精度で予測

時

の混合との相関に関する科学的知見を収集。 析、気体溶解度測定等により達成の予定

シミュレーションモデル改良による高精度
化、演算の高速化で達成の予定

排ガスによる予備加熱に加え 微粒カレッ
B-1 ガラスカレット高効率加熱技術

C-1 高速混合技術

カレットの1200℃までの昇温時間１分以内
溶融エネルギー1800kcal/kg-glass以下で溶融。

確立した評価方法で２時間以内に均一化

排ガスによる予備加熱に加え、微粒カレッ
トは気中溶融法、粗粒カレットは電気溶融
法により達成の予定

３対の撹拌子による混合で達成の予定

C-2 混合融液の均質性評価技術 泡や組成ムラの代表的大きさの分布を評価 泡とムラを分離し定量化して達成の予定
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Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて （１）成果の実用化可能性 公 開

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

2008 2009 2010 2011 2012      2013        ～ 2017        ～ 2020近傍

原料造粒技術
汎

気中溶融
技術

燃焼炎加熱技術

実用化検討汎用ガラスへの適用性 事業化検討

現象 挙動の解明

汎
用
ガ
ラ
ス
分

の
事
業
化技術

ハイブリッド加熱技術

現象・挙動の解明

シミュレーション技術

分
野

化

高イブリッド加熱技術

高付加価値ガラス等への適用性
事業化検討

実用化検討

予備加熱技術

高
付
加
価
値
ガ

分
野
の
事
業

カレット溶融
技術

気中溶融技術

電気溶融技術など

予備加熱技術 ガ
ラ
ス

業
化

高速混合

電気溶融技術など

高速撹拌技術

波及効果
平面ディスプレイ分野、飲料容器分野
電子機器分野、装飾・化粧品分野
太陽光発電分野、医薬・照明分野高速混合

技術 均質性評価技術

：基本的可能性確認 ：基本技術確立

自動車・交通分野、建築分野
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Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて （１）成果の実用化可能性 公 開

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

① プロジェクト終了後の実用化への課題

１．高付加価値ガラス・難溶融ガラスへの適用（ハイブリッド加熱～燃焼炎加熱）

・ハイブリッド加熱技術の確立 ： 電極冷却システムの高度化と連続耐久性向上

電極迅速交換機構の考案、炉構造の最適化

・カレット溶融の高速・高効率化 ： 粗粒（低コスト）カレットの溶融技術

・カレット融液との高速均質化 ： 撹拌システムの最適化

２．汎用ガラスへの適用 （燃焼炎加熱）

・気中加熱技術の確立 ： 炉構造の最適化、低コスト造粒技術（転動法等）

・カレット溶融の高速・高効率化 ： 粗粒（低コスト）カレットの溶融技術

・カレット融液との高速均質化 ： 撹拌システムの最適化

・脱泡技術 ： 気中溶融に適合した簡便な脱泡（電解法等）
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Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて （２）事業化までのシナリオ 公 開

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

② コスト・操業・品質における優位性

中品位ガラス１００t /d 規模の場合

・コスト試算例

中品位ガラス１００ton/day規模の場合

気中溶融炉 現行炉

炉 建設 ７５,０００万円 ２７５,０００万円炉の建設コスト

ランニングコスト
（含 定修引当金）

２,８２０千円／日 ３,４７０千円／日
（含、定修引当金）

・コスト・省エネ以外の利点

） 炉 小型化に伴う利点１） 炉の小型化に伴う利点

・素地替え等ジョブチェンジ時のロス（時間・廃ガラス）の低減

・１加工ライン１窯化 （生産調整が容易に）１加工ライン１窯化 （生産調整が容易に）

・定修時の炉材廃棄コストの低減

・既存炉との併設も可能 （実炉展開が容易に）

２） 高融点原料の溶解が可能 ・・・ 新品種ガラスの可能性拡大

３） 歩留り・品質の向上
14/18



Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて （２）事業化までのシナリオ 公 開

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

事業原簿Ⅳ-３③ 実用化、事業化までのシナリオ

根 拠導入計画 対象品目 溶解炉規模

自動車用非球面レンズ
業用耐熱ガ ２０ ／日 基

開発完了～２年後
汎用硼珪酸ガラスで先ず実績
（液晶用ガラス適用 の前段階）工業用耐熱ガラス

着色剤用ガラス ２ ton／日・基 既存炉に追加設置 小さい泡が許容

～２０ton／日・基
開発完了 ２年後

（液晶用ガラス適用への前段階）

短 炉寿命 建 幅削減

びんガラス（中規模） ５０ ton／日・基 既存炉への追加設置も可能な規模～６年後

～４年後 液晶用ガラス 1０～５０ton／日・基
短い炉寿命、建設コスト大幅削減
高品質化にも期待

びんガラス（大規模） １５０ ton／日・基
既存炉のリプレース
１窯１成形、低建設コスト、易素地替え

特殊板ガラス ２００ton／日・基 炉更新、低建設コスト、省エネ～１２年後

～１０年後

建築用・自動車用板ガラス ＞5００ton／日・基
炉更新、低建設コスト、省エネ～１４年後

特殊板ガラス ２００ton／日・基 炉更新、低建設コスト、省エネ１２年後
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Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて （２）事業化までのシナリオ
公 開

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

2010 2015 2020 2025         2030

平面ディスプ 実用化

研究

開発

実用化
検討

事業化
検討

特殊硼珪酸ガラス平面ディスプ

レイ、電子

分野

実用化

実用化

実用化
検討

事業化
検討

特殊硼珪酸ガラス

平面ディスプレイ用ガラス

飲料容器

分野

実用化

実用化
検討

事業化
検討

研究

開発
容器用特殊ガラス

分野
実用化

実用化
検討 容器用ガラス

事業化
検討

事業化実用化

開
発

自動車・建築

分野
実用化

事業化
検討

実用化
検討

実用化
事業化
検討

実用化
検討 特殊板ガラス

板ガラス

発
完
了

国
内
ラ
イ

その他

実用化

事業化
検討 実用化

光学ガラス、理化学ガラス

平面ディスプレイ用ガラス等

イ
セ
ン
ス
開その他

分野

平面ディスプレイ用ガラス等
開
始

実用化
事業化
検討

長繊維ガラス、短繊維ガラス

照明用ガラス、容器用ガラス
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Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて （３）波及効果 公 開

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

④ 関連分野への波及 事業原簿Ⅳ-２
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Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて （３）波及効果 公 開

「革新的ガラス溶融プロセス技術開発プロジェクト」（中間評価）第１回分科会

⑤ 研究開発・人材育成への波及

（大学、NIMS、NGFによる研究開発の波及効果）

１．プラズマ研究への波及

・世界トップクラスの多相プラズマ発生技術等に関する研究 （従事者累計：９名）世界トップクラスの多相プラズマ発生技術等に関する研究 （従事者累計：９名）

・世界初の多相プラズマ‐酸素燃焼炎ハイブリッド化技術 （同： ９名）

２ ガラス研究への波及２．ガラス研究 の波及

・気中溶融諸現象の解明とガラス融液研究の深化 （従事者累計：４名）

３ シミュレーション技術の中小企業への普及３．シミュレ ション技術の中小企業への普及

・ NGFのガラス溶融シミュレーション研修会（５社+大学４研究室が参加）として、

先導研究の成果を現行炉用にアレンジし、教育啓蒙活動を推進中。

現プロジェクトの成果もH25年より活用の予定
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参考資料１ 評価の実施方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

参考資料 1-1 
 

 
 
本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価

を実施する。 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究

評価の手順は、以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分

科会にて研究評価を行い、評価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会にお

いて確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

評価結果公開

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部 

研究評価委員会

推進部署
評価結果の事業等への反映

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

評価部 

研究評価委員会

推進部署 
評価結果の事業等への反映

国 民



 

参考資料 1-2 
 

１．評価の目的 
 
評価の目的は「技術評価実施規程」において。 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、 

経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を 

促進する 
としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画

の妥当性、計画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等につ

いて検討・評価した。 
 
２．評価者 
 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識

者からなる委員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の

事項に配慮して行う。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他

社会的ニーズ関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 
● ジャーナリスト 

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象か

ら除外し、また、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価

に関与していない者を主体とする。 
これらに基づき、分科会委員名簿にある７名を選任した。 
なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構評価部が担当した。 
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３．評価対象 
 
平成２０年度に開始された「革新的ガラス溶融プロセス技術開発」プロジェ

クトを評価対象とした。 
なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プ

ロジェクトの内容、成果に関する資料をもって評価した。 
 
４．評価方法 
 
分科会においては、当該事業の推進部署及び研究実施者からのヒアリングと、

それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実

施者側等との議論等により評価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認

められる場合等を除き、原則として分科会は公開とし、研究実施者と意見を交

換する形で審議を行うこととした。 
 
５．評価項目・評価基準 
 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。こ

れは、研究評価委員会による『各分科会における評価項目・評価基準は、被評

価プロジェクトの性格、中間・事後評価の別等に応じて、各分科会において判

断すべきものである。』との考え方に従い、第 1 回分科会において、事務局が、

研究評価委員会により示された「標準的評価項目・評価基準」（参考資料 1-7 頁

参照）をもとに改定案を提示し、承認されたものである。 
プロジェクト全体に係わる評価においては、主に事業の目的、計画、運営、

達成度、成果の意義や実用化への見通し等について評価した。各個別テーマに

係る評価については、主にその目標に対する達成度等について評価した。 
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評価項目・評価基準 

 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ エネルギーイノベーションプログラムの目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことによ

り、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較に

おいて十分であるか。 
 

(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 

 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されているか。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分を

含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点か

ら絞り込んだうえで活用が図られているか。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環境

が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われる
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体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の想

定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化、事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化、事業化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、

かつ妥当なものか。 
 
(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機敏

かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の揺

らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確に

なっているか。 
 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登録、

品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に沿って

国内外に適切に行われているか。 
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(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成果

を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

(5)成果の最終目標の達成可能性 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 

・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なものか。 

 

 

４．実用化、事業化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になって

いるか。 

 

(2)事業化までのシナリオ 

・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 

・ 市場の規模や成長性、コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業化

までの期間、事業化とそれに伴う経済効果等の見通しは立っているか。 

 

(3)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるもの

か。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進するな

どの波及効果を生じているか。 
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標準的評価項目・評価基準（中間評価） 

２０１０．３．２６ 
【中間評価 標準的評価項目・評価基準の位置付け（基本的考え方）】 

 
標準的評価項目・評価基準は、第２５回研究評価委員会（平成２２年３月２

６日付）において以下のとおり定められている。（本文中の記載例による１･･･、

２･･･、３･･･、４･･･が標準的評価項目、それぞれの項目中の(1)･･･、(2)･･･が
標準的評価基準、それぞれの基準中の・ ･･･が視点） 
 
ただし、これらの標準的評価項目・評価基準は、研究開発プロジェクトの中

間評価における標準的な評価の視点であり、各分科会における評価項目・評価

基準は、被評価プロジェクトの性格等に応じて、各分科会において判断すべき

ものである。 
 
１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・

制度の目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 

(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
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(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 
・ 成果の実用化、事業化につなげる戦略が明確になっているか。 
・ 成果の実用化、事業化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、

かつ妥当なものか。 
 
(5)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
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３．研究開発成果について 
(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
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４．実用化、事業化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)事業化までのシナリオ 
・成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 

・市場の規模や成長性、コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業

化までの期間、事業化とそれに伴う経済効果等の見通しは立っているか。 
 

(3)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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※基礎的・基盤的研究及び知的基盤・標準整備等の研究開発の場合は、以下の

項目・基準による。 
 
＊基礎的・基盤的研究開発の場合 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
 

(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 
 



 

参考資料 1-12 
 

 
(5)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 
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(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 

４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 
・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
 
 
＊知的基盤・標準整備等の研究開発の場合 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
 

(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
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(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 
 
(5)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 

 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
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・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は公開性が確保されているか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 研究内容に新規性がある場合、知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、

著作権や回路配置利用権の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事

業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 
 
４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られて

いるか。 
・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、

その見込みはあるか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 
・ 一般向け広報は積極的になされているか。 
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(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集して

います。 
 

平成２２年１１月 
 
 NEDO 評価部 
 部長 竹下  満 
 主幹 寺門  守 

 担当 吉崎 真由美 

                            梶田 保之 
 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/iinkai/kenkyuu/index.html） 
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